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報告にあたって 
 

 

一般社団法人全国居住支援法人協議会（以下全居協と略）は公益財団法人車両競技公益資金記念

財団（以下公益記念財団と略）の支援事業として「包括的居住支援の確立に向けた調査及び研

究」を 2020（令和 2）年度より実施してきた。 

周知のとおり、2017（平成 29）年 4月に「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅に供給促進に関す

る法律（通称住宅セーフティネット法）が大幅に改正され、住宅確保要配慮者と法律の上で呼ば

れる、住宅の確保が必要な多様な方々に対して登録されたセーフティネット住宅を提供し、居住

支援を担う民間企業、団体等を居住支援法人として指定するとともに、都道府県、市町村に従前

から設立されてきた居住支援協議会等に新しい役割を期待し、地域において住宅確保を必要する

方々に、住まいの確保を通じて、地域での居住継続を支援する仕組みを構築しようとするもので

ある。 

この制度の要は住宅確保を必要とする方々の多様なニーズに対してきめの細かな支援と住居を提

供できるようにするため、賃貸住宅に関わる企業、団体、生活支援に関わる組織、団体などが居

住支援法人として、これらの業務を実施できるようにしたことである。その意味で、住居の確保

と居住継続にあたって必要とされる多様な支援の担い手を分野横断的に指定するのが居住支援法

人の特徴となっている。 

これらの居住支援法人の全国組織として、全居協は 2019（令和元）年に設立された。全居協には

居住支援にかかる活動を担って多分野の法人が加盟している。 

厚生労働省の所管する分野別福祉も地域共生社会構築という視点から、地域における分野横断的

な支援の再構築が目指され、さらに、法務行政でも刑務所退所者の地域生活への復帰を支援する

ための居住政策が必要とされるようになり、いずれもこれらを担う居住支援法人に大きな期待が

よせられている。 

当初、国土交通省、厚生労働省で行われていた住宅と福祉にかかる連絡会に法務省を加え、さら

に居住支援に関わる民間団体の参画によって「住まい支援の連携強化のための連絡協議会」が開

催され、全居協もその構成員として参加している。 

このように多分野が重層的に関係し合う「居住支援」のあり方について、長期的視野から、ま

た、各国の住宅政策、居住確保政策の知見なども取り入れ、これから 2040年にかけて、急速に

進行する少子化の下での超高齢化は、益々進展する単身化と連動し、これまで、家族居住を前提

とした従来からの住まいのあり方の限界を克服し、人生の多様化を踏まえてそれぞれの生活の形
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態に対応できる居住支援のあり方について、住居学、福祉学、社会学の知見と国際比較に視点を

取り入れた検討が必要とされるという認識にたって、この研究事業が開始された。その際、住宅

と施設の関係、ハードとしての住宅とソフトとしての生活支援の関連、などについて検討が行わ

れた。折からのコロナ禍のもとで、多々制約のなかで研究が進められたが、コロナ禍は潜在して

いた居住支援の課題を改めて明らかにしてきている。 

 

幸い公益記念財団の理解を頂いて、継続的な調査研究の支援をいただき、研究メンバーによる研

究報告、居住支援法人の第一線での実践についてのフィールド調査などの知見をまとめて、2021

（令和 3）年度の報告書を完成することができた。 

これまで支援を頂いた公益記念財団に感謝するとともに、研究メンバーとして参画いただいた各

位、さらに研究支援を行って頂いた一般財団法人日本総合研究所の方々に謝意を表したい。 

次年度はこの調査研究を継続するとともに、居住支援という新しい分野への社会的な理解を拡

げ、広義の社会保障、住宅政策等の展開に資するように、この研究をさらに充実したものにする

と同時に、政策検討の素材として、また、地域再生を居住支援の見地から検討するためにも、理

解を深めることも目的としたい。 

 

 

2022（令和 4）年 3月 

 

一般社団法人全国居住支援法人協議会 
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第１部: 

住宅政策・福祉政策の経緯と居住支援の現状 
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第１章 日本における住宅政策と福祉政策の分離と融合 

大月 敏雄 

 

1.1 はじめに 

 ここでは、日本における住宅政策の位置付けを、幕末の時代から現在まで概観することを通して、あ

くまでも住宅という器を物的に供給することのみが住宅政策であるという、現在の住宅政策の位置付

けの貧困さを照射することを通して、日本が世界レベルの居住政策に踏み込んでいくための前段の整

理のための一助としたい。 

 

1.2 日本住宅政策前史 

1.2.1 寝るだけではない幕末の江戸の住宅 

 図 1-1は、幕末期の江戸の土地利用を示したものである。江戸の土地は、その利用区分に応じて、武

家地、町人地、寺社地の 3種に分けることができる。図の黒い部分が町人地で、グレーが武家地。寺社

地は寺や神社のマークがあるところで、浅草寺や増上寺の付近にとりわけ多いことがわかる。こうした、

土地利用の区分は、そこに建つ建物の形式と一定の関係を有していた。つまり、身分制度と、利用して

よい土地、そこに立つ建物の形式が、ほぼセットとなっており、このことが、身分制度に応じた住宅や

住生活、そして都市における土地利用をほぼ一義的に規定していたというのが、江戸時代の住宅生活の

特徴的なところである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-1 幕末江戸の土地利用状況1 

  

ここで、江戸庶民である町人たちが居住する町人地に特有な居住形態を見てみよう。町人というくら

いだから、今でいう小売業、製造業、流通業などの産業が主体となって町が形成され、住宅はこうした

産業と不可分の形で構成されていた。 

 
1 内藤昌『江戸と江戸城』鹿島出版会1966 
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 図 1-2 はその代表的な例を示しているが、図の上の亀の甲のマークがあるのは河川の護岸なので、そ

の上側に船が着岸する。そこから階段で下側の通りに船で運ばれてきた物品が荷揚げされ、その下に通

りに沿って町家が並び、荷揚げされた物品を商うという構成となっている。江戸は基本的に全国各地か

ら集まってくる産物の物流が経済の基本であったので、こうした物流（ロジスティックス）に応じて町

の骨格が形成されていた。 

 もちろん、町家の二階は主として家人や従業員が住まう住宅となってはいたのだが、その他大勢の町

人は、町家の裏側の敷地に展開する平家建ての長屋に居住していた。ここで重要なのは、これらの住宅

が、今我々が思っているような、寝るだけの場所ではないということである。町家であれ、長屋であれ、

そこは商いや、製造業などの内職をしたりする職住一体の空間でもあった点が重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-2 深川北川町三ツ池屋敷図2 

 

1.2.2  明治時代の都市下層と住宅 

 これが明治に入ると、『順立帳』という、江戸から明治にかわるときの東京の記録書に載っているの

だが、その明治元年の記録によると、当時東京は人口 50 万人のうちの 20 万人が富民、20 万人が貧民、

残りの10万人が極貧民という構成であった。そして、さらに貧困の度合いの高い極々貧民が 1,800人と

いう記録が残っている。 

 この極々貧民を主たる対象として、1874(明治 7)年に恤救規則が制定され、現在も我々が利用してい

るところの、救済対象者別に対象を分けて救済しようという試みがなされた。たとえば、「極貧にして

独身者たる者」「廃疾者」「70歳以上の重病又は老衰者」「疾病によって職に就けない者」「13歳以下

の幼弱者」という「者別」が考えられていたのである。 

 
2 東京都公文書館『都史紀要34 江戸住宅事情』東京都情報連絡室1990年 
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 当時一般的には、こうした救済を要する人々に対する認識は、「世に壮健なる貧民を見るに概ね遊惰

にして職事を勤めざるものなり3」つまり、怠けているのだから貧民になるのは自業自得だとする考え方

が一般的であった。この眼差しは現在でも、さして変わることはないように思われる。 

 ところが、明治の20年代あたりから有名な松原岩五郎「最暗黒の東京（明治 26（1893）年）」や、明

治30年代に入ると、横山源之助「日本之下層社会（明治 32（1899）年）」などのルポルタージュが出現

し始めた。このころから社会政策、社会救済、社会改良といった社会問題の一つとして、貧困の問題が

一般に議論されるようになっていったが、横山源之助あたりから貧困の問題が、労働問題の一環として

捉えられ始めるようになった。 

 

1.2.3 納屋と飯場と社宅 

 このような、明治 20年代に入ってからの貧困問題を労働問題の一環として扱おうとする社会の態度の

変化は、いわゆる「高島炭鉱事件」によく現れている。 

 幕末から明治初期にかけて、全国の主要炭田ではすでに、家庭用の燃料をはじめ、塩田における製塩

のための燃料、国内外の軍艦の機関燃料、そして少しずつ進展してきた工場の動力確保のための機関燃

料の需要が増大していった。そして明治維新によって、幕末までは主として藩単位で採炭が行われてい

たものが、大小さまざまな資本による競争的採炭に代わっていった。中でも、現在の長崎市の海上に浮

かぶ高島（有名な軍艦島の隣の島）は、1868（明治元）年、英商グラバーが出資して佐賀藩とともに西洋

近代技術を用いた採炭に着手し、結局それを1881（明治 14）年、三菱が買い取ったのだが、その当時の

労働者の環境は、「納屋制度」と呼ばれる採炭集団への請負によって成り立っていた。 

 この納屋制度は、常磐炭田や北海道の炭鉱では「飯場制度」とも称されるが、九州の納屋制度のもと

では、「納屋頭」と呼ばれる労働監督者が、炭鉱会社から採炭の一切、すなわち、坑夫の募集、労働管

理、住居の提供、食事の提供、日用品の提供を行っていた。ここで労働者は「納屋」と呼ばれる木造の粗

末な小屋で集団生活を送り、当然食事もそこで提供され、その中に設置された日用品購買所で生活用品

や酒などを買わされ、その代金は給与から天引きされ、また、納屋頭が行う賭博でも借金をこさえるた

めに、納屋の生活に縛り付けられ、なかなかそこから抜け出せないというものであった。 

 納屋制度自体は近代資本主義初期の形態であるが、高島炭鉱では、極めて過酷な労働環境であったた

めに、大小の労働争議と納屋頭による弾圧が頻発していた様子が、1888（明治 21）年の雑誌『日本人』

に告発記事「高島炭鉱の惨状」として掲載された4のを機に、犬養毅らの納屋制度廃止論者を中心として、

開設されて間もない帝国議会にまでとり上げられるようになった。この結果、1897（明治 30）年には、

高島炭鉱で炭鉱の中で最も早く納屋制度が廃止されることとなった。炭鉱における納屋制度や飯場制度

は、こうした社会的圧力とともに、機械化が進む近代的採炭方式にとって非効率な存在とみなされてい

き、明治末期から大正時代にかけて徐々に廃止され、炭鉱会社が直接に坑夫を募集し、雇い、社宅に住

まわせ、食事や購買、場合によっては病院や学校などの福利厚生施設を直轄で運営するような体制に変

わっていった｡ 

 
3矢野文雄「貧民救助ヲ論ズ」1876 
4 松岡好一「高島炭礦の惨状」『日本人』第六号政教社1888 
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 納屋制度の廃止後は、会社が直営する、主として単身者向けの寄宿舎や、主として家族向けの社宅に

次々と置き換わっていき、その他産業分野における寄宿舎や社宅の位置付けと同様なものが出現してい

った。当然、労働集約な近代産業においては、たとえば 1872（明治 5）年に国が設置した富岡製糸場で

は寄宿舎も設置されていたが、こうした住居までも雇い主側が用意することが普及するまでには、まだ

時間を要した。このあたりの事情については、1903（明治36）年に国が行った初の本格的な産業労働者

の実態報告である『職工事情』に若干記されているが、この時代は単身の従業者用の寄宿舎は一般的で

はあったものの、従業員の家族が入れるような社宅という形式はまだ物珍しかったらしく、従業員を集

めるためには、いい社宅を用意しなければならないということが企業経営者の間で少しずつ浸透しはじ

めていたようである。 

 ただ、寄宿舎や社宅を抱える大規模事業所でも、炭鉱住宅における「納屋制度」に相当する、「飯場制

度」というシステムで運用されていたことも多かった。その代表的な事例として倉敷紡績の例を引いて

みよう。 

 倉敷紡績では、1895(明治 28)年に二階建ての寄宿舎を建設していたが、これはいわゆる寄宿舎飯場で

あった。建設後十年ほど経ったこの 2 階建ての寄宿舎には千人以上が収容され、大変狭小で炊事場や食

堂はとても非衛生的であった。その理由は、寄宿舎の炊事関係一切が開設以来「飯場」と称する請負制

度で成り立っていたからであった。長年にわたる因習でこれらの飯場請負者たちは寄宿舎職工の炊事賄

いをするだけでなく、寄宿舎や社宅に居住する者に日用品の販売をして種々の利益を得、職工の入社や

退社に関係して紹介料や手数料をとるなど、職工等に対してボス的な存在として非常な権力を持つに至

っていた（図 1-3）。これはほぼ、先に高島炭鉱で見た納屋制度と同様のものであった。 

 
図1-3 1906（明治39）年段階の倉敷工場寄宿舎5 

 

 そこで、倉敷紡績の二代目経営者で、開明的な経営者として有名な大原孫三がこの飯場制度の改革に

乗り出し、1906（明治39）年に飯場制度を全廃し、炊事及び職工の採用を全て会社の直営とした。あわ

せてこの年から炊事場、食堂を増設し、ボイラーも導入した。そして寄宿舎 2 階建て 1 棟、平家建て 2

棟、社宅平家建て 3 棟を増設する計画を立て、その建設を実行していた途中、この寄宿舎を中心に腸チ

フスが発生してしまった。このため、倉敷紡績では従来の寄宿舎の周辺の土地を買い増して、平屋の長

 
5 『回顧六十五年』倉敷紡績株式会社社史編纂委員編1953 
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屋建てを中心とした密度の低い寄宿舎を建設し、分散的な南面並行配置型の76棟の寄宿舎が建設された

（図 1-4）。 

 

図1-4 倉敷工場寄宿舎配置図6 

 

 

 あわせて、この計画に基づいて、字御崎という新しい敷地に、家族向けの社宅 136戸（図1-5）が建設

された。この図中、長屋を示す横長の長方形の上に付いた小さな四角は便所部分と思われ、一つの便所

部分を左右分割した平面と推察される。つまり、小さな四角が 2つ付いた建物は 4軒長屋であり、御崎

社宅はほぼ4軒長屋で構成されていたということが判る。 

 

 

図1-5 倉敷工場御崎社宅配置図（『回顧六十五年』倉敷紡績株式会社社史編纂委員編1953） 

  

 
6 『回顧六十五年』倉敷紡績株式会社社史編纂委員編1953 
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 寄宿舎の方は木造平屋建ての長屋を基本としており、それまでに日本で普通に見られた大部屋型の寄

宿舎とは一線を画するものであった。間取りを見ると家族用にも見えるが、ここに複数名の単身従業員

が住み込むというものであった。新しい寄宿舎の敷地内には、それまで飯場時代にも存在していた食堂

と物品分配所を含んで、さらに、学校、病院、裁縫室、花壇、舞台なども設置されるようになった。 

 ここに見る、倉敷紡績社宅の飯場制度から直営社宅制度への移行は、家族向けの社宅と単身者用の寄

宿舎を分けて建設し、とりわけ単身者用の寄宿舎には住宅以外の共用施設の充実も図るという特徴をも

つが、こうした社宅形式は産業の違いを超えて、少しずつ全国に普及していくことになった。 

 

1.2.4 普通⻑屋と棟割⻑屋  

 一方で、そういう大企業とは縁がなかった一般の都市居住者人々の大多数は、江戸時代からの延長と

しての貸し長屋に住んでいた。よく落語などに出てくる最小限の住宅として「九尺二間の棟割長屋」が

あるが（図1-6）、これは間口が 9尺、奥行きが２間（1間は6尺）の広さの住戸を示すが、大抵は住戸

への入り口部分が幅半間の土間となり、ここで靴脱ぎや炊事が行われた。残った面積はちょうど四畳半

分の広さとなるが、ここに押し入れなどの収納は含まれていないので、2 人で寝るのがせいぜいの間取

りである。 

 

図1-6 九尺二間の棟割長屋の構成（筆者作成） 

 

 また棟割長屋というのは、長屋全体の中央部（つまり、建物の地位番高い部分である棟）から真下に

設けられた壁で建物全体が 2 つに区画され、建物の両面からアクセスするような形式となっている。こ

のため、各住戸が外気に面するのは基本的には入り口面のみとなる。住宅の部屋というのは 2 方向、で

きればそれぞれ反対側に窓や開口がないと通風がうまく行かないので、棟割長屋はほぼ通風の機能が果

たせないような住宅でもある。また採光という面でも、1面からしか光が採れず、一日中薄暗い室内環境

となる。このように棟割長屋は居住環境があまりにも劣悪なために、江戸時代中に大量に建設されたわ

けではないが、明治の中盤に入り都市に大量の労働者が流入するにつれ、しだいにたくさんつくられる

ようになっていった。 
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 棟割長屋に比して、多数作られたのが普通長屋である。間取りとしてはほぼ最小単位である九尺二間

の今でいうワンルーム形式から、二部屋あるものまで、さまざまにつくられていた。中には、九尺二間

より小さい、畳三畳の居室しかない、間口 1間、奥行き 1間半の、いわば六尺一間半のものもあった。 

 坪内逍遥は、1978（明治 19）年の『当世書生気質』に、東京には書生と車引きが多かったと記してい

るが、これは当時、東京に流入してくる若者の 2 大類型と考えてよく、上流層である書生は大学や専門

学校などに通い、学校が用意する寄宿舎か、民間の住宅を間借りして住む素人下宿のいずれかに住むこ

とが通例であった。学生にとって、寄宿舎住まいがいいのか、下宿住まいがいいのかについては、議論

の絶えないところであった。一方で、車引の方は江戸時代と変わらない長屋住まいが多かったのである。 

 

1.2.5 木賃宿から共同長屋へ 

 前述のように、地方から東京に流入してくる人が主として住まうのは長屋であったが、長屋に入るた

めには一定の収入がないといけなかった。したがって、東京に来たばかりの人々にとって、さしあたっ

て雨露をしのぐような居住空間は、これも江戸時代から存在する「木賃宿」であった。このことは、前

述の松原岩五郎や横山源之助のルポにも報告されている。 

 もちろん、木賃宿は旅における宿泊所の一種であり、長逗留を前提にしたものではなく、その実態は

黒澤明監督を引き継いだ小泉堯史監督の「雨あがる」（2000年）に出てくるような木賃宿のようなもの

であったろうと想像される（図 1-7）が、江戸明和期以降、都市部に立地した木賃宿はその後のスラム的

様相を呈するようなものであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-7 歌川広重 「御嶽」 『木曽海道六拾九次』1835-37頃（御嶽宿可児郡御嵩町）7 

  

 
7 国会図書館デジタルアーカイブ 
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 1919（大正8）年に警視庁衛生部より発行した『東京市細民沿革紀要』には、江戸における木賃宿の発

生に関して、次のように記している（原文カタカナ、ルビ引用者）。 

 明和年中深川海辺大工町利息中道に流浪もし願人坊主
がんにんぼうず

昌竜なる者、始めて木賃宿を創設し以て同類の宿

泊に便せし以来同業者多数となり従つて賎民の彙集をして多々倍々増加せしむることとなり、以て現今の

如く木賃宿をして江東二区の呼物たるに至らしめたり、斯く開創当初より既に睘々
けいけい

踽々
く く

 の輩を以て組織せ

られたるものなれば細民窟としての由来は蓋し深く且つ通しと謂うべきなり 

 

 つまり、18世紀の後半に深川区（現在の江東区）に、昌竜という名の願人坊主 が自分達の仲間を宿泊

させるためにはじめて木賃宿をつくったが、便利だというので、木賃宿を経営する同業者が次々と増え、

卑しい身分の人々の数がこの地域で次第に増えていき、ついには、本所、深川といった江東二区の名物

となり、大正時代には細民窟となっていったというのである。 

 なお、 同書ではこうした境遇に陥る人々の履歴を、以下のように類別している。 

一、 武士の浪人となりし者 

二、 病躯に基ける者 

三、 鰥寡
かんか

孤独となり所謂袖乞いとなりし者 

四、 神仏を迷信せし結果修行と誤り心得て零落せし者 

五、 天災地異又は人禍に由り失業せし者 

六、 幕府に訴願ありて出府し落魄せし者 

七、 苛政に堪えずして退転せし者 

 

 そして、本所、深川というのは関東一円からさまざまな事情で田舎を出てきた人々が、まず江戸に入

るまでに立ち寄る、地理的にいわば「Gate City」であったことが示されている。江戸という大都市への

足掛かり、普通長屋に住み始めるまでの足がかりとして、明和期以降、木賃宿がその役割を果たしてき

たというのである。実際同書では、1912（明治 45）年 7月から 10月の 4カ月にわたって内務省地方局

が調査した結果を引き、次のように述べている。 

 深川区には地方出身者最も多く細民総数の八割以上に及び、本所区は之に反し六割八分なり、之を地方別にすれば埼玉、

千葉、新潟、群馬、栃木、神奈川、茨城にして、何れも何等かの目的を以て出京し、予期を達する能わずして細民の部落に

陥入
かんにゅう

 せり 

 

 さて、近代に入ってからの木賃宿で、平面図が残っているものとして、昭和初期の大阪の木賃宿の図

面が、『木賃宿の一考察』（大阪市立市民館 1925年）に掲載されているが、これを見ると、3畳の小さ

な部屋がずらっと並べられた総2階建ての住棟が二棟並んでいるのがわかる（図1-8）。 
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図1-8 昭和初期の大阪の木賃宿8 

 

 間取りとしては中廊下形式になっており、共同炊事場や竈(へっつい)や浴場、便所、物置といった共

用スペースが、木賃宿本体とは別に設置されている。下の棟の右側に、帳場と書かれた上に自家居室と

あるのは、管理人の住居である。この図面には、「豊崎町に於ける木賃宿家屋構造の一例」と書いてあ

るが、江戸時代以来の大部屋に雑魚寝する形式のものとは随分異なっており、基本的に個室タイプの住

戸となっているのが特徴的である。明治時代の木賃宿にも少しずつこのような個室タイプの住戸が出現

し、それれは「別間」と呼ばれていた。出現当初の別間は、大座敷とは別に拵えられたものであり、小さ

い部屋に夫婦で長期間住むようなものが想定されていたようである。田舎から都会にやってくるときの

第一段階として、まだ職業を得る前の段階で、日払いで家賃を払って木賃宿に長逗留してはみたものの、

定職になかなか就けないまま、結婚したり子供ができたりして、大部屋ではなかなか住めない世帯が徐々

に増えていき、こうしたニーズに応えるために、プライバシーの一段と高い「別間」が提供されるよう

になったのではないかと、筆者は推察している。ところが、この別間は、そのうちに逢引きをするよう

な、いまでいうところのラブホテルのような機能を果たすところも出てくるようになっていった。 

 一方で、車引きは手に技術がなくても上京して比較的すぐにありつける職業であり、収入も低かかっ

たため、当時の社会層の底流に位置していた人々であった。この人たちは主として、江戸時代から続く

長屋住まいとなっていたが、こうした中、共同長屋という新しい形式の住まいが登場し、次第に都市型

居住として人気を博していったのである。この共同長屋という新しい種別の長屋については、1902（明

治35）年に本所区（今の墨田区）にはじめて発明されたということを、横山源之助が書いている（図 1-

9）。この共同長屋は建物の棟の下に土間の通路（図 1-10）を設け、そこから左右振り分けで各住宅を配

置する形式であり、最初は平屋建てであったものがまたたく間に 2階建てとなり（図 1-11）、全国に普

及していき、昭和時代を代表する、中廊下型の木造2階建てアパートの源流となっていくのである。 

 最初に共同長屋を建設した人物は、木賃宿を経営していて、「別間」の人気が高かったので、「別間」

だけからなる宿を作ろうと、こうした「共同長屋」を編み出したらしい。 

  

 
8 大阪市立市民館『木賃宿の一考察』1925年 
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図1-9 普通長屋、棟割長屋、共同長屋9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-10 深川区猿江浦町共同長屋の内部（この一棟は十戸に分れ各戸は三畳一間、家賃二円八十銭前後なり。中央は通路

にして各戸は其の両側に相並び尚室内狭きため此処にて炊事をなすもの多し。）10 

  

 
9 『東京市内の細民に関する調査』東京市社会局1921 
10『東京市内の細民に関する調査』東京市社会局1921 
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図1-11 下谷龍泉寺町共同長屋の外観 

（二階建てにして日掛家賃八銭乃至十銭。之の一棟に現在四十世帯約百五十人の居住者あり。）11  

 
11 『東京市内の細民に関する調査』東京市社会局1921 
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1.3 住宅政策先進国イギリス 

 日本の明治以降の住宅問題をめぐる展開は上述のようであったが、イギリスではいち早く起きた産業

革命によって、全国の工業都市におけるスラム問題が世界にさきがけて起こり、その対応として世界初

の住宅政策と呼べる対応が国家的になされ始めた。こうした政策が形成されるのは 19世紀半ばなのであ

るが、イギリスでも日本と同様に政府が住宅問題に乗り出す前に、民間レベルで住宅問題に取り組んだ

形跡がある。ここではその動きを概観し、イギリスで住宅政策が取り組まれるまでの歴史をおさえてお

きたい。 

 

1.3.1 民間による産業労働者のためのハウジング 

 イギリスの産業革命は、全国の中規模の都市にまで及び、各都市にスラムが形成されていったが、そ

の最初の兆しは、テラスハウスと呼ばれる連棟式の長屋の「棟割長屋」化であった。もちろんイギリス

の建物は煉瓦造ではあるが、ここでも建物の棟を境にして壁を設置し、1 面にしか窓が開かないような

つくりのBack to Backsという建物にたくさんの労働者が収容された。図 1-12は、その最初期のもので

19世紀初期に既存のテラスハウスの一部を Back to Backsとしたバーミンガムの事例である。 

 

 

 

 

 

 

 

図1-12  19世紀初期にバーミンガムで建設された棟割長屋Back to Backs（著者撮影） 

 

 その後、こうしたBack to Backsは新築の住宅供給としてイギリス各都市に大量に建設されていった

が、基本的には民間ベースで行われていた（図 1-13）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-13 イギリスに今も残る棟割長屋（Back to Backs）（著者撮影） 
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 1786年、スコットランドの山の中の川のほとりにニュー・ラナークという毛織物工場が建設された（図

1-14）。川の水力を動力として工場を動かし、そこに、労働者用の住宅ばかりでなく、学校、教会、商店

も併設された、のちの20世紀初頭の言葉でいうところの工場都市であった。1800年、ここの工場主にな

ったのが、のちにエンゲルスによって「空想的社会主義 」と揶揄されたロバート・オウエンであった。

彼のもとで、ここにおける商店は、世界初ともいわれる生活協同組合によって運営されるようになり、

いまや世界遺産となっている。ここは、産業革命によって誕生した大資本が工場経営の一環として、労

働者のための住宅、それから生活関連施設も含めて提供するという、すでに見てきた日本における倉敷

紡績社宅のような構えを、日本よりほぼ一世紀前に、世界で最初期に実現したところである。 

 

図1-14 ニュー・ラナーク（著者撮影） 

 

 このような事例は、19 世紀の半ばから 20 世紀にかけて欧米で広まっていく。同じイギリスで世界遺

産になっているソルテアという毛織物工場を中心とした都市（図 1-15）もあるのだが、これは 1853 年

に建設されている。これは日本でいえば嘉永 6 年に相当し、ペリーが浦賀沖にやってきた年である。こ

こでも学校、病院、救貧院のような社会施設まで建設され、単に住宅をあてがうだけでは生活できない

というごく自然なことを前提とした都市づくりであった。 

 

図1-15 ニュー・ラナーク（著者撮影） 

  

 ちなみにフランスでも、ロバート・オウエンやサン・シモンなどと同列にエンゲルスによって「空想

的社会主義 」と言われたフーリエが構想していた理想的生活共同体であるファランステールをモデルと

して、実業家ゴダンが 1858年から建設したファミリステールという鋳物工場と住宅が一体となった街が

建設され、これも世界遺産として残っている（図 1-16）。 
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図1-16 ファランステール（著者撮影） 

 

1.3.2 慈善団体によるチャリティ・ハウジング  

 こうした民間企業による従業員社宅建設を行うのはごく一部の企業だけであり、大多数の都市では本

節冒頭で見たような、民間地主経営による Back to Backsのような低廉な住宅、もしくはそれより劣悪

な住宅に労働者がひしめき合って暮らすような環境を呈し、こうした地域はスラムと呼ばれていた。 

 このような地域に居住する人々のための慈善事業の一環として、より良い住宅を供給する試みがロン

ドンを中心に始まっていった。そもそもヨーロッパのキリスト教社会においてはこうした慈善事業の一

環として貧しい人々へ住宅団地を建設して提供することは、1516年にドイツのアウグスブルクでフッガ

ー家が建設して今も残るフッガライ（図 1-17）をはじめとして、伝統的に行われてきたことではあった。 

 

図1-17 ピーボディ・スクウェア（著者撮影） 

 ただ、ロンドンで産業革命の中で爆発的に急増するスラム居住者のために大々的に住宅を供給する活

動が行われ始めたのは、19世紀半ばのことであった。アメリカ出身の実業家であり慈善家であったジョ

ージ・ピーボディは、1862年ピーポディ慈善基金（現在のピーボディ・トラスト）を設立し、ロンドン

の低所得者層にモデル的な住まいを供給した（図 1-18）。  

 

図1-18 ピーボディ・スクウェア（著者撮影） 
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 また、先ほどのニュー・ラナークを経営していたロバート・オウエンの薫陶を受けたオクタビア・ヒ

ルは、単に住まいを提供するばかりでなく、働く場所や祈りの場所、それから健康のための公園といっ

た居住環境をセットとして供給するレッドクロス・コテッジなどの、いわば住環境改善の事業をチャリ

ティ・ベースで行っていた（図 1-19）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-19 レッドクロス・コテッジ（著者撮影） 

 

1.3.3 公営住宅 

 このように世界でいち早く産業革命に突入し、産業都市への大量の労働者参入がもたらす変化に、住

宅の側面で対応してきたのは、民間の地主、企業、それから慈善活動家であったわけだが、19世紀なか

ばから、こうした課題がイギリスの議会でとり上げられるようになった。その主たる背景は衛生問題で、

度重なるペストやチフスの流行の原因の多くがスラムを温床にしているとの見方であった。こうした疫

病災害はお金を持っている貴族までも巻き込んでしまう恐れがあるため、国の税金をつぎ込んででもこ

の課題を解決する必要が生じたのであると、筆者は考えている。 

 このため、1848 年の公衆衛生法から 1851 年の住居法への成立は早く進み、スラムと認定される住宅

を国家として放置しないという仕組みを整えつつあった。そして、1875年には自治体の条例による建築

基準制度が設けられ、1890年にはスラムクリアランスを伴う公営住宅供給が制度化化され、実施されて

いった（図 1-20）。 

 

図1-20 イギリス最初期の公営住宅バウンダリー・ストリート（著者撮影） 
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1.4 社会政策としての住宅政策 

1.4.1 公的住宅供給の嚆矢「玉姫公設長屋」 

 次項で見るように、日本においてイギリスのように、産業革命に伴う住宅問題に国家が本格的に介入

し始めるのは大正時代になってからであったが、日本における公的住宅供給という意味では、1911（明

治44）年に生じた浅草の大火災（吉原の大火ともいう）に、当時の東京府や東京市に集まった義捐金を

もとに、東京市が主管して辛亥救済会という団体を組織し、その団体を通じて玉姫公設長屋という被災

者向けの復興住宅を供給したのが、最初であったとする説がある。 

 図 1-21は、この配置図であるが、敷地東側の前面道路の奥には「長屋」と書かれた住宅が建設されて

いたことがわかる。この長屋はすべて 2階建てであり、従来の普通長屋の各住戸を 2階建てにしたタイ

プのものと、図左上の二棟のように住棟の端に共同の階段室を設けた片廊下式のものがある。 

 更にここで注目したいのは、「商店式」「託児場」「浴場」「職業紹介所及宿泊所」といった、住宅以

外の生活関連施設が併設されていることであり、先にイギリスで見たような、住宅ばかりでなく生活関

連施設を一体的に建設しないと、そこでの生活が成り立たないという、ごく当たり前の前提で設計され

ていたということである。 

 もちろん、当時はこのような施設配置計画の機能論の議論をした上で、こうした設計を行ったわけで

はなく、火災で焼滅したのは住宅ばかりでなく、銭湯や店なども一緒になくなったわけであり、そうし

たものも一緒に提供しないと、町の復興とはいえないというごく当たり前の考え方から生じた配置計画

であると考えられる。このことは、住宅供給のみをもって住宅政策と考えることが一般化し、それが当

たり前のように信じられている現在の住宅政策状況と照らし合わせると、重要なことなのである。 

 

図1-21 玉姫公設長屋配置図12 

 
12 『浅草区誌 下』浅草区役所1914 
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1.4.2 ⼤正期の都市・住宅問題と官・民間団体の対応 

 さて大正時代は、ほぼほぼヨーロッパが第一次世界大戦をしていた時代であり、日本にとっては外貨

を大量に稼ぐことができた時代でもあり、各種の産業勃興が全国で起きた時代でもあった。これに伴い、

すでに明治の末から東京、大阪といった一部の大都市に局所的に見られていた、新産業に従事する人々

を容れるための住宅が極端に不足する、いわゆる住宅問題・都市問題が、大正 5、6年にひときわ大きな

社会問題となった。一方で、第一次世界大戦中の 1917（大正 6）年に起きたロシア革命などを背景とし

ながら、日本でも 1918（大正 7）年に、全国的な暴動を引き起こす米騒動が勃発した。この米騒動の直

前に内務省に救済事業調査会が設置されて、最初に諮問されたのが住宅問題であった。 

 そして、この答申である「小住宅改良要綱」をもとに、1919（大正8）年に「住宅改良助成通牒要綱」

が内務省から発せられ、当時の六大都市（東京市・横浜市・名古屋市・京都市・大阪市・神戸市）の地方

公共団体や一部民間の団体に、長期低利の融資が国からなされることになった。 

 これを受けて各地方公共団体や一部民間団体では当時「公益住宅」と呼ばれた、国の支援を受けての

住宅供給を開始するようになったのである。ただ、地方自治体が建設した場合は特に「公営住宅」とも

呼ばれていた。ただこうした流れにおいては、国だけが住宅問題に対応したわけではなく、上記の住宅

改良助成以前から、大阪市や横浜市では独自に公営住宅建設を行う計画を有し、実行に移していた。 

 この様子を東京市営住宅において見ると、工場地帯に近い月島では職工向けの 2 階建ての長屋が主流

であり、本郷に近い真砂町では戸建ての和式、洋式の立派な戸建て住宅が建設され、下町の深川の本村

町では店舗併用住宅が供給されるなど、住宅が建設されるエリアの特性に応じた住宅供給がなされてい

たことが読み取れる（図 1-22）。当時の公営住宅は戦後の公営住宅のように所得階層下位の人々のみを

対象にしてはおらず、その地域地域で独自に住宅の困り家をしている人々への住宅供給に主眼をおいて

いたことがわかる。 

 

図1-22 東京市営（左より月島住宅、真砂町住宅、本村町住宅）13 

 

 なお、このような公益住宅が進められた 1919（大正 8）年は、都市計画法と市街地建築物法（現在の

建築基準法）がほぼ同時に制定された年でもあり、住宅問題・都市問題の根本的な解決に政府としても

乗り出していった時期としてエポックメイキングな年であったといえよう。 

 大正デモクラシーの時代でもあり、こうした全社会的な住宅問題・都市問題への解決には、公益団体 

も参加するようになった。東京でいえば、大正9（1920）年に設立された財団法人東京府住宅協会（1944

（昭和19）年に財団法人東京都住宅協会となり、現在はと京都住宅供給公社となっている）が、設立年

の 9月から11 月にかけて、分譲住宅 443 戸、賃貸住宅 69 戸、合計512 戸という大量の住宅建設を行

 
13 『東京市営住宅要覧』東京市役所1930 
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った。これは、住宅の所有や賃貸を希望する会員を募り、5から15年間家賃を収めると、その住宅の所

有権が移転するという一種の割賦制度での住宅販売であった（図 1-23）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-23 東京府住宅協会の供給した住宅14 

 

また、同じ1920（大正 9）年には、財団法人東京府社会事業協会（その前身は大正 6（1917）年 に発

足した東京府慈善協会）という福祉を中心に事業展開していた団体が、日暮里町金杉に 41戸からなる日

暮里小住宅という、比較的低所得者向けの賃貸住宅供給を始めた（図1-24）。この住宅においても、専

用住宅以外に、商店式 8 戸、共同浴場、事務所が併設されていたことも付け加えておきたい。この手の

チャリティ・ハウジングが先行していたイギリスよりほぼ半世紀遅れて、にほんでも福祉の一環として

住宅供給がなされるようになっていたのである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-24 東京府社会事業協会 日暮里小住宅15 

  

 
14 『東京都住宅供給公社50年史』東京都住宅供給公社2017年 
15 『東京府社会事業協会一覧 : 創立十年記念』1927 
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1.4.3 関東大震災と同潤会の住宅供給 

 このように日本では、ヨーロッパで第一次世界大戦後の都市復興・住宅復興が様々な形で展開してい

くのと、ちょうど時を同じくして、国が間接的に関与する住宅政策が開始され、同時に民間団団体にお

いても少しずつ社会的な住宅供給事業が展開しつつあった。 

 そして、この社会的な住宅供給の流れを、図らずも一挙に加速したのが 1923（大正12）年の関東大震

災であった。特に、住宅政策の方面においては、震災の翌年の 1924（大正13）年に、国内外の義捐金一

千万円を基金として、内務省社会局の外郭団体として設立された財団法人同潤会が行った、復興住宅建

設事業はそれまでの社会的な住宅供給事業を一気に花開かせていった。 

同潤会は 1941（昭和 16）年に住宅営団に吸収されるまで様々な住宅供給事業を行い、中でも都心部で

RC造の集合住宅団地を供給した同潤会アパートメントが有名なのであるが、本稿では同潤会の住宅事業

が単なる住宅供給事業ではなく、福祉的事業と一体的に実施されたことをよく示す、仮住宅事業、木造

普通住宅事業、不良住宅地区改良事業を概観してみることにしたい。 

 同潤会は、事業初年度の 1924（大正13）年度に、復興住宅としての木造普通住宅とアパートメントの

完成を急ぎ、被害のひどかった東京市・横浜市の都心部でアパート用地、被害がさほどではなかった郊

外部で木造普通住宅用地の買収を急いでいた。しかし、都心部においては帝都復興土地区画整理事業が

大々的に行われ始め、さらに、アパート建設におけるコンクリート打設が冬期になることが見込まれた

ために16、アパートメント建設は次の 1925（大正 14）年度に行う決定がなされ、同潤会は木造普通住宅

に注力することになったが、その一方で、都心部の区画整理事業において、今でいうところの避難所に

相当する集団バラックが撤去されることになり、そこの居住者を一時移転させる必要が生じ、このため

内務省では、1924（大正 13）年度中に急遽、同潤会に仮住宅の建設を命じたのであった。 

 この仮住宅は東京市郊外の 7箇所に同年11月までに建設された。表1-1は、これら仮住宅の住宅以外

の施設を一覧にしたものである。 

 

 
16 当時は、コンクリートの打設は水分が凍るような時期に行えない技術的制約があった。 
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表1-1 同潤会仮住宅事業の内容17 

 

 ここで目を引くのは、住宅以外の施設や事業として「託児所」「授産場（図 1-25）」「救助費給与」

「訪問婦」「仮設浴場」「診療所」「小資融通及び人事相談」「職業相談」といった機能があったという

ことである。明らかに、震災で困った状況に置かれた人々に対して、住宅供給のみで対応すればいいと

いう考えはなかったということである。 

 

図1-25 方南仮住宅、授産場18 

  

 このように、住宅供給の際に住宅のみを供給することで、物事が解決するなどとは思っていなかった

であろうことは、同潤会の本来事業であった木造普通住宅の供給事業にも当てはまる。表 1-2 は、同潤

会木造普通住宅における付帯施設の全体像を示したものである。仮住宅に比べると福祉的要素は減って

 
17 『同潤会十年史』同潤会1934 
18 同潤会『同潤会十年史』1934 
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はいるものの、「児童遊園」「テニスコート」「娯楽室」「医院（診療所）（図1-26）」「食堂」のよ

うな施設が複数の住宅地で供給されていることがわかる。 

 

 

図1-26 尾久住宅済生会診療所及住宅19 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1-2 同潤会木造普通住宅における付帯施設20 

 

 このように同潤会では 1924（大正13）年度は主として仮住宅と木造普通住宅、1925（大正14）年度は

主としてアパートメントの建設を中心に事業展開をしていったのだが、1925（大正 14）年度の途中で、

同潤会は内務省社会局から、東京市内でも不良度が高いことで有名であった深川区の猿江裏町における

不良住宅地区改良事業に着手するよう命ぜられた。 

これは、のちの1927（昭和2）年に成立する不良住宅地区改良法のための、モデル事業という位置づけ

であった。ちなみに同法成立以降、戦前においては東京府、横浜市、名古屋市、大阪市、神戸市などで同

様の事業が実施され、戦後も戦災復興の過程でスラムと認定された地域でも実施され、1960（昭和 35）

年に住宅地区改良法という形で再出発し、同様の環境整備の行き届かない住宅地や、同和地区、炭鉱住

宅地区、外国人居住地区、などがこの手法で整備され、現在も続いている。 

 さて、モデル事業の意味合いを持つ猿江裏町不良住宅地区では、従前の居住者を改良住宅と呼ばれる

RC造3階建ての賃貸住宅に移すだけでなく、店舗併用住宅、善隣館（社会福祉施設）、保育所なども同

時に整備している（図 1-27）。 

 
19 同潤会『同潤会十年史』1934 
20 同潤会『同潤会十年史』1934 
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図1-27 猿江裏町不良住宅地区改良事業鳥瞰図21 

 

 特にここで注目したいのは、広い街区の中央の公園と、街区周辺の住棟に囲まれたエリアに、木造平

屋建ての授産場が設けられていたことである。施設は住民から「ゴザ工場」と呼ばれていたように、畳

や畳表を生産する授産場が設けられ、その運営は別の法人に委託されていた。ここでは改良住宅に住む

人々に生産技術を伝授し、そこに携わった分だけの給金を支給した。さらに、ここで生産されたゴザや

畳は、同潤会が経営する数千戸の住宅の改修に使用されたのである（図1-28）。 

 こうした、生活に困った人々への住宅供給を、単に住宅をあてがうだけで終わりとするのではなく、

各種の生活支援的設備や制度を導入しながら行うということが、戦争前の日本の住宅供給では普通であ

ったのだが、これが、戦争突入を契機として、現在に至るまでに、ほぼほぼ住宅提供までで住宅政策が

終わるような時代が続いていったという事実が、極めて重要なのである。 

 

図1-28 猿江裏町不良住宅地区改良事業中の住吉授産場（ゴザ工場）22 

 

 
21 中村寛「住宅経営」『高等建築学 第25巻』常盤書房1934 
22『同潤会事業年報』同潤会 
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1.5 戦中・戦後にかけての住宅政策 

1.5.1 住宅建設政策時代 

 1931（昭和6）年の満州事変、1936（昭和11）年の 2.26事件などを経ながら、日本は軍部手動の様相

を呈しつつ、1937（昭和 12）年に日中戦争に突入し、本格的に戦時体制に突入してしまった。これを受

け、銃後の生活の底上げを図るべく 1938(昭和13)年に厚生省が設置され、それまでの社会事業を管轄し

ていた内務省社会局の機能がそこに移された。そして翌 1939（昭和14）年に、在の国交省の住宅局の前

身にあたる、厚生省社会局の中に日本で初めての住宅課が設立された。ここを中心に 1941（昭和16）年

に住宅営団がつくられ、同潤会はここに吸収されるようになった。 

 この間、住宅建設に必要な鉄や木材などが次々に戦時統制の対象となり、住宅価格や家賃が高騰した

ため、世の中では急激な住宅不足に見舞われることとなった。さらに、平和産業を含むあらゆる産業が

軍事産業化し、このための工場群が都市郊外に建設されはじめると、その従業員が住む住宅が建設でき

ないというような事態に陥った。そこで、国が主導して全国の、主として軍需産業従事者への大量住宅

供給を目指して、住宅営団という国家直属の住宅供給組織が 1941（昭和 16）年に設立されたのである。 

 住宅営団での住宅供給は、いわゆる標準設計として実施された。住宅一つ一つの設計については、予

め標準設計として、いくつかのパターンを用意しておき、住宅の部材の寸法や企画も統一することによ

り、手間やコストを削減し、住宅用地が手に入り次第、それを一気に並べて建設するという、短期決戦

型大量供給の仕組みをベースとしていた。 

初期の営団住宅の配置計画を見ると、住宅以外の施設として集会所や児童遊園地などが建設される場合

が多かった。集会所は国が進める町内会・隣組・常会という戦争協力組織の集会や場合によっては配給

所として利用するために設けられたと考えられるが、戦前期のような、社会事業施設はほぼ建設されて

いない（図 1-29）。とこころが戦争も終盤になると、軍部が主導する政府の命令により、住宅の面積も

減らされ、最低限の規模（7坪程度）の住宅しか建設を許されず、当然、住宅以外の諸施設は全く建設さ

れないようになったまま敗戦を迎えるのである。 

 また、この間の1943（昭和 18）年には、住宅政策を担う役割の厚生省社会局住宅課が、厚生省勤労局

施設課に改組されている。これは、住宅はもはや社会的な福祉の一環としてではなく、戦争遂行するた

めに勤労を行う人々の施設であり、住宅という名目が行政組織の中からなくなってしまったのである。 
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図1-29 住宅営団大阪支所、田園住宅23 

 

1.5.2 戦争末期・敗戦直後の住宅供給 

 このように、戦前期までは住宅政策≒社会政策であって、社会政策の中でも住宅供給は経済的社会政

策というふうに分類されていた時代もあったが、戦時中の終盤になると住宅政策は戦争遂行勤労者のた

めの一施設という位置づけとなってしまった。 

 日本全土にわたって激しい空襲を受け、多くの人が住まいを焼け出されたうえに、海外の植民地や戦

地等から帰還する人々の分の住宅も考え合わせると、全国で 420 万戸の住宅不足が生じていると推計さ

れた。これに対し、政府は 1945（昭和 20）年 9月には、応急簡易住宅 30万戸建設計画を立て、住宅営

団と地方公共団体に標準 6.25坪という極小の越冬住宅と呼ばれる、仮設住宅の供給を始めた。しかしな

がら、図 1-30に見るように、材料も国力もほぼ尽きた日本では、こうした住宅を建設するのが精一杯で、

住宅以外の施設を建設する余裕はまったくなかった。こうして戦後日本では、戦時中末期の延長として、

住宅をひたすらたくさん供給することが目指され、それこそがすなわち住宅政策だという認識が固定化

していったのであった。 

 

 

 

 

 

 

図1-30 応急簡易住宅24 

 
23『住宅』住宅改良会1942.12 
24住宅局『住宅年鑑』彰国社1950 
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 日本の住宅政策としては、1946（昭和21）年以降も引き続き、住宅営団と地方公共団体がほそぼそと

公営住宅を供給することが続けられたが、こられは国の国庫からの補助金によって建設されたので国庫

補助住宅とも呼ばれていた。ただ、民間においても住宅建設のための物資が厳しく統制されていたため

になかなか手に入らず、建設してよい住宅面積にも制限があったので、ほぼバラックのような建物が自

立建設的に建つというくらいであった。 

 これに対し、1950（昭和25）年にまず、住宅金融公庫法が成立し、土地はあるが現金のない人への低

利融資が公庫を通して実施されることになった。これに加え、1951（昭和26）年に公営住宅法が制定さ

れ、国と地方公共団体が 1/2 ずつ費用を出して、住宅に困っている世帯に供給するという公営住宅が出

発するようになり、これが少しずつ軌道に乗り始めていった。 

 一方で、1950（昭和 25）年から 1953（昭和 28）年まで続いた朝鮮戦争の特需と、この間の 1951（昭

和26）年のサンフランシスコ講和条約によって、日本では民間ベースの住宅居給も少しずつ開始されて

いった。住宅金融公庫は企業社宅にも使われ、特に 1953（昭和28）年に制定された産業労働者住宅資金

融通法によって、社宅の建設が推進された。しかし、こうした社宅の恩恵をこうむることができたのは、

鉄鋼業や炭鉱業を中心とする大企業従業員が主流であった。また、国鉄、電電公社、専売公社などとい

いった国営企業や公務員社宅なども同時並行的に整備されていった。 

 このように昭和20年代を通して、国を挙げて戦争で失われた住宅を取り戻すような動きが盛んであっ

たが、1955（昭和 30）になっても国政の重要な焦点の一つは住宅問題の解消であった。1954（昭和 29）

年12月の総選挙で、吉田自由党内閣に代わって政権の座についた鳩山民主党内閣は、公約に基づいて住

宅建設10カ年計画をたて、それにもとに1955（昭和30）年に日本住宅公団が設立された。 

 住宅公団は、大都市の勤労世帯に対する住宅供給が主眼であったので、これによって、金融公庫、公

営住宅、住宅公団という、社会階層別の戦後住宅政策三本柱が完成したといわれる。 

 こうして、国民的なコンセンサスのもと戦後の住宅不足解消のための諸方策が推進されたのだが、戦

前の住宅政策と大きく異なっていたのは、住宅政策として使われる補助金がほぼ全て「住宅」にしか使

われなくなったことである。つまり、住宅政策と福祉政策がほぼ分断された状態で住宅、住宅地建設が

進んでいったのである。 

 このことを端的に示すエピソードを一つ挙げておこう。1955（昭和30）年に鳴り物入りで出発した日

本住宅公団はRC造の集合住宅団地を都市周辺に供給する使命をもっていたが、初期の頃は団地内に集会

所や店舗や公益施設を建設するための予算がついていなかった。予算は、住宅のみにしか付いていなか

ったのである。このため、当時の設計者は建設予定の1戸あたりの面積やコストを少しずつ削りながら、

こうした住宅に必要な諸施設の建設費を捻出していたというのである。こうした不都合は徐々に解消さ

れ、一定規模の住宅団地を建設する際には、集会所や最低限の物販や医療施設を併設することが認めら

れてくるようにはなってはきた。 

 それから半世紀ほど経った 2000年ころ、世の中で SOHO（Small Office Home Office）という、住宅の

中でも仕事ができるような仕様の住宅が流行していた頃、公団の後身である UR 都市機構でもこうした

SOHO住宅の提供を試みようとしたところ、この組織はあくまでも「住宅」を供給する組織なので、そこ

で働く場を提供するのはいかがなものか、という意見が出てきて、あっという間に URから SOHOが消え

ていったことを目の当たりにしたことがある。ことほど左様に、住宅供給を、他の諸々の生活サービス
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と分け隔てながら実施しなければならないという、狭量な住宅政策の位置づけは、例えば、いまだにも

って、災害後に建設される仮設住宅に店や事務所の建設が全く許されていないことを考え合わせると、

住宅政策が住宅供給政策のみに特化した状態のままであることを、理解せざるを得ないのである。 

 

1.5.3 住宅経済政策時代 

 戦後長らく住宅政策を牽引する旗印であった住宅不足の解消は、1973（昭和 48）年に都道府県ごとの

住宅ストック数がその世帯数を上回ったことから、数の上では達成されたということになった。この間、

1966（昭和41）年には住宅建設計画法が制定され、住宅建設目標量を定めた 5年計画を用いて、官民一

体となっていち早く住宅不足を解消するという政策が採られるようになり、住宅不足解消を促進してい

った。一方で、住宅不足を解消するための住宅建設を担う民間事業者の役割も同時にクローズアップさ

れていった。この1966年は 3C（カー、クーラー、カラーテレビ）という言葉が流行り、新三種の神器と

呼ばれも呼ばれるようになった。このことは、住宅まわりの個人ベースの消費財の普及を意味し、それ

が次第に、住宅という消費財の個人消費という方向へと転換していったのである。 

 このことと対応するように、1970年代に入ると「住宅産業」という言葉が用いられるようになってい

った。この頃は、いまは住宅メーカーと呼ばれる住宅生産に携わる企業が、いわゆるプレハブ住宅（工

業化住宅）の技術開発を行い、商品化が大きく進展した時代であった。こうした開発に対応するように、

1970年あたりから大学を卒業して社会人となる団塊の世代の戸建て住宅取得志向を追い風とし、70年代

いっぱいをかけてハウスメーカーや、住宅関連連設備会社も大きく成長していくことになった。アメリ

カなどでは住宅産業が、他産業へ及ぼす波及効果が高いということから、住宅着工件数が重要な経済指

標の一つとなっているが、日本もこうした、住宅建設による経済波及効果に着目するようになっていっ

た。こうした住宅産業の進展に対応する部局として住宅局の中に住宅生産課が設置されたのが 1972 年

で、2022年でちょうど50年になる。 

 こうして、住宅不足の解消と同時に「住宅産業」の進展が新たな住宅政策の目標の一つとなっていっ

たが、政策論としては「量より質だ」というキャッチフレーズが多用されることとなり、住宅の数自体

は問題なくなってきたが、住宅の質、特に「狭さ」をなんとかしたいという志向が全面に出てくるよう

になっていった。これを受けて、1976（昭和51）年の住宅建設計画においては最低居住水準や平均居住

水準というものが明示されるようになり、後には、誘導居住水準が示され、現在にまで至っている。こ

のようにして、「量より質」の時代における住宅の質は、すなわち、面積や室数のことであると了解さ

れていた。 

 その後の1980年代の半ばから後半にかけてのバブル経済の時代には、住宅におけるクーラー設置が普

及し、台所のシステムキッチン、風呂場のバージョンアップ、テレビの大型化など、住宅そのものでは

なく、住宅に差し込まれる設備の充実が図られていき、「量より質」の質が、住宅宅設備の充実という

意味で用いられるようになってきた。 

 しかし、1995（平成7）年の阪神・淡路大震災によって既存住宅の耐震性のスペックアップが国民的に

も望まれ、「量より質」の質の中に、耐震性も重要な項目として認識されるようになってきた。それと

同時に、1997（平成9）年に公布された介護保険法に象徴されるような高齢者対応の住まいであるための

バリアフリーの導入なども推進されて来るようになった。 
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 以上のように、戦後の日本の住宅政策は大きく、1973（昭和48）年までの住宅不足に対応する住宅供

給「量の政策」、それ以降現在に至るまでの「質の政策」の時代に分けることが可能であろう。 

 さらに、「質の政策」時代は、「広さの政策」の時代が先先行し、追って「設備の政策」の時代が重な

るようになってきた。しかしながら、住宅政策が、戦時中から引き続き21世紀に突入するまで、あくま

でも住宅の「ハコ」としての機能のみを重視する政策であり続けたことに、変わりはなかった。 

 ちなみに上記のように、その後半で住宅の面積や設備の充実を目指していた住宅政策ではあったが、

すでに世の中に多数建設された多くの、分譲、賃貸の既存住宅（1990年代からは住宅ストックという言

葉も多用されるようになった）の質はなかなか向上せず、こうした既存住宅ストックの質向上も、1995

（平成7）年の阪神・淡路大震災で注目されたが、20世紀中は、なかなかその進展には至らなかった。 

 

 

1.6 21世紀の住宅政策：再び居住政策へ 

 

1.6.1 住宅建設計画から住生活基本計画へ  

 1966（昭和 41）年に制定された住宅建設計画法に基づく住宅建設計画は、5 年計画をベースとしてお

り、その間達成すべき住宅建設戸数や実現すべき面積等を数値目標として全国に示し、行政だけではな

く住宅産業を担う各主体がそれぞれ目標を達成すべく努力するという立て付けであった。 

 しかし、1999（平成11）年に公布された地方分権一括法に代表されるような地方分権の推進や、少し

ずつ広がっていく住宅戸数の伸びと世帯数の伸びの乖離に基づく空き家の増加などを受け、もはや国が

主導して全国の住宅供給を推進するという時代ではなくなったという認識と、2001（平成13）年に発足

した小泉政権が推し進める市場重視の政策によって、住宅建設計画法に替わる住宅政策が模索された。

2004（平成16）年に社会資本整備審議会住宅宅地分科会がまとめた「住宅政策改革要綱～住宅政策の集

中改革の道筋～」では、「市場機能の活用」「ストックの有効活用」「住宅セーフティネットの機能向

上」がうたわれ、それを色濃く反映した住生活基本法が2006（平成18）年に成立した。そこでの焦点は、

今後の住宅政策は「住宅を市場の中で確保する」ことを第一とし、どうしても確保できない人々のため

に「住宅セーフティネット」を準備するというのが公共の役割であるという、二段構えの住宅政策が確

立したことであり、国が示す全国版の住生活基本計画とともに、都道府県が策定するそれぞれの住生活

基本計画をベースに、今後の住宅政策をすすめるというものであった。 

 さらに、こうした動きに加え、1955年に完成した日本住宅政策三本柱にも、2007（平成19）年に大き

く手が加えられた。住宅金融公庫は、市場重視型の新たな住宅金融システムへの移行として、民間の住

宅金融機能を支援する住宅金融支援機構に生まれ変わった。公営住宅については、新規建設戸数を抑制

しながらも公的賃貸住宅の有効活用による住宅セーフティネットの機能向上の一環として、子育て世帯

やＤＶ被害者等の社会的弱者の公営住宅への入居が一層進められるようになった。さらに、住宅公団を

引き継いだ都市再生機構では、民間の都市再生支援の推進が重要事項としてうたわれようになった。 

 ただ、その直後の2008（平成20）年に起きたリーマンショックと、日本での大量の派遣切りや路上生

活者の増加によって、市場経済の破綻そのものがもたらす住宅問題に関しては、厚労省所管で 2002年に

10年の時限立法として制定され、その後延長されたホームレス自立支援法と、2013（平成25）年に公布
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された生活困窮者自立支援法などの、就労支援を中心とした施策が対応することになっており、これに

住宅政策を積極的に重ねていくという方向性にはならなかった。このことは、2020（令和2）年から始ま

ったコロナ禍による大量の不安定居住の人々への対応についてもあまり変わることがなかった。 

 一方で、急速に進む日本の超高齢社会化も、住宅問題の有り様に大きな影響を与えてきた。国連や WHO

の定義では、65 歳以上の高齢者の比率が 7％に達すると「高齢化社会」になるのだが、日本ではすでに

1970（昭和45）年に高齢化社会に到達しており、14％を超えた1994（平成6）年に「高齢社会」、21％

を超えた 2007（平成 19）年に「超高齢社会」となり、その翌年の 2008（平成 20）年には日本の人口が

減少し始め、今や高齢化率が 3 割になろうとする超々高齢社会に突入している。こうした中、2001（平

成13）年には「高齢者住まい法」が制定され、高齢者優良賃貸住宅（高優賃）などの認定・支援制度が

導入され、その後2011（平成 23）年の改正ではサービス付き高齢者向け住宅の制度が導入された。 

 また、これに重ねるように 2007（平成19）年に住宅セーフティネット法によって、国や地方自治体が

定義する住宅確保要配慮者に対して、入居を拒否しない民間賃貸住宅の確保がうたわれ、さらに 20017

（平成 29）年にはこれを充実させる方向で、セーフティネット住宅の登録制度、居住支援法人の指定、

居住支援協議会の充実が目指されるようになった。 

 これらの動きに加え、2014（平成26）年に成立した空家特措法は、全国で数を増していく空き家の中

でも、隣地等に害を及ぼすことが確実な特定空家の指定や、行政代執行による取り壊しをすすめる制度

を用意した。これは、市区町村レベルでの対応を原則としているが、このような特定空家ばかりでなく、

地域に増えていく空き家をどのように有効活用するべきかという地域課題も、重要視されつつある課題

である。現在様々な団体によって様々に対策が練られつつあるが、住宅問題に関わる方面として、こう

した空き家の福祉的活用も大きな領域となりつつある。更に、上記した居住支援協議会、居住支援法人

が取り扱う、住宅確保要配慮者に入居してもらう住宅予備軍としての空き家の利用という側面も非常に

重要である。 

 

1.6.2 住宅政策から居住政策へ  

 以上、明治時代から令和時代に入るまでの日本の住宅政策の変遷を、主として住宅の供給方法と、住

宅以外の機能の導入という視点から概観したのだが、大正時代に政府の住宅政策が形作られ、戦時期に

至るまでは、住宅供給が生活支援関連施設と一体的に供給され、単にハコを供給するばかりでなく、そ

の地域で生きていくためのハード・ソフトの重層的な提供ということを大前提としていたことを確認し

た。こうした意味では日本で住宅政策が開始される 1920年あたりから 1945（昭和 20）年までの四半世

紀は、住宅政策は住宅供給と住生活を成り立たせるためのサービスを重層的に提供するという意味での、

いわば居住政策であったということができよう。 

 しかしながら、戦時中は住宅をハコとして供給することに住宅政策が矮小化され、単なる住宅政策に

終止しながら20世紀中が過ぎてしまった感がある。 

 住宅建設計画法が住生活基本法に替わった 2006（平成 18）年までの約 60年間は、日本の住宅政策は

住宅建設政策であったという特徴付けができるが、2006年からの住宅政策は、すでに住宅の数自体を新

規に供給する必要がなくなり、むしろ余りつつある空き家ストックを用いながら、日本人の住生活上の

課題をどのように解決するかということが、重要な課題となりつつある。 
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 一方で、現在の日本の居住環境は、まさに薄氷を踏むような状態で居住する大多数の人々の居住の安

定性が問題視されており、今回のコロナ禍においても、職と同時に住まいを失う人々が大変多かった。

こうした人々に、ハコとしての住宅を供給することだけでなく、職に就くことの支援、地域生活を送る

ことの支援、などを重ねるように実施していく、まさに戦前の日本で実践されていたような居住政策、

すなわち居住していくことを支援するような政策に切り替えていくことが肝要であると、結論づけたい。 
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第 2章 福祉と施設行政 

松田 雄二 

 

2.1 福祉に関わる「施設」の概況 

2.1.1 第一種・第二種社会福祉事業とは 

 社会福祉法第二条には、「社会福祉事業」として「第一種社会福祉事業」「第二種社会福祉事業」が定

められている。第一種社会福祉事業には、第一種社会福祉事業には「利用者への影響が大きいため、経

営安定を通じた利用者の保護の必要性が高い事業（主として入所施設サービス）」、第二種社会福祉事業

には「比較的利用者へ影響が小さいため、公的規制の必要性が低い事業（主として在宅サービス）」が

含まれる、とされる。第一種・第二種社会福祉事業に含まれる主な事業として、具体的な事業の例を以

下に示す（表2-1）。 

 

第一種社会福祉事業 ・生活保護法に規定する救護施設、更生施設等 

・児童福祉法に規定する乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、障害児入所施設等 

・老人福祉法に規定する養護老人ホーム、特別養護老人ホームまたは軽費老人ホーム 

・障害者総合支援法に規定する障害者支援施設 

・売春防止法に規定する布陣保護施設 

・授産施設 

第二種社会福祉事業 ・生活困窮者自立支援法に規定する認定生活困窮者就労訓練事業 

・児童福祉法に規定する保育所、放課後等デイサービス、乳児家庭全戸訪問事業、障害児通所支援事業 等 

・母子及び父子並びに寡婦福祉法による母子家庭等日常生活支援事業 等 

・老人福祉法に規定する老人居宅介護等事業、認知症対応型老人共同生活援助事業、小規模多機能型居宅介

護事業 等 

・障害者総合支援法に規定する障害者福祉サービス事業（共同生活援助事業を含む）、移動支援事業、一般

及び特定相談事業、地域活動支援センターまたは福祉ホームを経営する事業  等 

 

 

 第一種社会福祉事業は、経営主体は行政及び社会福祉法人が原則とされ、かつ個別法により保護施

設・養護老人ホーム・特別養護老人ホームは、経営主体が行政及び社会福祉法人に限定されている。第

二種社会福祉事業は「主として在宅サービス」ではあるが、認知症高齢者グループホームや障害者グル

ープホームも含まれている。 

  

表2-1 第一種・第二種社会福祉事業に含まれる事業 
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2.1.2 「福祉的居住施設」の入居者数の推移 

 以下、本稿では「特に居住に配慮を必要とする人々のための施設」を「福祉的居住施設」とする。こ

のような「福祉的居住施設」には様々な施設が該当するが、本説ではその中でも「特別養護老人ホーム」

「障害者グループホーム」「障害者入所施設1」「養護老人ホーム」「救護施設」と、関連して「精神病床」

を取り上げ、それらの病床数の 1985（昭和60）年以降の経年変化を示す（図 2-1）。救護施設・養護老

人ホーム・障害者入所施設、障害者グループホームの利用者数は、合計すると約 34万人で、特別養護

老人ホームの半数強ほどとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 救護施設 

2.2.1 救護施設とはなにか 

 1945（昭和20）年の敗戦直後、生活困窮者の収容施設は「全都の要保護者、就中（なかんずく）戦災

者、戦災孤児を主都市海外引揚者、母子、特殊婦人、老廃者、精神薄弱者、迷児、復員軍人、徴用解除

の工員」（岩田 1985）「までを収容し、青少年者が大部分を占めていた。敗戦の混乱の中で、多くのも

のが生活に困窮していた状況を反映している。その後、1950（昭和25）年に制定された（新）生活保護

法では、６つの施設（養老施設、救護施設、更生施設、医療保護施設、授産施設、宿所提供施設）が保

護施設として定められた（表 2-２）。なお 1963（昭和 38）年に養老施設は除かれ、現在は５施設とな

る。 

  

 
1 「障害者入所施設」について、2006年の障害者自立支援法以前は、身体障害者福祉法・知的障害者福祉法等に規定さ

れた入所施設を意味している。2006年の障害者自立支援法成立以降は、障害者支援施設の入居者数とした。 

図2-1 「福祉的居住施設」の入居者数の推移 
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養老施設 老衰のため独立して日常生活を営むことのできない要保護者を収容して、生活扶助を行う事を目的とする施設 

救護施設 
身体上又は精神上著しい障害があるために日常生活を営むことが困難な要保護者を入所させて、生活扶助を行

うことを目的とする施設 

更生施設 
身体上又は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする要保護者を入所させて、生活扶助を行うことを

目的とする施設 

医療保護施設 医療を必要とする要保護者に対して、医療の給付を行うことを目的とする施設 

授産施設 
身体上若しくは精神上の理由又は世帯の事情により就業能力の限られている要保護者に対して、就労又は技能

の修得のために必要な機会及び便宜を与えて、その自立を助長することを目的とする施設 

宿泊提供施設 住居のない要保護者の世帯に対して、住宅扶助を行うことを目的とする施設 

 

 

 救護施設と更生施設は、位置づけとしては戦後初めて作られた「障害者」を入所させる施設であった。

救護施設と更生施設の違いについて、更生施設は社会復帰可能な、救護施設は社会復帰が難しいものの

ための施設とされたが、その違いは必ずしも明確ではなかったようである。 

 養老施設と、基本的に「病院」である医療保護施設を除いた、保護施設4施設の施設数について、年

次推移を示す（図 2-2）。4施設の合計数を見ると、1956（昭和 31）年には 640 施設存在したが、1971

（昭和 46）年には 307 施設と、半数以下に減少していることがわかる。また、近年には救護施設以外

は20施設以下と、極めて少なくなっていることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

次いで、同じく養老・医療保護施設を除いた保護施設 4施設の入居者数の年次推移を示す（図 2-3）。

大半を救護施設の入居者が占め、1990（平成 2）年頃からは多少の増減はあるものの、1万 7千人前後

で推移している。 

  

表2-2 （新）生活保護法における保護施設の種類と役割 

図2-2 救護・構成・宿所提供・授産施設の施設数の年次推移 
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 保護施設の位置づけを考える上で重要な点は、「他法優先」、すなわち他の法律で利用できる制度・施

設があれば、そちらが優先されるという原則である。保護施設が定められた 1950（昭和25）年当時は、

障害者や高齢者に関する法制度は未整備であり、他に利用できる制度や施設は存在しなかった。その後、

精神薄弱者福祉法（1960年）、老人福祉法（1963年）などが成立すると、この他法優先の原則に則り利

用者が障害者施設・高齢者施設等に移動したと考えられる。 

 救護施設に代表される保護施設入所するためには、行政による「措置」が必要となるが、入居対象者

には原則的に制限は存在しない。そのため、他の法律や制度などで行く場所が見つからなくなった人々

が、最後に居住の場を求める場所となりうる存在である。他方で、厚生省は 1958（昭和 33）年に精神

病院に入院している病状の「固定化」した患者を収容する施設として「緊急救護施設」を全国に 457床

設置した。これが 1973（昭和 48）年に廃止された後、ほぼすべてが救護施設に移行している。すなわ

ち、救護施設は増大する精神科病床のバッファーの役割を担ったと考えられる。なお、全国救護施設協

議会では救護施設を「地域におけるセーフティネット」と位置づけている2。 

 

2.2.2 救護施設の入居者像 

 このような保護施設、特に最も多くの施設数・入居者数を持つ救護施設には、どのような人々が入居

しているのだろうか。以下、全国救護施設協議会が 3年に 1回行う全国調査結果3より、その概要を示

す。まず現状の救護施設入居者の年齢構成（表 2-3）については、65歳未満と65歳以上がほぼ同数で、

比較的若年の入居者も存在する。障害の状況（表 2-4）を見ると、精神障害のある利用者が半数を超え、

「身体上又は精神上著しい障害がある」入居者を対象としている一方で、実際の入居者は精神障害があ

る利用者が中心的であることがわかる。入居者の入所期間（表 2-5）を見ると、5年未満が41.6％であ

る一方で、10年以上も 39.5％を占め、一時的な利用者と長期的な利用者が混在している状況である。 

  

 
2 全救協ホームページ（http://www.zenkyukyo.gr.jp/institut/institut.htm）による。 
3 全国救護施設協議会による「平成28年度全国救護施設実態調査（2017）」による。 

図2-3 救護・厚生・宿所提供・授産施設の入居者数の年次推移 
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年齢 人数 割合 

20歳未満 6 0.0% 

20歳以上、30歳未満 91 0.6% 

30歳以上、40歳未満 329 2.0% 

40歳以上、50歳未満 1,225 7.4% 

50歳以上、60歳未満 2,908 17.7% 

60歳以上、65歳未満 3,090 18.8% 

65歳以上 8,689 52.8% 

無回答 127 0.8% 

合計 16,465 100.0% 

 

 

 

 

障害の状況 人数 割合 

障害なし 1,721 10.5% 

身体障害 1,245 7.6% 

知的障害 2,227 13.5% 

精神障害 6,774 41.1% 

身体＋知的 654 4.0% 

身体＋精神 818 5.0% 

知的＋精神 1,544 9.4% 

身体＋知的＋精神 317 1.9% 

生活障害 987 0.4% 

その他 74 0.4% 

無回答 104 0.6% 

合計 16,465 100.0% 

 

 

 

 

入所期間 人数 割合 

1年未満 2,185 13.3% 

1年以上、5年未満 4,658 28.3% 

5年以上、10年未満 3,014 18.3% 

10年以上、20年未満 2,739 16.6% 

20年以上、30年未満 1,367 8.4% 

30年以上、40年未満 1,104 6.7% 

40年以上 1,292 7.8% 

無回答 97 0.8% 

合計 16,465 100.0% 

 

 

 

  

表2-3 救護施設利用者の年齢構成 

表2-4 救護施設利用者の障害の状況 

表2-5 救護施設利用者の入所期間 
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救護施設の入居者の入居前の居場所と、退所後の居場所について、同じく全国救護施設協議会の調査

結果より示す（図2-4，2-5）。入居前の居場所は、在宅と精神科病院が半数を占め、精神科病院の退所

後の居場所としての役割を果たしていることがわかる。また退所後の居場所は、在宅が 31.2％とある

程度の入居者が在宅復帰をしている一方、医療機関・死亡も 32.9％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.3 救護施設の建物の状況 

 救護施設の建築的な基準は、1966（昭和41）年に定められた「救護施設、更生施設、授産施設及び宿

所提供施設の設備及び運営に関する基準」から変化していない。この基準によれば、施設定員 30人以

上、居室の1人あたり床面積は 3.3㎡以上と、福祉施設としてはもっとも低い水準となっている。亀屋

他は、2016（平成 28）年に全国 183 施設の救護施設に悉皆調査を実施、建築的な状況等をまとめてい

図2-4 救護施設利用者の入居前の居場所 

図2-5 救護施設利用者の退所後の居場所 
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る（亀屋 他 2016）。この調査によれば、多くの居室は2人部屋または4人部屋であり、生活環境は極

めて貧しい状況である。 

 

2.3 養護老人ホーム 

2.3.1 養護老人ホームの概要 

 養護老人ホームは、明治期に開設された老人を保護収容する「養老院」を源流とし、救護法（1929）

において「救護施設」の一つとして位置づけられた。1950（昭和25）年には（新）生活保護法にて「養

老施設」に名称変更され「老衰のため独立して日常生活を営むことのできない要保護者を収容して、生

活扶助を行うことを目的とする施設」とされた。その後 1963（昭和 38）年に成立した老人福祉法によ

り、「養護老人ホーム」に移管した。この養護老人ホームは、「65歳以上で環境上の理由及び経済的理由

により居宅で養護を受けることが困難なものを入所させ、養護するとともに、その者が自立した日常生

活を営み、社会的活動に参加するために必要な指導及び訓練その他の援助を行うことを目的とする施

設」と位置づけられた。なお、老人福祉法では養護老人ホーム以外にも「特別養護老人ホーム」「軽費

老人ホーム」が位置づけられたが、前者は重篤な介護が必要なものを対象とし、後者はほぼ自立した低

所得者を対象としたものであった（図2-6）。 

 

 

 

 

 

 

  

 

初期の養護老人ホームの例としては、兵庫県尼崎市の「長安寮」がある（図 2-7）。これは、南側に4

人居室を並べたもので、当時としては典型的な構成である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図2-6 養護老人ホーム成立までの変遷 

図2-7 養護老人ホーム「長安寮」 平面図（日本建築学会編 1965） 
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2.3.2 養護老人ホームの建築的状況 

 養護老人ホームの建築上の条件としては、1966（昭和41）年に定められた「養護老人ホームの設備及

び運営に関する基準」が今も用いられている。この基準によれば、原則として定員 20人以上、居室の

1人あたり床面積は10.65㎡以上とされるが、居室定員については規定がなく、個室化などは求められ

ていない。他方で、1972（昭和47）年の中央社会福祉審議会が提出した「『老人ホームのあり方』に関

する中間意見」では、「ある程度の日常生活能力を有する老人については（中略）居室の個室制等に努

めるべきである」との指摘がなされた。おそらく、当時の入居者像としては、高齢ではあるものの、主

な入居理由は生活困窮であり、介護が必要というよりは、個室での独立した生活が可能であり、またそ

れを求めるような人々が多かったと考えられる。この中間意見に基づき、養護老人ホームでは個室化が

進展することとなった。 

 その一例に、東京都養育院が 1975（昭和 50）年に建替えを行った「伊豆山老人ホーム」がある（図

2-8）。この施設では、6階建ての 2階部分に夫婦部屋（2人居室）が置かれた以外は、原則個室化がさ

れた。ただし、個室は 2部屋ごとに鍵付き襖で仕切られていたとのことで、実際にどのような運用がな

されていたのかは定かではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.3 養護老人ホームの入居者像 

 筆者らは、2020（令和 2）年に全国の養護老人ホーム948施設を対象に、建築構成や入居者像に関す

る悉皆調査を行った（回答施設 309施設、有効回答率 32.5％）。この調査結果より、以下に現状の養

護老人ホームの入居者像を示す。まず施設定員（図 2-9）について、例外的に 30 人未満の施設も存在

するが、ほとんどが 50人から 99人の間で設定され、平均は 67.5人である。施設ごとの入居者の平均

年齢の構成（図2-10）については、ほとんどの施設で入居者の平均年齢が80歳以上であり、それらの

平均は82.7歳と、極めて高齢化が進んでいる状況であった。 

  

図2-8 養護老人ホーム「伊豆山老人ホーム」 平面図（日本建築学会編 1965） 
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 また介護や障害の状況について見ると、介護度については、「介護認定なし」が最多となった（図2-

11）。高齢ではあるものの、身体的には介護を必要としない入居者が多いことがわかる。次いで障害種

別ごとに入所者（図 2-12）を見ると、身体障害を持った方がもっとも多く、1施設あたり 10.4人と、

なんらかの障害を持った人々が一定数存在する。また全体の 68.3％が認知症を有する、または車椅子

を利用しており（図2-13）、なんらかの介護を必要とすることがわかる。在所年数（図 2-14）について

は、1年以上10年未満が約7割であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4 障害者支援施設と障害者グループホーム 

2.4.1 障害者の居住の場の動向 

 戦後、いわゆる「福祉六法」や精神保健法など、福祉に関する法律が制定され、徐々に福祉に関する

社会基盤の整備が進展する。しかしながら、障害者のサービスについては通所系サービスやホームヘル

パーなどは存在せず、重度の障害のある人々は家族での在宅ケアが前提とされた。家庭における重度の

障害児・者のケアの担い手は、ほとんどの場合母親であり、その過大な負担により家庭内の問題が社会

問題化することもあった。 

 このような社会背景を受け、1960年代後半から1970年代にかけて、各地に「コロニー」と呼ばれる

大規模施設が次々と開設する。このコロニーは、機能として一般に入所施設から病院、学校、就労の場

までを備え、長期の完結した生活が可能な場所であった（表2-6）。 

図2-9 施設定員 図2-10 入居者の年齢構成 

図2-11 施設あたり要介護者の人数 

図2-12 施設あたり障害別の人数 

図2-13 認知症と車椅子利用の状況 図2-14 入所者の在所年数 
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 その後、徐々に障害者の地域生活を支えるサービス・住まい等の制度化が進行する（表 2-7）。1989

（平成元）年には、初めての障害者グループホーム（当時は「精神薄弱者地域生活援助」）が制度化さ

れ、障害者の地域居住の可能性が大きく示された。その後、通所施設や居宅サービスなどの福祉制度の

発展を背景に、障害当事者やその家族の間で住み慣れた地域での「あたりまえの生活」に対する要望が

高まり、1989（平成元）年には知的障害者グループホームが、また 1993（平成 5）年には精神障害者グ

ループホームが制度化され、地域における住まいの場所が作られていった。 

 

 

1962年 高齢者対象の「家庭奉仕員派遣事業」開始（所得制限つき） 

1967年 家庭奉仕員派遣事業が障害者にも拡充、非課税世帯のみ対象 

1974年 東京都脳性麻痺者介護人派遣事業開始（月4回） 

1977年 知的障害者親の会の通所事業への補助が制度化 

1979年 精神薄弱者（知的障害者）福祉ホーム制度 成立 

1982年 家庭奉仕員制度 課税世帯に対して有償での利用が可能に 

1985年 横浜市知的障害者グループホーム 開始 

1988年 精神障害者援護寮、精神障害者福祉ホーム 制度化 

1989年 家庭奉仕員派遣事業廃止、ホームヘルプサービス事業に変更 

1989年 知的障害者グループホーム 制度化 

 

 

 

 他方で、障害者に関わる施設・サービスについて、2006（平成18）年までは知的・身体・精神の３つ

の障害ごとにそれぞれ法律が定められ、施設・サービスも障害別に提供されていた。その結果、障害に

よって受けられるサービスが異なるなどの弊害が指摘されてきた。また、入所施設では 24時間、365日

にわたり切れ目無くサービスが提供されることで、一度施設に入居した人々が、地域の小規模な住まい

など別の環境に移行することがきわめて難しい状況であった。 

 このような状況を受け、2006（平成18）年に施行された障害者自立支援法（2013（平成25）年に「障

害者総合支援法」に改定）が施行され、障害種別によらずサービスや施設が一元化された。また、2013

（平成25）年からは障害者総合支援法の対象に「障害児」（障害児へのサービスは児童福祉法によるも

のも存在する）と「難病の患者」（障害者総合支援法上は「治療方法が確立していない疾病その他の特 

表2-6 主なコロニーの開設年と最大定員 

表2-7 障害者の地域居住に関わる制度 
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殊の疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定める程度である者」と規定さ

れている）が含まれるようになった。また、入所施設やグループホームにおけるサービスは「日中活動

（昼のサービス）」と「住まいの場（夜のサービス）」に分割され、利用者が個別支援計画に沿って必要

なサービスを選択できるようになった（図 2-15）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2002（平成14）年に制定された「障害者基本計画（第 2次計画）」の中では「施設等から地域生活へ

の移行の推進」との方針が示され、入所施設は「真に必要なものに限定する」とともに、「障害者の地

域での居住の場であるグループホーム」については、「量的・質的充実に努める」ことが目指された。

2006（平成18）年以降は、障害者グループホームの普及が進み、また障害者支援施設の定員は微減傾向

にある（図 2-16）。2019（平成 31）年 11月の時点で障害者グループホームの利用者数は 128,549人、

障害者支援施設の利用者数は 128,165人と、初めて障害者グループホームの利用者数が障害者支援施設

の利用者数を上回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-15 障害者総合支援法前後での居住サービスの状況 

 

図2-16 施設入所支援と障害者グループホームの利用者数の推移 



43 

 

2.4.2 障害者支援施設と障害者グループホームの概要 

 「障害者支援施設」とは、障害者総合支援法において「障害者につき、施設入所支援を行うとともに、

施設入所支援以外の施設障害福祉サービスを行う施設」として定められている。つまり夜間は「施設入

所支援」のサービスを行い、日中は「生活介護」など、日中活動サービスを提供している施設である。

提供する日中活動サービスとしては、「生活介護」「自立訓練（機能訓練）」「自立訓練（生活訓練）」「就

労移行支援」「就労継続支援 B型」が示されている。利用者としては、基本的には生活介護を受ける障

害支援区分４以上の者が対象とされている。障害者支援施設の規模について、施設入所支援は原則 30

名以上、日中活動に関するサービスは原則 20名以上である。障害者支援施設の設備については、訓練・

作業室、居室、食堂、浴室、洗面所、便所、相談室及び多目的室その他運営上必要な設備を設けなけれ

ばならないとされ、居室定員は 4名以下、居室の一人あたり面積は収納設備等を除き 9.9㎡以上とする

こと等が定められている。 

 「障害者グループホーム（共同生活援助）」とは、障害者総合支援法において「主として夜間におい

て、共同生活を営むべき住居において相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上の援助を

行うこと」と定められており、小規模な住まいにおいて、原則として夜間の支援を行うサービスである。

利用対象者は、一定の支援を受けながらの地域生活を望む障害者等で、障害支援区分の条件は無い。障

害者グループホームの最小の単位は、「共同生活住居」と呼ばれ、原則として 1つの建物には 1つの共

同生活住居が設置される。共同生活住居の設備の基準については、定員は原則 2名以上 10名以下で、

日常生活を営む上で必要な設備を設けることが必要である。また居室は原則個室で、収納設備等を除き

7.43㎡以上でなければならない。 

 

2.4.3 障害者支援施設の入居者像 

 障害者支援施設の利用者について、筆者らが行った 2019（平成 31）年の全国の障害者支援施設を対

象に行った悉皆調査（n=1151）（荒川 他 2021）によれば、施設ごとの平均年齢は50歳以上60歳未満

が最多（平均 52.1歳）となった（図 2-17）。また、施設ごとの平均障害支援区分は、5以上〜6未満が

最多（平均 5.2）である（図 2-18）。高齢化についてはそれほど進展はしていないが、障害支援区分に

ついては極めて重度の方が多い状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

障害者支援法によって知的・精神・身体の 3障害は一元化されたが、実際の障害者支援施設において

は、障害者支援法以前に開設された施設も多いことなどより、利用者の中心的な障害が知的障害、ある 

 

図2-17 施設ごとの平均年齢分布 図2-18 施設ごとの平均障害支援区分分布 
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いは身体障害にかたよることが一般的である。筆者らは、上述の調査の中で、入居者の障害種別を聞い

た結果より施設で「主に対象とする障害」4を分類した。その結果、「知的型」施設が 56.7％、「身体型」

施設が15.2％、「混合型」施設が 28.0％となった（図2-19）。この分類に従い、日中活動プログラムの

有無を聞いた結果（図 2-20）、知的型では日中活動プログラムの実施が多く、身体型では日中活動プロ

グラムの実施が少ない、という結果となった。つまり、利用者の主たる障害が知的障害か、身体障害に

よって、日中の過ごし方の傾向が大きく異なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4.4 障害者支援施設の建物の状況 

 上述の全国の障害者支援施設を対象とした調査では、全体の 70％の施設が 1970年代から 1990年代

に開設されている（図 2-21）。開設施設数と建築施設数の差からは、2010年代には約 100施設が建替え

を実施していることがわかる（図 2-22）。また、1980年以降に開設した施設のでは、建替え済みが 10.4％

と、今後多くの施設の建替えが行われることが予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4.5 障害者グループホームの入居者像 

 障害者グループホームの入居者について、日本グループホーム学会の 2018（平成 30）年の調査（日本

グループホーム学会 2020）によれば、入居者の平均年齢は 40歳以上50歳未満が最多（平均 47.6歳）

である（図 2-23）。また入居者の平均障害支援区分は、区分３が最多となっている（図 2-24）。また入

 
4 入居者の障害が「知的障害のみ」または「知的障害＋身体障害以外（精神障害・難病等）」とした施設を「知的型」、

同様に「身体障害のみ」または「身体障害＋知的障害以外（精神障害・難病等）」とした施設を「身体型」、「知的障害＋

知的障害＋その他の障害」とした施設を「混合型」、その他の施設を「その他」とした。 

図2-19 利用者の主な障害の傾向 図2-20 利用者の主な障害別の日中活動の状況 

図2-21 施設の開設年と現状建物の建設年分布 図2-22 施設の建替えの状況 
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居者の障害の種別について、筆者らが関東一都六県の事業者を対象に行った悉皆調査（松田 他 2021）

の結果からは、共同生活住居が主として対象とする障害5について（図2-25）、知的障害が 63.6%と過半

を占めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4.6 障害者グループホームの建物の状況 

 すでに述べたとおり、国の制度としての障害者グループホームは 1989（昭和 64）年に事業化された

「知的障害者地域生活援助事業（グループホーム）」によって始められた。その際、当時の厚生省が出

版した「グループホームの設置・運営ハンドブック」（厚生省児童家庭局障害福祉課 1989）「に収録さ

れた「設置・運営マニュアル」の冒頭には、「グループホームとは何か」と題した以下の文章が示され

ている。 

 

 グループホームとは、精神薄弱者の地域における生活の場のひとつである。精神薄弱者も「普通の場

所で普通の生活をするのが当然」という考え方にたつものである。すなわち、基本的に人としての社会

的位置は何ら特別のものではないということである。（p. 59） 

 

 この記述や、引き続いて述べられる「グループホームの基本的性格」（表 2-8）からは、障害者グルー 

 

 

 
5 「知的障害」には、知的障害のみに加え、知的・精神障害の両者を対象とするものを含めた。「身体障害」について

は、対象とする障害のなかに身体障害を含むものすべてとした。「精神障害」については、精神障害のみを対象とするも

のとした。 

図2-23 利用者の年齢分布 図2-24 利用者の障害支援区分の分布 

図2-25 入居者の対象障害 
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プホームでは、そこで暮らす人々の権利が十分に守られ、自らの希望と選択により、地域の一市民とし

て生きる場で無ければならない、というメッセージが強く伝わってくる。また、同じく「グループホー

ムの設置・運営ハンドブック」では、「外観は一般の住宅と異なることのないよう配慮」することとさ

れ、あくまで地域にある一般の住宅が規範とされた。 

 上述の筆者らが行った関東一都六県における悉皆調査（松田 他 2021）によれば、建物規模（図 2-

26）は100㎡〜150㎡が最多で、平均が 180.1㎡、中央値が 156.5㎡となり、一般の住宅より少し大き

い程度である。定員 1人あたりの延床面積については、20㎡〜25㎡が最多で（図 2-27）、平均で 28.7

㎡となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図2-26 延床面積ごとの建物数 図2-27 一人あたり延床面積分布 

表2-8 障害者グループホームの基本的性格 
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2.5 まとめ：「福祉」と「施設」のこれから 

2.5.1 福祉制度の進展と「施設」の成立 

 これまで、本稿では「特に居住に配慮を必要とする人々のための施設」を「福祉的居住施設」と位置

づけ、それらの中でも救護施設・養護老人ホーム・障害者グループホーム・障害者支援施設を取り上げ

て、施設の概要や入居者の状況について示した。それらの関係を振り返りながら、「福祉」と「施設」

のこれからについて考えて見たい。 

 まず、戦後制度や施設が整備されない中で、生活保護法による救護施設・養老施設が、すべての「要

配慮者」の受け皿とされた。その後、身体障害者福祉法（1949）、精神薄弱者福祉法（1960）、老人福祉

法（1963）等により、障害者施設、介護施設が誕生する。これらにより、身体・知的障害者は、救護施

設からそれぞれの法に基づく施設に移行し、高齢者で介護が必要なものは、養老施設（1963 年に養護

老人ホームに移管）から特別養護老人ホームに移行した。さらに 2000年代の介護保険法・障害者総合

支援法により、契約による各種施設・サービスが誕生すると、それらのサービスを利用可能な人々につ

いては、障害者支援法・介護保険法による施設へと、居住の場を移していくこととなった。すなわち、

福祉制度が整備されるにつれて、徐々に「高齢者」「障害者」など、入居者の制度から見た区分によっ

て対象者が異なる施設が成立し、その入居者は「･･･者」別に分離・細分化されることとなった。 

 

2.5.2 「施設」における「居住の質」の課題 

 このような経緯の結果として成立した施設群のうち、一部の障害者グループホームと介護保険施設

（特に特別養護老人ホーム）以外は「終の棲家」となり得る環境ではない状況である。例えば、未だ多

床室が許容されている障害者支援施設は、本来であれば通過施設であるべきであろう。救護施設や一部

の養護老人ホームも、同様の環境である。すなわち、それらの施設に入居する人々については、「居宅」

での生活に向けて、なんらかの支援を行う必要がある。ところが、本稿で部分的に示した通り、実態と

してはとしては救護施設・養護老人ホーム・障害者支援施設では看取りが多く発生しており、「終の棲

家」となっている。これは決して望ましいことではなく、なんらかの形で是正されるべきであると考え

るが、これが難しいことも否定できない。 

 また、そもそも「施設」における「居住」を、永続的なものとして捉えて良いのか、という点につい

ては、今後も検討を行うべき状況であろう。障害者の地域生活については、1970 年代初頭より萌芽が

見られた自立生活運動などにより、当事者主体の運動として大きな進展を見た。他方で、自己決定支援

が必要な人々、あるいは日常生活に多くの支援が必要な人々の生活は、依然として施設が担ってきた部

分がある。また、その中間的な役割として、「グループホーム」が果たしてきた役割は大きく、今後も

さらにその重要性は増してゆくことが予想されるが、「グループホーム」では障害が重い方を受け止め

切れていない現実も存在する。特に自己決定を中心として、日常生活に手厚い支援が必要な人々の居住

をどのように支援するのか、その中で施設やグループホーム、そして地域における独立した住まいはど

のような役割を果たし、どのようなサービスを提供すべきかは、喫緊の検討が求められる課題である。 
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2.5.3 「福祉的居住施設」とはどのような「住まい」か 

 本稿で用いた「福祉的居住施設」に含まれる施設は、ある意味では「本人があえて望んではいないが、

何らかの理由でそこで暮らさざるを得ない環境」とも考えることができる。そこには、すでに述べたよ

うに、個人の尊厳を十分に保持できる環境が整っていない、という、極めて大きな問題が存在する。こ

の解決には、施設の「居宅化・住宅化」という、施設環境を改善する方向性と、「脱施設」という、そ

もそも施設に住まず、地域の一般の住宅に暮らすという、２つの方向性が存在する。前者に関しては、

高齢者施設（特に特別養護老人ホーム）で行われたような施設環境改善が、今後強く求められている。

後者については、現状ではあまりにも地域生活を支える支援が乏しく、現実的ではない場面が多く見ら

れる。現状では、地域で「自律的に」生活ができる人々と、そうではなく生活において何らかの支援が

必要な人々の間に、居住環境の選択という意味で大きなギャップが生じてしまっている。 

 この状況を解決するには、地域における「普通の生活」を、なんらかの形で支える生活支援の制度化

が、極めて重要であると考えている。2018（平成30）年からは、障害者総合支援法にて施設やグループ

ホームを退所した人の地域生活を支援する「自立生活援助」が開始された。この制度がどの程度、障害

者の地域生活を支えることができたのか、現状では定かではないが、このような生活支援をより広く制

度化することが、上記の難問を解決するひとつの方策ではないかと考えている。また、「自立生活援助」

に限らず、「支援付き住宅」の可能性も、より広く検討すべきであろう。本稿では検討できなかったが、

生活困窮者自立支援法による「日常生活支援住居施設」も、少しの支援があれば独立した生活を営むこ

とができる人々に対して、重要な生活基盤を提供していると思われる。制度の狭間で取り残される、あ

るいは「住まい」になんらかの不適切な部分があり、一般の住宅での生活を送ることが困難な人々にと

って、少しの支援を提供することで地域生活を可能にする住まいの形を、今後詳しく検討する必要があ

る。 
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厚生省児童家庭局障害福祉課（1989）「グループホームの設置・運営ハンドブック －精神薄弱者の地域

生活援助－」、日本児童福祉協会 
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第３章 イギリスのハウジングマネジメント 

祐成 保志 

 

3.1 ハウジングの３つの意味―建てる／住まわせる／居住を保障する 

 住宅政策を組み換えるためには、住宅に関わる職業・仕事の再定義が必要であろう。ここでは、イ

ギリスで発展した「ハウジングマネジメント」に着目したい。 

ハウジングマネジメントを直訳すれば「住宅管理」であろう。日本では、住宅管理はもっぱら不動

産の管理を指している。しかし、ハウジングマネジメントには、物的・金銭的な側面だけではなく、

居住者である人に対するサービスが含まれている。その業務は、イギリスで 20世紀半ばに形成された

膨大な公営住宅のストックを管理するために拡大した。他方で、住環境の改善を重視する福祉実践の

伝統にも根ざしている。 

ハウジングマネジメントについて考える前に、英語の「ハウジング」という言葉について検討して

おく必要がある。ハウジングは、複雑な歴史的背景を背負った言葉である。単純に「住宅」や「住

居」に置き換えるだけでは、そのことが見えにくくなる。 

オンライン版オックスフォード英語辞典（OED）で、housingの項目をひらくと、その筆頭に置かれ

ているのは、「家屋・建物」という意味である。接尾辞 ingは、フローリング（flooring＝床を覆う

材料）やクロージング（clothing＝身体にまとう衣服）のように、ある動作にもちいる素材の総称を

示す名詞をつくる働きをする。ハウジングの場合は、「何者かを houseする構造物」ということにな

ろう。なお、ハウジングが単独の家屋を意味することはまれで、基本的には複数の住宅を指す。 

その次に掲げられているのは、「houseすること」という意味である。では、houseとはいったいど

んな活動なのだろうか。OEDは古い順に３つの意味を示している。もっとも古いのは「家を建てるこ

と／家に住むこと」という意味で、17世紀頃までは使われていたものの、いまでは廃れたという。第

２の意味は「家屋に入れる、囲う／家屋に人や動物を住まわせる／建物内に物を置く、収納する」と

いうもので、16世紀には文献にあらわれ、現在まで生き永らえている。 

第２の意味のハウジングには、住まわせる側と住まわされる側の不均衡な関係が表現されている。

自ら建てる・住むという意味に代わって、住まわせる・収容するという意味が登場するのが、エンク

ロージャー（囲い込み）の時期であるというのは暗示的である。こうした意味の転換の背後には、住

み慣れた土地を追われ、住まいと生業を失うという、多くの人々が味わったであろう苦渋の経験が見

え隠れする。 

さて、19世紀半ばに付け加わった「houseすること」の第３の意味は、「（政府・自治体による）

家屋または住宅の計画・供給」である。OEDは、1861年のロンドンの週刊新聞から「高揚する大衆の

根っこにあるのは、まさしく住宅問題housing questionである」という一節を引いている。「house

すること」を政府に求めて、大衆が声をあげはじめたのである。 

このころから、住宅問題 housing question／housing problemのように、複合語が数多くつくられ

るようになる。19世紀末には、問題の解決にむけた housing act（法）、housing reform（改革）、

housing association（組織）が模索された。そして、20世紀初頭からは、計画・供給のための
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housing development（開発）、housing management（マネジメント）、housing estate（団地）とい

った手法が確立してゆく。 

ハウジングという言葉の由来をたどると、housing policyを、「住宅政策」と訳すだけでは不十分

であることは明白である。経済・産業政策としての住宅政策は、housing policyが担うべき領域のう

ち、限られた部分しかカバーできていない。それは「建て（させ）る」政策ではあっても、「house

されている」ことを保障しているわけではない。あらゆる世帯の居住の安全を確保するという目的を

強調するならば、「居住保障政策」と理解するのが適切であると思われる（cf. 国立社会保障・人口

問題研究所編 2021）。 

ハウジングという言葉の変遷からは、居住にかんする課題に格闘してきたイギリス社会の歴史がう

かがえる。ところで、都市計画家ジョン・ターナーが、南半球のインフォーマル居住の現場から

「人々自身によるハウジング」（“Housing by People”）を提唱したのは、政府・自治体によるハウ

ジングに最も勢いがあった1970年代半ばである（Turner 1976）。ターナーの主張は、福祉国家の官

僚制を批判し、直接行動とセルフヘルプの意義を説いた思想家コリン・ウォードの『ハウジング―ア

ナキスト・アプローチ』（Ward 1976）とも共鳴する。そこには、第３の意味のピーク＝限界の先を見

据えて、「houseすること」の第１の意味を呼び戻すという狙いがあったのだろう。 

 

3.2 ハウジングマネジメントという仕事 

イギリスでは、ハウジングは、医療、教育、ケアなどと並んで「社会サービス」の一翼を担うもの

と考えられている。このことは、上記のハウジングの３つ目の意味、すなわち「居住保障」を指して

いると考えれば違和感はない。 

ハウジングを専攻するコースは主要な大学の社会科学系の学部に置かれ、専門職団体（Chartered 

Institute of Housing）も組織されている。ハウジング研究の担い手のかなりの部分が、ハウジング

マネジメントの実務家もしくは経験者であることも見逃せない。社会サービスとしてのハウジングマ

ネジメントの蓄積が、社会科学としてのハウジング研究の厚みを支え、居住保障政策に語彙や発想を

提供する。こうして、居住の安全の確保が社会生活の基礎的な条件であり、居住保障が社会政策にお

いて重要な位置を占めるという、共通了解が形成されてきた。 

実践・研究・政策の循環が機能することによって、居住保障政策を支持する輿論が喚起される。あ

るいは、削減への防波堤の役割を果たしていると言えるだろう。新自由主義の影響力が増すにつれ

て、福祉国家におけるハウジングが占める位置が変化してきたとはいえ、日本とは前提となる条件が

異なることに留意したい。 

家主と借家人の関係史の観点からハウジングマネジメントの変遷をたどったイギリスの社会学者Ｎ・

スプリギングズは、次のように指摘する。「ハウジングマネジメントは、『コミュニティサービス』の

構成要素であり、物的・社会的・文化的環境の一環をなすとともに、対人社会サービスのなかに位置づ

けられる」（Sprigings 2017: 36）。ここには、包括的な居住支援の発想が明確に示されている。 

その仕事内容は、①モノの管理と維持（空き物件の管理、家賃徴収、補修と維持）、②入居段階の人

とモノの間の調整（適切な住宅の割当て、ホームレス状態の解消）、さらに、③人と人の間の調整をつ
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うじてコミュニティに貢献するサービス（住まいに関する相談、反社会的行動・迷惑行為の防止、コミ

ュニティケアとの連携、居住者の参加の促進）からなる（Sprigings 2017: 29）。 

歴史的にみれば、ハウジングマネジメントは、20世紀半ばに自治体職員の業務として定着した。公

営住宅のストックが充実するにつれて、ハウジングマネージャーたちが一定の地位を自治体の中で築い

た。ハウジングマネジメントに含まれる対人サービスは、さらに古く 19世紀のオクタヴィア・ヒルに

よる住宅改善以来の歴史を持っている。ヒルのアプローチは、物的環境の改善、つまり、まともな住宅

を提供することと、本人の生活スキルを向上させること、つまり家計や衛生に関する生活指導を表裏一

体と捉えるもので、入居者の人格的な陶冶、向上を目指していた。そこでは、ハウジングとソーシャル

ワークは一体であった。 

こうしたヒルの活動についての評価は割れる。生活指導は、貧困層にミドルクラスの価値観への同化

を求めるものでもあった。ミドルクラスの価値観に同化できる者だけが、支援の対象となった。この性

質は、20世紀のハウジングマネジメントに受け継がれていく。公営住宅では、家賃を滞納する入居者

には厳格な対応や立入検査による指導が行われた。 

ハウジングマネジメントは、個々の日常生活への介入を含み、パターナリズムと切り離しがたい性質

を持っている。頻繁で指示的な介入は収容施設に類似した環境を生み出し、居住者はスティグマの感覚

を持つようになる。この意味で、ハウジングマネジメントは、居住の安全と対立する可能性がある。か

といって介入が少なければ少ないほどよいわけではない。そこには、ハウジングの第１の意味と第３の

意味の相克が顔をのぞかせている。 

ハウジングマネジメントは、プライバシーの領域への介入と非介入をめぐる繊細な判断を要する仕事

である。そこには異質な業務が混在しており、職務の線引きが曖昧である。現場では曲芸的な技が求め

られ、専門職としての地位は不安定なものとなりやすい。もっとも、これは弱点であるだけでなく、強

みでもある。複合的な性質をもつことで、人々の日常生活に密着した場所で柔軟に人々を支援すること

ができるからである（祐成 2021）。 

 

3.3 ハウジングアソシエーション 

ハウジングマネジメントという仕事についての考察が深められたのは、1980年代である（Spicker 

1989）。当時、自治体が直接に供給する公営住宅（council housing）から、民間非営利団体であるハ

ウジングアソシエーション（住宅協会または住宅組合、以下 HA）へのストックの移管が進み、公共賃

貸住宅については社会住宅（social housing）という名称が用いられるようになった。 

HAは積極的に民間資金を受け入れ、住宅開発業者としての性格を強める団体もあらわれた。これと

並行するように、ハウジングマネジメントとは何かという問いが、切実さをもって提起された。先ほど

紹介した、ハウジングマネジメントはコミュニティに根ざした対人社会サービスであるという規定は、

この時期の検討を経て導き出されたものである。 
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HA自体の歴史は古い1。20世紀初頭までにいくつかの有力な団体が活動をはじめた。しかし、20世紀

半ばまで、居住保障の主役は公営住宅であり、HAは控えめな脇役の位置にあった。この位置づけが大

きく変化したのは、最近のできごとである。まず、1960～70年代、ホームレスに対する社会的関心が

高まり、新たなHAの設立が相次いだ。1974（昭和49）年の住宅法により、HAは政府資金を受け入れて

社会住宅を建設する主体となった。その後、サッチャー政権期には公営住宅を縮小する政策がとられ、

1980年代後半には、自治体からの移管により HAが所有・管理する住宅が急増した。そして、政府の資

金に加えて、民間資金の借入により住宅を建設するようになった。2010年代には政府資金が減額され

たことから、HAは自己資金を得るため、分譲住宅、市場賃貸住宅の開発を積極的に進めている。 

HAの安定的な運営を支える財政基盤の一つは、団体に対する補助である。とくに、資本補助

（capital grant）の規模が大きい。自治体のストックの移管を受けたことで、公営住宅時代の補助金

の遺産を継承しているといえる。もう一つの基盤は、居住者に対する公的住宅手当（housing benefit

など）である。住宅コミュニティ地方自治省の住宅調査2によると、イングランドで HAの住宅に居住す

る人の約６割が公的住宅手当を利用しており、ひとり親世帯に限ると約８割に達する。受給者の半数ほ

どが家賃と同額の給付を受けている。 

社会住宅規制庁が行った、イングランドの 1,000戸以上の大規模な供給者（210グループ）の財務分

析3によると、イングランドの主要なHAの社会住宅賃貸部門の収入（2019年度）は計 157 億ポンド、

営業剰余金44億ポンドである。こうした構造によって賃貸住宅の収益が確保され、コミュニティサー

ビスなど、多様なハウジングマネジメントの活動の原資となっている。 

ただし、HAは規模の経済をもとめて合併を繰り返し、大規模組織がより大きくなる傾向がある。専

門性が高まる半面、経営的・金融的視点が強くなる。営利的目的と社会的目的の両立が課題となってい

る。HAの理事会では金融の専門家の発言力が増して、採算性をあげるような方向付けをする団体が多

くなった。いまや社会住宅は「巨大な救貧院」と営利目的の賃貸住宅に二分されつつあるとの指摘もあ

る（Sprigings 2017: 127）。他方で、こうした批判的言説が存在することは、HAが公共的な使命を果

たしているかどうかについての自己検証が活発に行われていることの証でもある。 

 

  

 
1 この段落の記述は、HAの全国組織である全国ハウジング連盟（National Housing Federation）の公式サイト内の「ハウ

ジングアソシエーションの歴史」にもとづく（https://www.housing.org.uk/about-housing-associations/the-history-

of-housing-associations/、最終閲覧日2022.3.23） 
2 住宅コミュニティ地方自治省「イングランド住宅調査2019-2020（2021年6月）」

（https://www.gov.uk/government/statistics/english-housing-survey-2019-to-2020-social-rented-sector、最終閲覧

日2022.3.23） 
3 社会住宅規制庁「民間登録供給者グローバルアカウント（2021年3月）」 

（https://www.gov.uk/government/publications/2020-global-accounts-of-private-registered-providers、最終閲覧日

2022.3.23）これらの供給者だけで、HA住宅ストックの95％以上を占める。 
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第４章 イギリスにおけるホームレスネスへの政策的対応 

河西 奈緒 

 

ホームレスネス（homelessness）は「ホームがない状態」を指し、野宿に限らず不安定居住全般を

含む概念である。政策概念としてのホームレスネスは、政府がどのような居住の状態を問題と捉え、

政策の対象として取り組むかを指し、国や地域の居住保障への考え方を反映する。本稿では、イギリ

スの政策概念としてのホームレスネスとそれへの対応を概観し、不安定な居住状態に対する居住保障

の在り方について、日本への示唆を得ることを目的とする。 

 

4.1 現代の政策概念としての「ホームレスネス」の始まり 

ホームレスネスは、ちょうど「ホーム」がそうであるように、それぞれの国や地域、文化圏、時代の

なかで社会的に形成される概念であり、その意味では国ごとに異なる概念である。現代で言う「ホーム

レス」に当たる状態は歴史上常に存在しており、そうした人々はかつて、英語圏ではtrampやhobo、

日本では浮浪者などの呼称で、社会の周縁部に存在する異質な集団として捉えられていた。これらの集

団は歴史上、主流社会への脅威として取り締まりや最低限の救済措置の対象になることはあっても、そ

の居住の状態のみによって判断され、居住保障の対象とされることはなかった。これに対し、現代の政

策概念としてのホームレスネスは、様々な属性の人たちの居住の状態を等しく捉え、社会的に看過でき

ない居住の状態に対して保障を行うことを基本姿勢としている。 

現代のホームレスネスの政策概念が登場した経緯をみると、欧米諸国の間である程度共通した流れを

確認することができる。1970年代以降、経済成長の低迷と公共財政の危機のなかで福祉国家を支える

基盤が崩れ、欧米諸国では適切な住居を確保できない人々が急増した。これらの人々の中には若者や女

性、家族なども多く含まれ、ホームレス＝路上に暮らす異質な中高齢の単身男性という従来の認識が否

定されることとなった。New homelessnessと呼ばれたこの現象は、ホームレス状態が個人の資質では

なく、社会構造的要因によって生じる社会課題であるという認識を生み、それに対応する政策が求めら

れるようになる。こうして、国や地域によって多少の時期の違いはあるが、先進諸国の間で政策概念と

してのホームレスネスが登場した。表 4-1に示すとおり、ホームレス法制を最も早く整備したのは

1977（昭和52）年のイギリスである。他の先進諸国は1980年代以降、これに続く形となった。 

なお、日本では1990年代初頭のバブル崩壊後、単身男性の日雇い労働者を中心とした野宿人口が顕

在化し、それに応える形で2002（平成14）年に「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」が

成立している。しかし、同法はその射程を野宿者のみに限定しており、多様な属性の人々の不安定居住

を等しく捉えるというよりも、単身中高年男性の野宿者という特定集団に対応するという意味合いが強

い。「ホームレス」が野宿「者」を指す語として定義されていることからも、居住の「状態」に働きか

けるという視点が欠けていることが指摘できる。 
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表4-1 各国におけるホームレス法の制定年 

 

4.2 イギリス（イングランド）のホームレス政策 

それでは、居住の状態を基準に多様な属性の人々を捉え、その状態に対して居住保障を行うというホ

ームレス政策は、どのように登場し、展開してきたのだろうか。ここでは先進諸国でホームレス法制を

最も早く整備したイギリスに着目し、その経緯や法制度の内容、実施状況を見ることとしたい。 

 

4.2.1 住宅法に位置づけられたホームレスネス 

イギリスにおけるホームレス状態の人々への対応は救貧法に端を発し、戦後の社会保障改革のなかで

同法を廃止した国民扶助法（National Assistance Act 1948）が、「緊急に必要とする人々（people 

in urgent need）」への宿所提供を規定してきた。同法により、各自治体の福祉部門は家を失った人々

への一時的宿所提供の責務を負ったが、その対象は実質的にファミリー層に限られ、供給規模は小さ

く、施設も救貧法時代の労役場が利用されるなど劣悪なものが多かった。 

1960年代になると、学術における「貧困の再発見」やBBCドラマCathy Come Homeの放映、Shelter

等ロビイング団体の設立を背景に、ホームレスネスが住宅問題として国の政策議題にあがるようにな

る。自治体の実践においては、福祉部門によるホームレス世帯への宿所提供と、住宅部門による公営住

宅の入居調整とのギャップが課題となり、住宅部門が福祉の宿所から公営住宅への入居を支援するな

ど、役割を増していった。さらに、70年代初頭にはイギリスで戦後初めて住宅総戸数が世帯数を上回

り、公営住宅への一般需要が和らいだことも、自治体が公営住宅などリソースを用いて住宅保障を行う

というホームレスネス立法への後押しとなった。 

さて、長期にわたるロビイングの末、労働党政権下で「1977年住宅（ホームレス）法（Housing 

(Homeless Persons) Act 1977）」が成立した。同法はホームレス状態にある人々に対して自治体が恒

久的住宅を確保する責務を負うことを明記し、その責務を自治体の住宅部門に課すと共に、国民扶助法

における宿所提供の規定を削除した。この変更は、イギリスにおけるホームレスネス法制が、「人」を

対象とする社会サービス（福祉）部門から、「居住状態」を対象とする住宅部門へ移管されたことを意

味し、歴史的にみて非常に重要な転換点を示している。法制定当時の専門家によるレビューでも、1977

年法はホームレスネスに対して恒久的住宅という出口への道筋を示し、この問題が第一義的に個人の資

質ではなく、住宅政策や住宅市場の構造的問題であると政府が公式に認めたことを意味すると評されて

いる1。 

 
1 Friend, R. (1978) The Housing (Homeless Persons) Act 1977, The Modern Law Review, 41(2): 173 

初の総合的なホームレス支援法 制定年

イギリス Housing (Homeless Persons) Act 1977

アメリカ McKinney–Vento Homeless Assistance Act 1987

オーストラリア
Supported Accommodation Assistance Act
※支援プログラムは85年～

1994

参考）日本 ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法 2002
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4.2.2 法定ホームレス制度の居住保障と選別性 

1977年法はホームレスネスを非常に広く定義し、その広い範囲の人々に恒久的住宅を保障するとい

う点で、国際的にも類を見ない法的セーフティネットをイギリスにもたらした。同法及びその内容を引

き継いだ1996年住宅法の規定によれば、申請者は、家族と共に住むことの出来る居所を持たないか、

あるいは居所があっても劣悪住宅や過密居住、暴力の恐れがある場合に、ホームレス状態と見なされ

る。他の多くの先進諸国で、ホームレスネスの範囲が野宿者及びシェルター滞在者に限定されているこ

とを考慮すると、イギリスの住宅法による保障範囲の広さが分かるだろう。なお住宅法は、28日以内

に居所を失う見通しの人々についても、諸条件を満たせば自治体が恒久的住宅を確保する責務を負うこ

ととしている。 

また、同法は恒久的住宅確保の責務に関する自治体の決定について、申請者が不服申し立てをする権

利や裁判を求める権利を認めている。すなわち、法定の諸条件を満たすホームレスの人々には、恒久的

住宅の保障を受ける行使可能な権利が認められており、これは世界で他に類を見ないものである。 

一方、住宅法によるホームレスの人々への住宅保障には制限もある。同法下で自治体は、基準を満た

す申請者世帯にのみ住宅確保と住宅を待つ間の宿所提供の責務を負うとされており、その基準は①本法

の定めるホームレス状態にあること、②住宅援助を受ける資格があること、③意図的にホームレス状態

になっていないこと、④「優先ニード（priority need）」を持つこと、とされた。このうち②住宅援

助を受ける資格の規定は、イギリス国籍を持たない海外出身者を対象から除外するものである。そし

て、特に重要なのは④優先ニードの規定である。優先ニードは、子どもや妊婦のいる世帯、高齢・精神

疾患・身体障害等の事由により脆弱性が認められる世帯、被災世帯が持つものとされ、単身者や成人の

みの世帯は脆弱性の事由に当てはまらない限り、住宅法によるホームレス世帯への恒久的住宅保障の対

象から外された（図 4-1）。つまり、住宅法はホームレスネスの制度体系を主にファミリー層と単身者

層に分断し、前者にのみ居住を保障するものとなっているのである。なお後者について、1977年及び

1996年住宅法は自治体が助言と援助を行うものとしたが、実践では情報提供以上の支援が行われるこ

とは少なく、実質的には野宿政策や非営利セクターがこれらの人々のホームレスネスに対応してきた。

このファミリー層への法的住宅保障、法制度外の単身層への支援という構図は、イングランドでは

2017（平成29）年に住宅法の規定が大幅に改正されるまで、約40年間続いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-1 法定ホームレス制度の対象範囲と法制度外に置かれたグループへの対応 
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4.2.3 イングランドにおけるホームレス法制の展開 

住宅法による法定ホームレス制度は、創設から現在まで約 45年にわたり、社会住宅制度および住宅

手当制度と並んで、イギリスの居住セーフティネットを支えてきた。ただし、その居住保障の内容は

45年間全く変わらなかったわけではなく、その時々の政権や社会状況によって揺れ動きながら、現在

にまで引き継がれている。ここでは、ホームレスネスに対する法的居住保障がいかに存続してきたの

か、その変遷を把握する。なお、イギリスの法制度は1990年代後半以降、権限委譲により地域ごとに

分岐するため、それ以降はイングランドにおける展開を述べる。 

1977（昭和52）年に登場したホームレスネスに対する居住セーフティネットは、労働党政権下で成

立した。しかし、その直後の 1979（昭和54）年、イギリスでは新自由主義を標榜する保守党サッチャ

ー政権が発足し、戦後一貫して支持されてきた福祉国家体制の解体が目指された。住宅政策の分野で

は、公営住宅が改革の最大の対象となり、居住者への払い下げ（Right to Buy）や建設・維持予算の削

減、住宅協会への移管が強力に進められた。保守党政権の発足当初、ホームレス法制に基づく自治体の

業務は中央政府の厳しい管理下には置かれなかったが、一連の改革により縮小された社会住宅ストック

に低所得層の住宅需要が集中した結果、社会住宅をホームレスの人々に優先的に割り当てるホームレス

法制の実践が問題視され、見直しが行われた。 

こうして成立した 1996年住宅法（Housing Act 1996）は、基準を満たすホームレス世帯に対する自

治体の責務を2年間の一時的宿所の提供へと縮小し、社会住宅の優先的配分も取り消された。しかし、

自治体レベルの実践への影響は限定的なものであった。なぜなら、社会住宅の配分は自治体に裁量が残

されており、自治体の住宅部門にとって、ホームレス世帯を社会住宅に入居させた方が一時的宿所を維

持し続けるよりも低コストであったため、多くの自治体で社会住宅のホームレス世帯への優先的配分が

維持されたのである。 

1997（平成9）年に政権が労働党に移ると、ホームレス法制による住宅保障はほとんど以前の水準に

戻された。具体的には、2002年の法改正により、自治体が恒久的住宅を確保すべきことや、民間賃貸

セクターの短期賃貸契約では恒久的住宅の要件を満たさないこと、社会住宅の優先配分リストにホーム

レス世帯を加えることが、法文や運用規則に明記された。 

このようにホームレス世帯への住宅保障が強化される一方で、2000年前後は住宅価格の上昇や社会

住宅ストックの減少を背景に、自治体に申請するホームレス世帯数が増加を続けた。住宅確保を待つ間

の一時的宿所提供による財政圧迫を受け、労働党政権は自治体にホームレスネスの予防や緩和を積極的

に行うよう促した。すなわち、自治体は住宅相談の窓口に訪れた人々に対し、法定ホームレス制度の基

準に則ったアセスメントを行うだけでなく、民間賃貸物件の紹介や社会住宅の待機リストへの登録、住

宅退去を未然に防ぐための支援など、本人の状況に適した様々な解決策を模索するという法外対応を始

めたのである。その結果、法定ホームレス制度の住宅保障の対象として認定されたイングランド全域の

ホームレス世帯数は、2010年までにピーク時の 3分の1以下に減少した（図 4-2）。こうした法外対応

は、少しの援助があればホームレス状態を未然に防げる又は脱却できる世帯に対する自治体の柔軟な支

援を可能にしたが、自治体が法定ホームレス制度の申請を回避するために法外対応を行う危険性も残さ

れた。 
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図4-2 イングランドのホームレス申請認定件数 1997-2017 

（Statutory Homelessness in England , House of Commons 2021） 

 

2010（平成22）年に政権を取り戻した保守党は、社会保障費削減のための抜本的な改革に着手し

た。住宅手当のレート引下げや上限額の凍結等の制限強化を敢行した結果、ホームレス申請世帯数と野

宿人口が全国的に上昇し、特に家賃上昇の続くロンドンやイングランド南部地方に大きな影響が出てい

る。政策への強まる批判を受け、政府は2017（平成29）年にホームレスネス削減法（Homelessness 

Reduction Act）を成立させ、1996年住宅法のホームレス制度の内容を大幅に改正した。これにより、

従来28日以内に居所を失う見通しの人々までが支援の対象範囲とされていたものが 56日以内に拡張さ

れ、ホームレス化を防ぐための早期介入に、より重きが置かれている。また、法定ホームレス制度から

除外されていた単身者や成人世帯にも、自治体による6か月間の宿所確保の援助や個別住宅プランの作

成など、一定の支援が行われることとなった。これらの法改正は 40年に一度といわれる抜本的な変化

をホームレス法制にもたらしたが、施行から2年弱でCOVID-19の緊急対応になり、その十分な効果検

証はまだなされていない。 

 

4.2.4 自治体による法定ホームレス制度および予防と緩和対応の実施状況 

最後に、自治体の住宅部門による法定ホームレス制度および予防と緩和対応の実施状況を、イングラ

ンドの政府統計を用いて概観する。なお、ホームレスネスに係る政府統計は、ホームレスネス削減法が

施行された2018（平成30）年を境にデータ収集の方法が変更されたため、ここでは 2017年度までの状

況を把握するものとする。 

 自治体によるホームレス世帯への対応（図4-3）をみると、住宅法に定められた恒久的住宅確保の責

務が認定されるケースは年間 4～6万件程度あり、これはイングランドでおおよそ500世帯に1世帯の

割合に当たる。また、自治体による法内外を含めた対応の全件数は年間27万件程度で、うち約2割を

法内対応が占めている。逆に言えば、それ以外の約 8割は法外対応となっており、特に居所を失う見通

しの人々に介入しホームレス化を予防する対応が多く行われている。 
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図4-3 自治体によるホームレス世帯への対応 2009-2017年度 

（Statutory Homelessness in England , House of Commons 2021） 

 

 次に法内対応、すなわち住宅法下で申請が認定されたホームレス世帯の内訳（図 4-4）を見ると、子

ども又は妊婦のいる世帯が全体の7割以上を占め、法定ホームレス制度が主にファミリー層を対象とし

ていることが確認できる。安定した居所を失った理由（図 4-5）は、短期賃貸契約の終了、親戚・友人

宅からの退去、DV・家庭内不和など様々だが、特に近年は住宅市場の悪化と住宅手当の削減を受け、短

期賃貸契約の終了をきっかけとしたホームレス化が急激に増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-4 優先ニード別のホームレス申請認定件数 2009-2017年度 

（Statutory Homelessness in England , House of Commons 2021） 
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図4-5 安定した居所を失った理由別のホームレス申請認定件数 2009-2017年度 

（Statutory Homelessness in England , House of Commons 2021） 

 

4.2.5 小括：多様な属性の人々の「ホームレスネス」に対応する居住セーフティネット 

イギリスでは45年間にわたり、住宅法に基づく厚い居住セーフティネットがその時々の政権の影響

を受けながらも存続し、異なる属性の人々のホームレスネスに一括して対応してきた。1977（昭和

52）年にホームレス法制が福祉部門から住宅部門へ移管されたことは非常に示唆的であり、根源的には

「人」から「状態」へのアプローチへの転換であったことが指摘できよう。また、2000年代以降に導

入された予防や緩和の法外対応は、居住の不安定の度合いに沿った柔軟な対応が効果的であることの発

見であり、これも「状態」に即した対応を支持するものである。 

このように、イギリスのホームレスネスへの対応に学ぶ点は多いが、しかし、そこには「人（属

性）」に基づく選別性が残されていることも確認された。近年の法改正は、ホームレスネスに対する居

住保障の普遍化に向けた動きにも見えるが、住宅市場の悪化や緊縮財政の圧力、さらに COVID-19によ

る混乱のなかで、今後の方向性がどうなるかは、まだ不明である。 

 

4.3 単身者層のホームレスネスと野宿政策 

以上、イングランドにおけるファミリー層を中心としたホームレス世帯への法的居住保障の内容を見

てきたが、そこに含まれてこなかった単身者や成人のみの世帯、海外出身者らのホームレスネスは、そ

れが野宿状態に至った場合のみ、住宅法とは別立ての野宿政策によって対応されてきた（図 4-1を参

照）。野宿政策は、1990年代に中央政府がロンドンなどの大都市部における野宿人口の急増に応じる

形で始まり、後にその計画策定や事業委託の責務が自治体に委譲されたことで、自治体ごとに行政と現

地の非営利セクターによる独自の支援体制が構築されている。本節ではロンドンの野宿政策を、野宿状

態の把握方法と対応策の関係に着目して、簡単に紹介する。 
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4.3.1 ロンドンの野宿政策を支える包括的データベースと野宿者の 3類型 

ロンドンにおける野宿政策の大きな特徴は、野宿者を個人同定し、氏名や属性、サービス利用歴、

支援ニーズ等の情報を蓄積するロンドン全域2の関連団体間の共有データベースが、政策立案および支

援システムの根幹にあることである。この包括的データベースは、自治体の境界を越えて移動し様々

な団体のサービスを利用する野宿者個人の追跡を可能にし、支援現場での個人同定やアセスメントに

用いられるほか、政策立案レベルでの問題分析およびモニタリングに利用されている3。なお、こうし

た包括的データベースは、イギリス国内外を含め他都市にはほとんど見られないものである。 

ロンドンではこのデータベースに基づき、野宿者を野宿歴のパターンから「新規層」「再野宿層」

「固定層」の3類型に分類している。各類型の定義は表 4-2に示すとおりで、政策立案のデータ分析

にこの類型が導入された 2009年以降、ロンドン全域では各類型に焦点を当てた事業が次々と開発・展

開された。例えば固定層について、データベース上で過去 10年のうち5年以上または 50回以上路上

アウトリーチワーカーによる記録がある個人205名を導出し、その205名一人ひとりに担当自治体の

責任者を決め、集中的に支援を投下しながら担当者間の進捗確認のミーティングを繰り返す「RS205」

事業が実施された。新規層は、一般市民からの目撃情報の提供を 24時間体制で受け付け、すぐにアウ

トリーチワーカーが現場に行って相談を開始し、アセスメント施設から 72時間以内に宿泊施設等の適

切な支援サービスにつないで野宿の長期化を防ぐ「No Second Night Out」事業が開始された、といっ

た具合である。 

  

 

 

 

 

表4-2 ロンドンの野宿政策における野宿者の3類型 

 

4.3.2 包括的データベースに基づく野宿の年間統計 

ロンドンでは包括的データベースにより、ある時点の瞬間値ではなく、一定期間に野宿状態を経験

した人数が集計され、政策立案の基礎情報として用いられている。より実態を反映し、必要な支援資

源の量を算定可能にする統計であると言える。 

ロンドン全域における類型別の年間野宿人口統計を、図 4-6に示した。各年のグラフの上に括弧書

きをしているのが当該年の一晩のカウント値であり、瞬間値と年間値では 10倍程度の乖離がある。一

晩のカウントで確認された人々が野宿人口の全てではなく、多くの人々が一時的に野宿状態を経験

し、あるいは野宿とその他の不安定居住形態とを行き来していることが読み取れる。また、類型別に

 
2 City of Londonと32の特別区から成る大ロンドン（Greater London）を指す。 
3 野宿者個人の情報は、支援を担当する現場ワーカーと数名の自治体職員にのみアクセス権が付与されており、政策立案

者には匿名化した統計データが提供される。新規の野宿者は、本人の同意を得てデータベースに登録される。 

概念的定義 データ上の定義

新規層 新たに路上に出てきた人 当年以前に野宿の記録なし

固定層
長期にわたり野宿生活を継続
している人

前年に野宿の記録あり

再野宿層
再野宿化した人・野宿の期間
が断続的な人

前年以前に野宿の記録があり、
前年中は野宿記録がない
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みると新規層が全体の約 6割を占め、都市全体でみると新たに野宿に至る人々は常に存在しており、

それに恒常的に対応するセーフティネットが必要とされることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-6 ロンドンの類型別年間野宿人口（2009-2015年） 

 

4.3.3 小括：包括的データベースが示すホームレスネスという現象 

包括的データベースが示していることは、野宿やホームレスネスは人々の属性ではなくある時点の状

態であり、個人は安定－不安定な居住状態の間を揺れ動いていて、それを社会や都市全体でみると、恒

常的にホームレスネスに対応する仕組みが必要だということである（図4-7）。ロンドンの野宿政策で

は、ホームレスネスという動態的な現象を、動態的なまま把握する方法として包括的データベースが用

いられており、これが支援現場においては図中の一本一本の線（＝個人ヒストリー）に伴走するソーシ

ャルワークを促進し、政策立案においては不安定居住の存在量（＝支援ニーズの量）を可視化する役割

を果たしていた。包括的データベースの存在そのものが、ロンドンの野宿政策及び支援に関わる多様な

ステークホルダーに下図のようなホームレスネスに対する理解を共有させ、一つの統合された支援シス

テムとして作動することを可能にしていることが指摘できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-7 包括的データベースが捉えるホームレスネスのイメージ図 

出典：
Greater London Authority, CHAIN 
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第５章 Forced Displacementと居住支援 

井本 佐保里 

 

5.1 はじめに 

 難民は、近年「Forced Displacement（場所を剥奪された状態）」または「Forced Migration（強制

移動）」という言葉で表現されるようになっている。この定義には、政治的な迫害や生命の危機に伴

う逃避などに加え、国家主導の経済開発による強制的な立ち退き、気候変動に伴う家や資産の喪失、

自然災害による居住地の移動、経済的貧困からの逃避、密航者、人身売買なども含まれる。つまり

Forced Displacementは、自然災害／人的災害を多く経験してきた日本でもみられる現象と捉える必

要がある。また現在（2022年 3月）、ロシアによるウクライナ振興で同国から多くの難民が発生し、

日本を含め、世界各国にて受け入れが行われている。 

本章を通して、国際的人道支援の枠組みの中で、どのように Forced Displacementの状態の人々へ

の支援が行われ、またそれが時代の変化の中でどのように変化してきたのかについて考えたい。 

 

5.2 難民をめぐる状況 

 

5.2.1 歴史的経緯 

 第二次世界大戦中、あるいはその直後の混乱期で生まれた難民を保護するということを目的とし

て、1951（昭和26）年にＵＮＨＣＲが設立され難民の地位に関する条約の採択が行われた。また難民

を「⼈種、宗教、国籍、政治的意⾒やまたは特定の社会集団に属するなどの理由で、⾃国にいると迫

害を受けるかあるいは迫害を受けるおそれがあるために他国に逃れた⼈々（難⺠の地位に関する条約

／1951年）」と定義した。 

その後、1960年代以降は、アジア、アフリカで独立戦争等が発生し、国が独立していく中で内戦が

起こり、難民が発生していくという時代となったことで、1967（昭和42）年に、難民の地位、定義が

広げられ、政治的な迫害のほか、武⼒紛争や⼈権侵害などを逃れるために、国境を越えて他国に庇護

を求めた⼈々を指すようになってきた。 

その後、冷戦による難民の発生、また 80年代以降は、経済移民と呼ばれるような、貧困からの脱出

を求める途上国の人たちが先進国に移住するようになった。ここから、先進国が移民・難民の流入を

制限するというような態度を取るようになっている。 

90年代以降、中東、アフリカでの民族紛争が断続的に続いている中で、難民の数は増加の一途を辿

っており、今後難民問題が落ち着くということはないだろうと言われている。 
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図5-1 難民をめぐる状況の変遷 

 

5.2.2  難民支援の現在 

 現在、世界では約 8,240万人が、難民・国内避難難民（Forced Displacement）の状況に置かれてい

る。地域的には、アフリカ、中東、それから、南アジアに多い。 

 難民支援を行うUNHCRは、難民の恒久的な解決としては、①自国への自主帰還、②庇護国、避難して

いる国に統合、③先進国などの第三国に定住する、という３点を示している。しかし実際には、第三国

定住は極めて限定的であり、失敗／非公式対処法となる、①強制送還あるいは②難民キャンプでの一時

的な生活援護、③受入拒否による漂流などが生じている。 

村橋（2018）は、これは先進国が難民の受入れに消極的になりつつあるというグローバルな政治的な

状況が背景にあり、現在の世界各地における難民支援は、紛争周辺国に設けた難民居留区に留め、支援

団体を通して自活手段を教え、難民が庇護国で半定住的な生活を送ることができるようにするアプロー

チに傾きつつあると指摘している。 

実際に、難民受け入れ国を見てみると、難民の 8割以上が開発途上国で受け入れられており、また約

7割が、難民が発生した国の近隣国で受け入れられているという状況がある。これは、先進国での受入

れが制限されている中で、近隣の開発途上国に行き場が限られている状況になっているということを示

している。 

日本は、ベトナム、カンボジア、ラオスより多くのインドシナ難民が日本に避難したことを踏まえ

て、1979（昭和54）年から2006（平成18）年の事業終了までの間に、約 11,000人のインドシナ難民

を受け入れてきた。また 1982（昭和57）年より条約難民の受け入れを開始し、2018（平成30）年まで

に750名が難民と認定されている。さらに、第三国定住に 2010年より参加し、この仕組みのもと、

2019（平成31）年までの 10年間で194名を受けれている。世界的にみて、日本における難民受け入れ

は世界でも類を見ない程極めて少なく、難民認定率は1%未満となっている。 

UNHCRへの拠出金は1億2600万円（2020年）と世界第５位の拠出を行っている。 
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5.3 難民キャンプをめぐる議論 

 

5.3.1 難民キャンプとは 

 次々と発生し終息しない紛争により母国への帰還が進まず、また第三国定住も進まない中、難民キャ

ンプの長期運営が余儀なくされ、長期居住が常態化している。しかしながら、難民キャンプは緊急・人

道支援の立場から一時的な避難の場として整備されたものであり、長期的で安定的な居住の場として整

備することは目的とされてこなかった。 

そもそも、難民キャンプとは人道支援の空間であって、難民の受入国の国民から難民を区別して排

除、あるいは、法的かつ空間的な例外状態を作り出す装置だという指摘がなされている。キャンプとい

う言葉はもともと収容所というところに語源があり、またゴッフマンの言う全制的施設（Total 

Institution）のひとつとしても位置づけられる。Total Institution ( a total institution)とは、

強制収容所や精神病院、刑務所などがその例として挙げられるが、「多数の類似の境遇にある個々人

が、一緒に、相当期間にわたって包括社会から遮断されて、閉鎖的で形式的に管理された日常生活を送

る居住と仕事の場所」と定義される。難民キャンプの性格もまさにこうした閉鎖的で管理された空間と

して位置づけられる。 

 

5.3.2 難民支援のパラダイムシフト 

このように、封じ込めや例外状態をつくり出して、ケアと管理をするという仕組みで運営される「難

民キャンプ」のあり方に対する批判も行われてきた。村橋（2021）の著書においてこの点がよく整理さ

れている。村橋によれば、2000（平成12）年以降、こうした自由主義的な福祉に基づくパラダイムか

ら、自己統治を促す新自由主義的なパラダイムにシフトしているとの指摘がなされているという。ま

た、Hillhorse(2018)は、危機を一時期な現象や社会の崩壊と捉え、例外状態における援助の提供に焦

点を当てるというのがこれまでの人道主義（古典的人道主義）だとすれば、これからは、「レジリエン

ス人道主義」、つまり危機が常態にあって、その中での持続的な制度や能力の連続性に着目する必要が

あると指摘する。 

こうしたパラダイムシフトの背景には、難民支援に必要なドナーと難民受入国の負担の軽減という課

題が関係している。難民キャンプの運営が長期化する中で、資金不足が大きな問題となっており、ケア

と管理の継続が困難となっている。そのため、難民の自立を促す形へシフトし、援助に依存しない形が

目指されているという側面もある。 

こうした状況の中で、経済的にも難民の自立を促すような試みに注目が集まっている。ウガンダでは

2006（平成18）年には難民法が制定され、難民の経済活動を行う権利が認められた。またケニアでは

憲法によって難民の就労が認められている。またウガンダでは難民に居住地に加え耕作が可能な土地を

与えることで自立に向けた支援が行われている。ただし、Omata（2017）は経済活動にアプローチする

ことができずにいる難民の存在を指摘しており、経済活動が自立性を担保する万能薬でないことを示し

ている。 
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さらに、難民キャンプが長期化し、難民の経済活動などが促されるようになると、ホストコミュニテ

ィとの関係が重要となってくる。Apurva（2016）は、難民キャンプの存在が GRPの向上に寄与している

点などを指摘している。また、ウガンダではホストコミュニティにも開放された難民キャンプ内施設

（学校、医療、職業訓練など）のあり方が検討されている他、UN-Habitatが計画を行ったケニアのカ

ロベエイは、’Settlement‘として長期居住を前提とした居住性の高い家屋の建設や、ホストコミュニ

ティによる入居枠を設けるなどの試みが進められている。 

 

 

図5-2 難民キャンプのパラダイムシフト 

 

 

5.4 ケニア・カクマキャンプの事例 

 

5.4.1 カクマキャンプの概要 

カクマキャンプは 1992（平成4）年にスーダンの内戦によって発生した難民を受け入れるためにケニ

ア政府と地域リーダ、UNHCRの話し合いを経てトュルカナ州に設立された。トュルカナ州の人口の約

15％が難民で占められ、難民の人口はキャンプに隣接する町カクマタウンの 2倍（2000年時点）とい

う状況にある。ホストコミュニティであるトゥルカナ人は遊牧民で、ケニア国内でも開発が遅れ周縁化

された地域である。既成の町であるカクマタウンに近接する位置にカクマ 1が整備されて以降、現在に

至るまで拡大が続けられ、最も新しいカクマ 4は2014年に整備された。1990年代に入ると内戦が落ち

着き難民の数も一旦大きく減少するが、2011（平成23）年に南スーダンが独立した後、再度民族間紛

争が発生し難民が増加している状況にある。 

 

5.4.2 食糧支援 

カクマキャンプ内の食糧支援は、現物支給とバウチャーの２種類を重ね合わせて行われている。現物

支給は、Distribution Centreにて指定された日に、決められた量の穀物を中心とした食糧が配給され

る。加えて、居住者が所有する携帯の SIMカードに必要カロリー分から算出された食糧品を買うために
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必要な金額が毎月チャージされる。この電子マネーを使用することで、キャンプ内の商店で食糧品を購

入することができるようになっている（Bamba Chakra）。このバウチャーは、食糧品だけではなくて、

ノン・フードアイテム（その他の日用品）についても購入することができるようになっているので、居

住者の裁量によって調整ができるようになっている。以上のように、最低保証としての現物支給と、居

住者の裁量にゆだねる現金（バウチャー）支給のふたつをハイブリッドにしながら、食糧や日用品の支

援が行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-3 食料品を販売する商店「Bamba Chakra」の看板がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-4 日用品が並ぶ商店街 
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5.4.3 住まいの整備 

難民としてカクマに到着した人々は、Reception Centreにて登録を行った後、数日間の待機期間を

経て国際機関によって指定されたシェルターへ移動する。またシェルターを難民自身がレンガ造へと改

修することが推奨されており、そのためのガイダンスが行われる。しかしその後のシェルターの改修や

増築については難民に委ねられており、基本的に国際機関が関与することはない。なお制度上は、国際

機関から供与を受けるシェルターの建材（トタン・木材等）や敷地は賃借であり、難民が帰国する際に

返却することとなっている。 

具体的な整備方法を見てみると、大きく３つのフェーズに分けられる。最初のフェーズは、UNHCRに

より建設されたシェルターの時代で、木の骨組みとトタンの屋根が張られた状態であり、壁面はビニー

ルシートが巻かれた状態となる。この状態で半年ぐらい居住しながら、住民自身がレンガを制作し、壁

を建てると次のフェーズに入る。さらに、生活が安定してくると、建て替えたり増築などが行われる。

その際には、新たに商売のための空間を増築していくというようなケースもある。 

こうした居住者自身による建設に際しては、一部は市場で購入されているものの、多くは木材を自ら

茂みに採取しにいったり、国際機関によって貸与された建材を使いまわしたりすることで確保されてい

る。継続的な居住環境整備のための支援がない中で、様々な苦労と工夫がみられる。また、住居の場と

してあてがわれた土地や建物を生業のための空間へと転用していくような動きは、居住を考えるにあた

って「しごと」が重要であることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-5 難民が自ら建設した住居 
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5.4.4 集住の仕組み 

また、難民キャンプでの居住にあたっては、住居やしごとの空間があれば良いというわけではない。

難民キャンプにてシェルターを与えられた人々は、転居することで同じ民族や親族と近接して居住する

ようになる。例えば、カクマ１のある区画（約 100m角）には、1世帯を除く全世帯がディディンガと

いう少数民族で占められている。国籍や民族も多様な難民キャンプにおいて、同じ言葉や文化を有する

民族同士で助け合い、融通しながら厳しい生活を生き抜いていることが分かる。 

こうしたコミュニティを尊重した支援のあり方は、被災者支援の世界標準「スフィアプロジェクト」

にも重要性が記述されている。「スフィアプロジェクト」とは国際 NGOが作成したもので、難民キャン

プに限らず、災害によって支援が必要となった人たちへの支援手法についてのガイドラインが示され、

①給水、衛生、衛生促進、②食糧の確保と栄養、③ノンフードアイテム、④保健活動の 4つのジャンル

ごとに記述されている。また同基準の中には、もともとの土地を離れて生活する人たち、被災した人た

ちに対して、どのようにアプローチすべきかという「コア基準」が示されている。その１つ目に、

「人々を中心とした人道対応」という項目があり、被災者の人たちというのはもともと災害に対応して

回復できる知識、能力を持っているので、支援の際には、まずそれが何なのかということをきちんとリ

サーチ、把握した上で支援を行うことの重要性が謳われている。 

このことからも、従来の難民キャンプのように福祉的観点からケアと管理を行う支援ではなく、居住

者の持つ資源を最大限尊重しながら補足的に支援を行う手法が重視されていることが分かる。カクマキ

ャンプにおいては、居住者の移動を過度に監視せず容認することで、こうした母国から引き継いだ資源

を活かした自活的な生活再建が促されていると考えられる。 

 

5.5 まとめ 

本章では、難民支援、特に難民キャンプという特殊な空間における居住支援の実態と、その役割の歴

史的な変遷について概観した。「ケアと管理」のための福祉的な空間から「自律を促す」空間へと変化

する難民キャンプでは、様々な試みが行われている。その実現にあたっては、難民をひとくくりとして

一様に支援を与える立場として捉えるのではなく、個々が有する資源や能力、ネットワークを引き出

し、また既存の周辺環境との関係を構築しながら支える事が必要となり、支援のあり方は、様々な境界

を越えかつ精緻に複雑にならざるを得ない。しかしこれこそが、危機が一時的なものではなく、持続的

なものであると捉えざるを得ない、現在の難民をめぐる状況を捉えた際に取り組まなければならない点

である。 
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第2部: 

包括的居住支援実現へ向けて 

 

  



74 

 

 

 

 

  



75 

 

第６章 ソーシャルワークとしての居住支援 

井上 由起子 

 

 

6.1 居住福祉としての住宅保障と居住支援 

 

6.1.1 住宅保障と居住支援 

 図6-1に示すように居住の安定化、すなわち、居住福祉の実現のためには、住宅保障と居住支援

の双方が必要である。 

住宅保障とは「一定の質と手頃な費用負担の住宅を市場に供給すること」である。このうち、手

頃な費用負担とは、「税制優遇や建設補助や家賃手当等を通じて、アフォーダビリティを確保する

こと」を含む。住宅保障の対象は、この国に住むすべての人々である。アフォーダビリティという

言葉は、日本では、①本人の所得と比較した時に手頃な費用負担であるという意味合いと、②近傍

の民間賃貸の同種住宅の家賃よりも一定程度安価であるという意味合いの双方で使われている。本

章では、①の意味合いで用いている。 

居住支援とは、本人にフィットした物件（家賃手当や住宅扶助等を活用することも含む）が市場

に流通しているにもかかわらず、様々な理由で住宅確保が難しいため、「住宅と福祉に携わる関係

者が個々の専門性を活かしながら連携することで、家主の不安軽減を図りながら、住宅を確保し、

居住の安定化を目指す取り組み」を指す。居住支援の対象は、住宅確保要配慮者である。 

居住支援は住宅保障が一定程度実現されていないかぎり、支援として成果をうまくあげることが

できない。しかしながら、住宅確保要配慮者にとって、一定の質と手頃な費用負担で入居できる民

間賃貸住宅は圧倒的に不足している。このことへの対応は、居住支援を担う団体のみで解決できる

ことではない。政策として対応すべきことである。とりわけ手頃な費用負担の実現については課題

が多い。手頃な費用負担は物件に対する手当と人に対する手当の二つがありうる。人に対する手当

には市町村独自の家賃補助、生活保護制度における住宅扶助、住居確保給付金などがある。住居確

保給付金はコロナ禍で利用が急増している。本来、住居確保給付金は就労政策の一環として期間を

限って活用できる制度である。コロナ禍でこれらの要件は緩和され、利用が急増し、居住不安定層

の存在が一挙に可視化された。地域包括ケアシステムでは住まいは基盤として示されているが、基

盤である住まいを保障する仕組みが極めて脆弱であることが露呈されたとも言える。 
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図６-１ 住宅保障と居住支援（作成：筆者） 

 

6.1.2 第６章で取り扱う居住支援の範囲 

 本研究会の扱う「居住」の範囲は極めて広い。第６章を記述するにあたって明確にすべきは、以

下の２点であろう。 

＜論点１：対象となる「居住」の範囲はどこか＞ 

本研究会では、①住宅政策・住宅市場で扱う住宅に加えて、②福祉政策や司法政策等で扱う福祉

施設（特別な居住）も「居住」の範囲として扱っている。福祉施設が住まいになる可能性も十分に

あるからである。一方、居住支援に携わる関係者は、現在のところ、「住宅確保要配慮者が民間賃

貸住宅を確保し、安定的な居住をつくりあげるまでの支援」を居住支援として捉えている。この状

況を踏まえ、本章では民間賃貸住宅における居住支援に焦点化して、居住支援のプロセスの記述化

と構造的整理を行う。すなわち、①の住宅のうち、民間賃貸住宅のみを対象とする。①の住宅のう

ち、持家、公営住宅、ＵＲ・公社住宅、社宅は対象としない。②の福祉施設も対象としない。ただ

し、安定的な居住のゴールは地域生活の密接に関連しており、地域には様々な人々が暮らしている

ことから、居住が安定化するにつれて、支援プロセスの記述化と構造的整理は、必然的に、住宅確

保要配慮者のみを対象とした記述から、あらゆる住居に住まう全ての地域住民を対象とした記述へ

と広がりをみせることとなる。 

＜論点２：居住支援に資する新たな不動産事業やエリアマネジメントは含むのか＞ 

居住支援は福祉と不動産の双方の視点から記述することができる。福祉から記述する居住支援は

ソーシャルワークの視点であり、住宅確保要配慮者への支援過程に沿って記述することとなる。こ

れにかかわるコストは制度事業から手当されることが基本となる。不動産から記述する居住支援は

不動産事業の視点であり、民間賃貸住宅の所有者である家主への支援のほか、不動産管理手法その

ものの改善、保険商品や見守り商品、新たな社会的不動産事業の開発、エリアマネジメントまでを

含む。居住支援に資するという観点からは、地域資源や社会的共通資本として位置付けられるよう

な不動産事業であることが不可欠である。これらは市場経済として回していくことになるが、地域

のなかで経済が循環するシステムであることが好ましい。本章では、まず、包括的居住支援プログ

ラムの全体像を、福祉と不動産の双方の視点を織り交ぜて整理する。ここではミクロなソーシャル
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ワークを前提としつつ、メゾなソーシャルワークにも力点を置く。次いで、ミクロな居住支援を詳

細に整理する。ここでは、今日的なトピックスも扱う。 

 

6.2 包括的居住支援プログラムの概念整理 

 

6.2.1 包括的居住支援プログラムの概念整理 

 居住支援について白川は「入居前、入居後、死後といった支援対象者がおかれた時間軸を支援者が

共有し、アセスメントを深めながらそれぞれの段階において賃貸人、支援対象者が必要とする支援を

関係機関・団体等が連携しながら実践することにより、住宅の供給又は喪失の予防と安定的でつなが

りのある地域生活との一体的実現を図るものである」と定義している。この定義からもわかるよう

に、居住支援は時間軸と空間軸の双方で捉えることが有益である。 

時間軸とは、①住宅確保のフェーズと、②入居後の居住継続のフェーズを指し、高齢者を対象とす

る場合には、これに③死後対応というフェーズが加わる。 

空間軸とは、①住宅という物理的空間が確保されること（Houseの確保）、②物理的空間が確保さ

れることで生存の欲求と安全の欲求が満たされ、支援者との信頼関係が深まるなど孤立感が解消さ

れ、住宅が安定的な身の置き処となること（Homeの獲得）、③親和的欲求が一定程度満たされたこと

で、自尊や承認の欲求への関心が高まり、就労、居場所、社会参加など地域での暮らしへと関心が向

き始めること（Communityへの所属）といったように、本人の生活圏が住宅から地域へと広がること

を指す。 

 

6.2.2 包括的居住支援プログラムの全体像 

時間軸と空間軸の双方を意識して、包括的居住支援プログラムの全体像をざっくりと整理したもの

が図6-2である。 

 

◆福祉としての居住支援 

白抜き部分を指す。類型①～類型②までがある。類型①aと類型①bは、類型①に付随して行われる

場合がある。 

【類型①】ミクロな居住支援。相談援助職による住宅確保－居住継続－死後対応という一連の個別支

援を指す。 

【類型①a】参加支援に必要な拠点や居場所の整備をも行う居住支援。ミクロな居住支援が一定レベル

まで達すると、本人の関心は地域社会へと向かっていく。就労や活動や交流を通じた参加

支援が求められ、地域の拠点や居場所が大きな意味をもつ。通常は類型①の一貫として地

域の社会資源を活用して対応するが、拠点や居場所の整備を法人や支援団体が自ら行う場

合もあり、類型①aはそれを指す。拠点は居住支援の対象者に加えて持家や公営住宅、福

祉施設に居住する者などあらゆる地域住民に開かれているのが基本であり、地域福祉や共

生社会と表裏一体の関係にある。またこういった拠点は地域の共有財であり、パブリック
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でもプライベートでもない、「みんなのもの」としての性格をも併せ持つことが本来的に

は望ましい。 

【類型①b】住宅という物件については町の不動産店と連携して探し、本人が家主と賃貸借契約を結ぶ

こととなる。しかしながら、福祉施設や福祉サービスを展開する団体のなかには、自ら物

件を所有したり、サブリースすることで、居住の選択肢を増やし、緊急性や困難性に対応

する場合がある。これが、類型①bである。 

【類型②】圏域における資源開発とネットワーク構築としての居住支援。現時点では、居住支援協議

会や社会福祉協議会が中心となって進められることが多い。この取り組みが成熟すると

困難ケースの検討会が地域で行われるようになり、ミクロレベルの居住支援とメゾレベ

ルの居住支援の好循環に結びつく。 

 

図6-2 包括的居住支援プログラムの全体像 

（高齢者住宅財団「高齢者の見守り等の支援のあり方の人材育成にかかる調査研究事業報告書」より筆者加筆） 

 

 

◆不動産事業/エリアマネジメントとしての居住支援 

オレンジ部分を指す。類型③と類型④がある。類型③は現時点でも居住支援の構成要素として認識

されているが、類型④をそのようには認識する者はまだ僅かである。 

【類型③】住宅確保に焦点化した取り組み。不動産仲介の窓口に福祉専門職を配置する取り組み、債

務保証保険、IoTを用いた安価な見守り、これらのパッケージ商品などで家主の不安軽減

を図る取り組みなどを指す。 
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【類型④】居住支援に資する不動産事業やエリアマネジメント。居住の安定化を促進させるために、

どのように住宅や拠点をデザインし、配置させ、エリア全体をマネジメントし、地域循環

型経済を回していくかという取り組みを指す。居住支援に資する不動産事業を社会的不動

産事業という言葉で表すこともある。ソーシャルワークの言葉を借りれば物理的環境への

積極的な介入、あるいは、促進要因としての物理的環境の整備ともいえる。住宅や拠点を

社会的共通資本とあるいは「みんなのもの」として整えていくことは居住支援に資する取

り組みである。 

 

◆社会的不動産事業について 

社会的不動産事業とは、住宅確保要配慮者をはじめとする居住不安定層の住宅確保を念頭に、利潤

の追求よりも公益への貢献を重視した不動産事業のことを指す。手頃な費用負担で、なおかつ賃貸借

契約がしやすい住宅を整備することはもちろん、入居後の居住の安定化に資するような併設機能の整

備なども含む。 

社会的不動産事業の担い手には不動産関係者と福祉関係者の双方が考えられる。類型①bは福祉事

業者による不動産事業の取り組みだが、こういった担い手が自ら社会的不動産事業を企画し、事業化

しようとする動きが始まっている。この場合の課題としては、福祉関係者の多くが不動産事業そのも

のに精通していないことが指摘できる。一方、不動産関係者が社会的不動産事業に取り組む際の課題

としては、ハード整備にとどまりがちなこと、居住継続に必要な見守り・生活支援・サービス調整あ

るいは死後対応といった支援について詳しくないこと、ビジネスとしての利潤追求と公益への貢献と

いうバランスのとり方が難しいことなどが指摘できる。どちらが担うにせよ福祉と不動産の双方の知

識を必要とすることが分かる。 

社会的不動産事業という言葉そのものに、公的機関ではなく、民間事業者による解決を目指そうと

する方向性を感じとることができる。北欧やオランダの社会住宅のような民間でも行政でもない主体

による住宅整備という思考が、日本にはまだ育っていないと言えるのかもしれない。  

 

 

6.3 ソーシャルワークとしての居住支援プロセスの詳細 

 

6.3.1 居住支援プロセスの記述と整理 

 図6-2の包括的居住支援プログラムのうち、類型①（類型①a、類型①bを含む）のミクロな居住支

援の過程を詳細に記述したものが図 6-3である。保健医療福祉サービスの質を図る指標にはストラク

チャー、プロセス、アウトカムの３つがある。構造、過程、結果ともいう。図 6-3はこれにも対応さ

せている。以下、プログラムの詳細について解説する。 
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図6-3 ソーシャルワークとしてのミクロな居住支援プログラム（作成：筆者） 

 

◆ストラクチャー 

 ＜相談窓口＞、＜恒久的住宅＞、＜一時居住＞の３つに整理した。 

相談窓口：不動産の仲介窓口、福祉の相談窓口の双方がある。前者は住宅確保のみを必要としてい

る者に適しており、後者は伴走的支援を必要とする者に適している。とはいえ、本人は自分に適った

相談窓口がどこであるかは把握していないことが殆どである。福祉の相談窓口は高齢、障害、子ど

も、女性、生活困窮、生活保護と対象者別に設置されているが、今後は包括的な相談窓口、包括的な

相談支援体制が必要と指摘されており、いずれの窓口でも居住支援の相談を一定程度受け止める体制

が必要になると考えられる。 

恒久的住宅：住宅の入手経路は不動産仲介による一般仲介物件が過半を占めるが、福祉事業者が自

ら物件を借り上げて転貸するサブリース物件、福祉事業者が自らオーナとなる所有物件もある。これ

らは類型①bの取り組みとなる。 

一時居住：安定的な住宅を確保するまでに一時的に身を寄せる住居を指す。住宅の場合もあれば、

施設の場合もある。制度で規定されたものとしては、生活困窮者支援の自立支援センターや一時生活

支援事業、障害分野の通過型グループホームや宿泊型自立訓練、司法分野の更生保護施設、子ども分

野の母子生活支援施設などが該当する。 
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◆プロセス①：住宅確保 

＜本人を中心とした調整＞と＜家主との調整＞の２つに整理した。住宅確保は貸し手（家主）と借

り手（本人）が賃貸借契約を締結することで成立するので、この二つの調整は表裏一体の関係にあ

る。 

本人を中心とした調整：町の不動産店を訪ね、物件を探し、内覧し、緊急連絡先や保証人あるいは

孤独死対応を含めた保険商品を契約し、賃貸借契約を結び、引っ越しを行い、水道、ガス、電気をひ

くまでの支援を指す。 

家主との調整：本人のプロフィールや生活状況を伝えるとともに、孤立死対応を含めた各種保険や

債務保証、見守りなどを整え、家主の不安を軽減し、賃貸借契約に至るまでの調整を指す。 

 

◆プロセス②：見守り～参加支援 

 入居後の生活支援に該当するもので、＜見守り＞、＜生活支援＞、＜サービス調整＞、＜権利擁護

＞、＜参加支援＞の５つに整理した。 

見守り：見守りは多義的に使われている言葉だが、ここでは安否確認、緊急通報、駆け付け、定期

訪問、相談の５つに整理した。見守りの手段、担い手、価格は様々である。 

生活支援：買い物支援、家事支援、金銭管理、服薬を含めた健康管理などを指す。 

サービス調整：制度で個別給付されるものを指す。医療保険、介護保険、障害福祉サービス、生活

保護制度などである。ケアマネジャーやケースワーカーなど担当職員がつくものもある。 

権利擁護：本人の意思決定を支援することを指す。具体的には成年後見制度、社会福祉協議会によ

る日常生活自立支援事業などを用いた支援となる。 

参加支援：本人の住宅での生活の安定と並行して、社会参加への支援が必要となる。近隣との関係

づくり、居場所やサロンの紹介、就労支援などが該当する。社協による助け合いなども含まれる。参

加支援は、民間賃貸、持ち家、公営住宅、特養や障害者ＧＨなどの福祉施設、どこに住んでいようと

人々が求めることである。居住支援に取り組む団体と話していると、地域居住と地域福祉は同じゴー

ルを目指していると感じる。 

 

◆プロセス③：死後対応 

本人が亡くなった後の様々な対応を指す。死亡時を想定して第三者と結ぶ死後事務委任契約のほ

か、死亡時の諸手続、葬儀、納骨、遺品整理、家財処分などがある。高齢者の場合には想定しておく

ことが望まれるプロセスである。 

 

◆アウトプット、アウトカム 

支援の成果を表す概念にはアウトプットやアウトカムがある。図 6-3には記載していないが、居住

支援のアウトカムには住まいに関する相談件数、物件契約数、その後の生活支援までを担った件数な

どが該当する。アウトカムには居住の安定化、共生社会の実現などが考えられる。 
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◆支援体制の標準化 

図 6-3には、プロセス①～プロセス③を経て、矢印にて下に行き、ストラクチャーに戻る箇所に＜

支援の標準化＞を点線で標記している。この点について触れておきたい。 

事業所において居住支援の実績や経験を積み重ねていくと、相談窓口でのインテーク→アセスメン

ト→プラン作成までの流れに一定のルールやパターンが形成されたり、対応する職員間の話し合いを

経て様々なツールが開発されていく。このように居住支援の実践を重ねていくと、標準的な相談体

制、アセスメントツールの開発、支援マニュアルの整備、特定の不動産店との連携強化、標準的に活

用する保険商品の整理、転宅後の生活支援の一般的な進め方などが蓄積され、これらがストラクチャ

ーに形式知あるいは実践知として蓄積され、支援の標準化や支援の体制整備が進み、新たな取り組み

に着手する時間的余裕が生まれ、この好循環が続くことで支援の質が向上する。この一連の過程を表

したものが＜支援の標準化＞である。居住支援の取り組みを開始した時点では蓄積がないため、存在

しない項目である。実践を積み重ねていくなかで、はじめて生み出されるものであるため、上述した

表現を用いた。 

 なお、居住支援は一つの法人のなかで完結するものではなく、住宅、福祉、司法、行政など様々な

機関との連携が不可欠である。よって、支援の標準化には、居住支援協議会や他の居住支援法人との

連携強化なども含まれる。 

 

 

6.3.2 今日的なトピックスについての整理 

以下では今日的なトピックスについて整理する。取り上げるトピックスは、①相談窓口と機能分

担、②見守りサービス、③死亡時の対応、④事業継続性、以上の４点である。 

 

◆相談窓口 

住宅確保要配慮者のＡさん、事情があって今の住宅を退去することとなり、新しい賃貸住宅が必要

となった。相談に行くのはどこだろうか？これはＡさんのプロフィールによって異なる。 

Ａさんがなんらかの福祉サービスを利用している場合、あるいは利用することが決まっている場

合、そこが窓口となる。福祉サービスを利用している障害者、介護保険を利用している高齢者、児童

養護施設や母子生活支援施設などに入所している子どもや母子、シェルターに一時居住している生活

困窮者、生活保護受給者などが想定される。もちろん、担当者自らが物件探しをするのではなく、居

住支援を担う団体（居住支援協議会や居住支援法人など）と連携して支援を行う場合も多い。 

Ａさんがそれまで福祉サービスを利用していない場合はどうであろうか。福祉で住居探しをしてく

れるとの認識はないであろうから、まちの不動産店を巡り、「自分は住宅が借りにくい立場なのだ」

と気づき、途方にくれることとなる。そして、その先、自分の知っている相談窓口に行くことにな

る。具体的には、行政（どこの部局が担うかは理解していないことが大変である）、高齢であれば地

域包括支援センターであろう。それ以外に、福祉を利用していない市民に広く知られている相談窓口

はないように感じる。 
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以上からもわかるように、相談窓口をどのように配置し、どのように周知するかは極めて重要であ

る。整備の方向性としては、①福祉サイドの相談窓口で居住支援を担っていく方法、②不動産サイド

の相談窓口で住宅確保要配慮者に対応する方法、の二つがある。 

①については、現行の福祉制度に照らしあわせて分野別あるいは者別のなかで居住支援に対応する

方法と、分野別や者別を超えた相談窓口を設ける方法とが考えられる。新たな相談窓口を独立して全

国に広く設けるのは現実的ではないため、分野別や者別に窓口を設けつつ、困難ケースを中心に専門

の窓口を設けるのが妥当かもしれない。分野別や者別の窓口としては、高齢であれば地域包括支援セ

ンター、障害であれは自立支援協議会、困窮であれば生活困窮者の自立支援相談窓口、若者であれば

子ども・若者相談窓口などが想起される。分野別や者別を超えた相談窓口としては、居住支援協議会

や実績を数多く積み重ねている生活困窮系の居住支援法人などが考えられるだろう。 

②については、いくつかの不動産仲介事業者が取り組み始めている。よく知られているのは、R65

不動産、神奈川ロイヤルであろう。R65不動産は高齢者限定の不動産仲介業であり、神奈川ロイヤル

は相談窓口に社会福祉士を設置するとともに、有料老人ホームや高齢者住宅の紹介業にも取り組んで

いる。 

 

以上から、相談窓口は、【Ａ】不動産系の相談窓口、【Ｂ】分野別あるいは者別の福祉系の相談窓

口、【Ｃ】分野別や者別を超えた福祉系の相談窓口（居住支援法人、居住支援協議会）、この３つに

整理される。【Ａ】→【Ｂ】→【Ｃ】にいくほど、複雑で困難なケースとなる。【Ａ】は住宅確保ま

での支援で事足りるケースであり、【Ｂ】は居住継続までの伴走的支援、【Ｃ】は【Ｂ】のなかでも

複雑で困難なケースに該当する。ソーシャルワークの言葉で整理すると、【Ａ】はソーシャルワーク

も手掛ける不動産仲介の相談員、【Ｂ】は住まいのソーシャルワークをも担うソーシャルワーカー、

【Ｃ】は専門特化した住まいのソーシャルワーカーとなる。なお、昨今は分野別あるいは者別をこえ

て複合的な課題を抱える世帯に対しての重層的支援体制が求められており、その対応も図られつつあ

る。【Ｂ】の分野別や者別といった言葉は、主たる対象者を指しているにすぎず、分野別や者別を超

えた包括的相談支援事業を目指すなかでの居住支援である、と捉えたほうがいいだろう。以上を踏ま

えて、相談窓口と利用者像を整理したものが図 6-4である。 

統合のレベルでよく知られている、リンケージ、コーディネーション、フルインテグレーションで

整理すると、【Ａ】はリンケージとしての居住支援、【Ｂ】はコーディネーションとしての居住支

援、【Ｃ】はフルインテグレーションとしての居住支援に概ね相当する。 

筆者が【Ｂ】に相当する地域包括支援センターや障害の自立支援協議会で居住支援を手掛ける団体

にヒアリングした際に印象に残ったことがある。それは、居住支援というテーマへの気負いがなかっ

たことである。具体的には、「居住支援ということを特段、意識しているわけではなくて…」、「障

害者の地域移行の一環ですから…」、「生活課題の一つだから…」という言葉が聞かれた。そういっ

たなかで、居住支援の実績を積み上げることができた理由として、「生活全般の相談に対応するなか

で、居住について重点的に支援すべきケースに巡り合うことがある、その時に居住は専門外だからと

いって、居住支援協議会や居住支援法人にボールを投げるのではなく、連携しつつ主体的に取り組む

ことを心掛けている、その積み重ねで居住支援ができるようになる」、そんなコメントがあった。ま

とめると、彼らは何らかの支援を必要とする人の暮らしや生活全般を支えることを目指して相談に対
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応している。そして、相談内容を紐解いていくと居住や住まいに関する問題が見え隠れしていること

に気づき、福祉サービスの調整と並行して、居住に係る支援を行っているに過ぎない。また、その際

の居住先は民間賃貸や公営住宅だけではなく、グループホームや施設や一時的な居住を含むこともあ

る。賃貸住宅ありきではない。何らかの支援を必要とする人の相談支援プロセスの一部に、居住支援

が含まれるということなのだろう。 

このように考えると、居住支援を特殊なものとして捉えるのではなく、相談援助職が当たり前のよ

うに担える支援として位置づけ、一般的な居住支援はそれぞれの相談窓口で担い、困難ケースは居住

支援協議会や居住支援法人と協働する、そんな将来像が望ましいのだと思う。 

 

図6-4 相談窓口の類型化（作成：筆者） 

 

◆見守りサービス 

ここ数年、見守りに関するサービスの開発が市場で進んでいる。この背景には、このサービスを必

要とする者が単身高齢者を中心に急増すること、見守りが福祉のメニューとして制度化されていない

こと、この二つが指摘できる。障害分野での自立生活援助、社会的養護分野でのアフターフォローな

どでは対応しているが、利用できる期間が限定されている。高齢分野や生活困窮分野では対応する制

度がない。貸主と借主では見守りに求める機能には違いがある。貸主が求めるのはリスク回避として

の見守りであり、生存確認と死亡の早期発見にほかならない。借主が求めるのは救命と他者との情緒

的な関係であり、誰かとつながっていたいという希望である。どちらに力点を置くかで、求められる

サービスは異なる。 

見守りの機能には安否確認、緊急通報、駆け付け対応、電話相談、定期的な訪問がある。概念図を

図6-5に示す。最も安価な見守りサービスは生存確認に機能を絞った安否確認であり、AI検知を備え

た室内ライト（検知型：センシング）、携帯電話や固定電話への安否確認メッセージサービス（セル

フ連絡型）などがある。月額 1,000円から2,000円程度で商品として実用化されている。いずれも工

事は不要で、初期費用も安価である。ミニマムな見守りとして普及すれば、貸主のリスク回避には役
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立つであろう。ミニマムな見守りは貸主の不安軽減のためと考えれば、貸主が負担するのが筋であ

る。しかしながら、その費用は最終的には家賃に転嫁されることになるかもしれない。 

借主が求めるつながりまでを見守りサービスでカバーすることは、各種相談や定期訪問を実施する

ことを意味する。これらの実現には人の手当が必要であり、一定の費用がかかる。場合によっては、

サービス付き高齢者向け住宅の基本サービス並みの費用となり、その負担を低所得の借主に求めるの

は現実的ではない。よって、つながりは、参加支援や居場所づくりで対応するのが妥当である。そこ

から地域での互助が醸成され、ゆるやかな見守りが重層的にカバーされていくことが望ましい。 

 

図6-5 見守りの機能とサービス（作成：筆者） 

 

◆死亡時の対応 

物件内での死亡や孤独死は、家主が高齢者への貸出を拒否する理由の一つとなっている。これに関

連して、心理的瑕疵の定義の解釈、死亡時の残置物処理について整理が進んでいる。 

心理的瑕疵については、2021（令和3）年10月に「宅地建物取引業者による人の死の告知に関する

ガイドライン」が公表された。孤独死は原則として告知義務はないが、長期間放置され特殊清掃等が

必要なものは告知が必要と提案されている。自室で亡くなっても速やかに発見されれば、事故物件化

しないということである。在宅ケアが進むなか自宅での死亡は普通の出来事になっており、現状に沿

った適切な対応策である。 

残置物については、2021（令和3）年6月に「残置物の処理等に関するモデル契約条項の策定につ

いて」が国交省より通知された。単身高齢者が賃貸借契約を行う際に、単身高齢者と受任者（居住支

援法人や管理業者等）の間で残置物処理等に関する契約を結び、死亡後の事務処理を円滑に行うもの

となっている。死亡時に発生する賃借権と遺留品等の相続という民法上の課題について対応した内容

であり、こちらも現状にそった適切な対応策である。 

以上の２点により、死後の対応に関する法的な課題は解消に向かうと思われる。ただし、家主の心

理的な負担は残る。 

  



86 

 

◆福祉事業としての事業継続性の確保 

福祉としての居住支援は「相談支援＋社会的不動産事業＋見守り＋介護や障害などの制度サービス」

から構成される。このうち、福祉事業者にとって馴染みがあるのは、相談支援、見守り、介護や医療な

どの制度サービスの３つである。しかしながら、居住支援の対象者像からみて、この３つで事業継続に

必要な費用を確保することは容易ではないだろう。 

相談支援については、福祉分野に限ったことではないが、そもそも対価として利用者から費用を徴収

することは日本では浸透していない。公的事業として費用を手当てするしかないが、介護保険における

居宅介護支援事業がそうであるように、事業を安定的な行うことは容易ではない（居宅介護支援事業は

赤字事業である）。見守りについては、安価な見守りサービスで対応可能であり、これらは市場にある

サービスを活用することとなるだろう。もちろん、他の福祉事業（例えば、訪問介護や定期巡回、ある

いはサービス付き高齢者向け住宅の基本サービスの地域展開等）と複合化させて自前で対応することも

ありうる。居住支援を必要とする者は、身体的な低下が著しいわけではないため、介護や障害などの制

度サービスを頻繁に利用するわけではない。よって、ここから事業継続に必要な利益を確保することも

難しい。 

このように考えてくると、福祉事業者であっても、何らかの不動産事業に取り組み、事業としての安

定性を確保することを目指したほうがいいかもしれない。例えば、不動産仲介業に取り組み、物件の仲

介手数料で相談業務を持続的に成立させることが考えられる。実際にいくつかの福祉団体は不動産仲介

業を手掛け始めている。例えば、家主と交渉して福祉事業者が自ら賃貸借契約を結び、それを居住支援

を必要とする者へサブリースをすることが考えられる。賃料とサブリース料の差益で、手厚い見守りや

居場所の費用を捻出する取り組みが、困窮者支援を担う団体を中心に始まっている。緊急性や困難性か

ら、一般の家主の物件では賃貸借契約まで至ることは難しい対象者がいるのも事実であり、物件の選択

肢を増やすという観点からも妥当な取り組みと思われる。このほか、空き家や空室の多い物件を買い取

って、所有者となり、リノベーションして居住支援に資する社会的不動産事業を営む方法もあるだろう。 

福祉事業者には不動産事業に関する知識が、不動産事業者には福祉事業に関する知識が必要であり、

単独行うのではなく、居住支援という共通の目的に向かって両者が事業として協働することも一考に値

する。 
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第７章 住宅政策から居住保障政策へ 

祐成 保志 

 

 

7.1 ユニバーサル・ベーシックサービス（UBS） 

 

7.1.1 住宅政策の転換 

2006（平成18）年、８期 40年にわたって継続された住宅建設計画が終了し、日本の戦後住宅政策

は大きな転換点を迎えた。住生活基本計画（2006年度～）は、地方分権、ストック活用、市場重視

の方針を鮮明にした。その一方で、住宅市場で不利な立場に置かれる人への対応も課題となった。

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）」

（2007年）は、国と地方公共団体に、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進、す

なわち、入居を困難にする社会的な障壁を取り除くための施策を講ずるよう求めた。同法は支援の

対象として住宅確保要配慮者とともに賃貸人（家主）に言及した（６条）。さらに、地方公共団

体、住宅供給者、支援団体などが組織する居住支援協議会についての規定を設けた（10条）。 

2017（平成29）年、住宅セーフティネット法の大幅改正が行われ、住宅確保要配慮者の入居を拒

まない民間賃貸住宅を登録する制度が設けられた。改正法では、居住支援を行う NPO法人、社会福

祉法人、営利企業などのうち、一定の基準をみたす団体を、都道府県が居住支援法人として指定す

る制度が導入された。居住支援法人は、住宅確保要配慮者を対象に、登録住宅にかかわる家賃債務

保証のほか、賃貸住宅への入居時および入居後の情報提供や相談援助を行う（改正法 42条）。 

2021（令和3）年に策定された住生活基本計画（全国計画）は、８つの目標の一つに「住宅確保要

配慮者が安心して暮らせるセーフティネット機能の整備」を掲げた。「（１）住宅確保要配慮者

（低額所得者、高齢者、障害者、外国人等）の住まいの確保」に加えて「（２）福祉政策と一体と

なった住宅確保要配慮者の入居・生活支援」という方針を示し、住宅政策と福祉政策の緊密な連携

を重視する。 

日本の住宅政策は、第 3章で考察したハウジングの複合性への対応を図るという点で、住宅建設

政策から居住保障政策へと再編成されつつある。この転換は、いまだ兆候というべき段階にあるの

かもしれない。それを自覚的に進展させるためには、いま現に起きている変化を位置づけるととも

に、将来に向けて起こすべき変化を展望するための座標軸が必要である。このような観点から本章

が注目するのは、「ユニバーサル・ベーシックサービス」（UBS）および「ユニバーサル・ベーシッ

クアセット」（UBA）という政策構想である。 

 

7.1.2 ベーシックサービスの思想 

UBSは、2017（平成29）年頃からイギリスで提唱されているものである。ベーシックサービスと

は、誰もが必要とする基礎的・基幹的なサービスを指す。支払い能力に関係なく、それらのサービ

スを受ける権利を保障するというのが、UBSの考え方である。公共サービスを原則的に無償で提供す
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るといえば、荒唐無稽な主張と受け止められるかもしれない。しかし、日本でも義務教育のように

無償であることが定着している分野があり、高校の授業料や子どもの医療費などの分野に拡大して

きた。UBSはこれをハウジング、栄養、交通、情報といった領域に拡張しようとする。 

経済学者のＩ・ゴフによれば、UBSは、人間の必要（needs）についてのいくつかの前提――人間

観と言ってもよい――をおいている（Gough 2019）。第一に普遍性。欲求（wants）は人それぞれだ

が、人間には普遍的な必要（＝参加、健康、自律性）が存在すると考える。第二に複数性。必要

が、互いに代替不可能な複数の領域からなるというもので、UBIとの明確な相違点である。第三に飽

和性。必要はやがて飽和に達するため、すべての個人の必要を充足することは可能であるとされ

る。 

提唱者たちは、UBSには、公平性、効率性、連帯性、持続可能性という強みがあると主張する。と

りわけ、気候変動のもとで顕在化してきた人間社会の持続可能性の危機と、その緩和に向けた政府

の役割という観点から、UBSの倫理的な優位性が強調される（cf. Gough 2017）。 

 

7.1.3 ベーシックサービスとしての居住保障 

では、UBSは居住保障をどう扱うのだろうか。ゴフは、ハウジングを物的なインフラと福祉サービ

スの結節点に位置づけ、その固有の意義を示唆した（Gough 2019）。Ａ･クートとＡ･パーシーによ

る『ユニバーサル・ベーシックサービスを支持する理由』（Coote and Percy 2020）は、居住保障

がUBSに含まれるべきであると明言する。それは、「安全で充足的な住宅は、生涯を通じて健康、

自律性、社会参加という基本的な必要を満たす経路」だからである（Coote and Percy 2020: 

86）。「逆に、ホームレス状態や不安定な居住は障壁になり、ヘルスケア、所得保障、刑事司法な

どの分野における高コストの介入の引き金にもなる」（ibid.）。居住保障への適切な投資は、短期

的には割に合わなくとも、長期的には社会に配当をもたらす。 

その一方で、教育、医療、ケアとは異なり、無償化にはなじまないとされる。 

「UBSの原則をハウジングに適用することは、あらゆる人に無料の住宅を与えることではな

い。安全で充足的で低負担の（アフォーダブルな）居住を保障することである」（Coote and 

Percy 2020: 76）。 

安全性とは、居住権が保護されており、住まいやその周辺の環境を自分でコントロールできるこ

とである。充足性とは、住環境の質が良好で、居住者が多様な属性をもち、住宅の建設や運営に関

わる意思決定に参加できることを指す。低負担の居住を実現するための手段として、開発・建築・

改修への公的資金の投入、開発利益の制限、不動産課税、土地の公有、コミュニティ土地信託、供

給者への補助金、居住者への現金給付、家賃統制を挙げている。 
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7.2 ユニバーサル・ベーシックアセット（UBA） 

 

7.2.1 ３つの普遍主義  

UBSの提唱者たちは居住保障を重視する。もっとも、資源の分布のパターンが医療や教育と大きく

異なるため、その手段は選別的とならざるを得ない。ユニバーサル（普遍的）、ベーシック（基盤

的・基幹的）という状態を実現しようとするとき、居住保障が扱いづらさを抱えている点に注意し

たい。UBSにおける居住保障の隘路を打開するための手がかりを与えると思われるのが、「ユニバー

サル・ベーシックアセット（UBA）」の考え方である。 

UBAは、UBSと前後して米パロアルトの IFTF（未来研究所）と、フィンランドのデモス・ヘルシン

キが発表したものである。デモス・ヘルシンキの報告書『新時代の普遍主義―再分配をこえて』

（Neuvonen and Malho 2019）は、より具体的で、かつ、居住保障に明確な位置づけを与える。同報告

書は、UBI、UBS、UBAを次のように整理している。 

 

 

 ユニバーサル・ 

ベーシックインカム

（UBI） 

ユニバーサル・ 

ベーシックサービス

（UBS） 

ユニバーサル・ 

ベーシックアセット

（UBA） 

主要なアセットは 

なにか 

・お金 ・お金 

・公共サービス 

・アセットの多様性 

いかなる社会的条件を

みたす必要があるのか 

・豊富な就業機会 

・高水準の政府支出 

・豊富な就業機会 

・高水準の政府支出 

・柔軟な所有の仕組み 

いかなる意味で 

普遍的か 

・あらゆる市民が同一の

給付を受ける権利を有

すること 

・あらゆる市民が同一の

公的サービスを享受で

きること 

・あらゆる市民が公的ま

たはオープンなアセッ

トを享受できること 

どのような所有形態を

優先するか 

・私的 ・公的 ・私的 

・公的 

・オープン／コモンズ的 

どのように公正さを達

成するか 

・最小限の所得が無条件

に保障される 

・生活に必須の財・サー

ビスが等しく利用でき

る 

・生活に必須の財・サー

ビスが等しく利用でき

る 

・コモンズにもとづくア

クセス 

背景にどのような 

行動観があるのか 

・合理的 ・文脈的 ・協働的 

・動的 

・文脈的 

表 7-１ ３つの普遍主義（Neuvonen and Malho 2019: 22） 
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7.2.2 コモンズというアセット 

UBAは、UBIが分配しようとする私的な資源、すなわち一人一人が自由に使える無条件の現金給付

と、UBSが重視する公的な資源、すなわち医療や教育のようなサービスをカバーしている。それだけ

ではなく、さらにコモンズというアセットも含んでいるという点に注目したい。 

「人びとがコモンズ――はっきりした形をもつものというよりも、散らばっていて目に見えない

もの――を所有（または分有）しているという感覚を強化することで、公正さ（fairness）を高

めることができる。やがて、人々はこれらのアセットをより適切に利用し、これらの共通の資源

に貢献する責任を引き受けるであろう。」（Neuvonen and Malho 2019: 40） 

コモンズは人びとの共通の資源であり、それを分有する人びとの不断の関与なしには維持できな

い。報告書の付論「アフォーダブル居住のための方策の実例」は、住宅協同組合（housing 

cooperative）を、コモンズとしてのアセットの具体像として挙げる。 

「大規模な住宅協同組合（housing cooperatives）は多くの国で中心的な担い手となっている

が、その役割を強化し、所有権と意思決定の構造を組み換えることで、利用者がコントロールと

パワーを有する共通のアセットとしての協同組合という発想を支えることができる。」

（Neuvonen and Malho 2019: 52） 

 

そして、事例として三つの都市が紹介される。 

①ヘルシンキ 1）居住保障の権利（憲法第19条「公的機関は、すべての人のハウジングへの権利 

と、自らのハウジングを整える機会を促進しなければならない」）、2）社会住宅の建設割合の 

政策目標、3）住宅の所有形態の多様性、4）ゾーニングと土地政策の指針としての社会的ダイバ 

ーシティ 

②ウィーン  1）住宅税、2）公営建設機関、3）公有地取得、4）入札の社会的評価基準、5）賃貸 

居住を基本とする都市 

③バークレー 分散型コモンズを構築する革新的な資金調達モデル 

 

7.2.3 レジームとしての普遍主義 

デモス・ヘルシンキによる整理は、UBI、UBS、UBAが、それぞれにユニバーサル（普遍的）である

ことを目指しつつも、普遍性についての異なった見方にもとづいていることを教える。これをふまえ

て宮本太郎氏は、UBAの正当性が、UBIが掲げる「一律性」や UBSが重視する「同質性」ではなく、

「最適性」にあると指摘する。 

宮本氏は、最適性について、「一人ひとりが抱える多様な困難に応じて、必要なサービスや現金給

付の最適な組み合わせが提供されうること」（宮本 2021: 28）と規定し、「専門家の相談支援を受

け、試行錯誤できる仕組み」（宮本 2021: 29）がこれを担保するとしている。宮本氏が、現代の福祉

国家にとって最も重要なコモンズとして「コミュニティ」を挙げるのは、それが、「社会とつながり

続け承認を得る（そのことで自己肯定感を得る）」（宮本 2021: 23）ことを可能にし、単線的なルー

トではなく試行錯誤ができる時間と空間としての居場所を提供するからであろう。 
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さらに宮本氏は、２つの普遍主義を区別する必要があると指摘する。ベーシックインカムとベーシ

ックサービスが「制度」として文字どおりの普遍主義を追求するのに対して、ベーシックアセットは

「レジーム」としての普遍主義というべき立場をとるという。 

「個別のサービスのあり方や現金給付の額は、人によって異なっていて、所得制限付きの制度も

含まれる。だが誰もが必要なときに、いずれかのアセットを活用して社会参加を実現できるとい

う点で、普遍的なのである。大事なことは、アセットのパッケージを受け取る集団と受け取らな

い集団が二極化しない、ということである」（宮本 2021: 302）。 

「試行錯誤できる仕組み」（または「コモンズにもとづくアクセス」）と「レジームとしての普遍

主義」は、居住保障政策に普遍性を持たせる際に、きわめて重要な発想であると思われる。 

 

7.3 居住保障における普遍主義 

 

7.3.1 規制と給付 

では、レジームとしての普遍主義を居住保障の領域において具体化するとはどういうことか。まず

は、居住保障政策の構成要素を俯瞰するところからはじめたい。 

武川正吾氏は、福祉国家の住宅政策史を概観し、住宅政策の主要な分野を、おおむね導入順序に沿

って、①住宅基準、②家賃規制と借家権の保護、③公共賃貸住宅の建設、④民間賃貸住宅への助成、

⑤持家取得のための補助、⑥住宅手当の給付の６つに整理した（武川 1996）。これらは、大都市の労

働者が劣悪な賃貸住宅、民間の零細な家主が供給していた住宅を改善または代替することを目指した

ものであり、そのための手段は規制と給付に大別される（表 7-2）。 

 

 民間賃貸住宅への対処 

代替 改善 

介入の 

手段 

規制 
 住宅基準、家賃規制、借家

権保護 

給付 
政府による直接供給、持家

取得補助 

家主向け補助、借家人向け

住宅手当 

表 7-２ 民間賃貸住宅への対処と手段 

 

国立社会保障・人口問題研究所（2021）は、国際比較において給付の側面に注目した。社会住宅と

住宅手当に注目して、主として経済学・財政学の観点から、定量的なデータを用いて分析している。

他方で、居住保障のための規制の国際比較としては、LSEのＣ・ホワイトヘッドのグループの『新世

紀の民間賃貸セクター』がある（Whitehead et al. 2012）。その中心的な問いは、政府の規制が民間

賃貸セクターに与える影響、とりわけ、その規模に与える影響である。 

民間賃貸セクターを政府が規制する根拠は、住宅という商品の性質に求められる。需要と供給の時

間差、情報の非対称性、家主と借家人の力の不均衡といった理由から、「住宅市場は全体として、と
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りわけ民間賃貸住宅において、さまざまな市場の失敗の餌食となる。このため、より効率性を高める

ための政府介入がほぼ不可欠である」（Whitehead et al. 2012: 25）とされる。 

 

7.3.2 規制と給付の関係 

重要かつ歴史的にも古いのが家賃規制である。家賃規制は、多くの国々で次のような経過をたどっ

た（Whitehead et al. 2012）。①20世紀初めに導入され、戦間期に定着したのが第１世代の家賃規

制。名目家賃の凍結により実質家賃が大幅に下落したが、家主の採算が悪化して撤退する家主が続

出、補修や改修のための投資が控えられ、住宅の質は悪化した。②1970年代の石油危機後、より柔軟

な第２世代の家賃規制に転換した。家賃の引き上げ条件が緩和され、コスト上昇の上乗せ、インフレ

率との連動が認められた。③第３世代は、契約時に一定のルールにもとづいて市場家賃を反映した当

初家賃が決定され、契約期間内は引き上げが規制される。 

とくに重要なのは第２世代である。家賃規制を緩和することはそれだけ家賃が上がるということに

なるが、それをカバーするだけの住宅手当を導入することによって、住宅のアフォーダビリティと市

場の効率性の両立を目指した。日本の場合も家賃統制を解除していったが、住宅手当を導入せずに緩

和だけを進めた。1970年代に、日本と欧州諸国はかなり違った経路をたどることとなった。 

現在でも欧州各国で住宅手当は広範に利用可能で、社会住宅に住んでいても民間賃貸に住んでいて

も、国によっては持家に住んでいても住宅手当を利用できる。さらに、もう１つ大事な要素として、

住宅の質の規制がある。これは家賃規制と併用されることで効果を発揮する。つまり、家賃規制が強

く、かつ住宅や設備の質が高ければ家賃を緩和するという仕組みを導入することで、家主の投資が促

進される。規制が広く適用されているからこそ、政策目的に応じた緩和が可能になる。 

 

7.3.3 テニュア中立的な政策 

ただし、規制の副作用もある。既存の借家人の利益が守られやすい、というのはその一つである。

日本の借家法も同じ性質を持っているが、新規の借家人や将来の借家人の負担によって既存の借家人

の利益が守られるという側面がある。こうしたことを放置すると、規制を通じて、借家人の間での利

害対立が高まるおそれがある。借家人・家主の双方に対する給付を通じて、こうしたマイナスの効果

が生じないようにする必要がある。 

『新世紀の民間賃貸セクター』の続編である『民間賃貸住宅の役割』（2016年）は、イギリス、ド

イツ、オランダ、デンマークに絞って、より詳細な分析を行っている。結論として、「ドイツの経験

は、家主と借家人に高度の確実性を提供するより洗練されたアプローチが、低インフレ社会では有効

に機能することを示唆している」（Whitehead et al. 2016: 11）との評価を下した。 

成功例とされるドイツの居住保障の特徴は、テニュアによって利益・不利益が大きくならないよう

に設計されている点である。UBAを提唱するデモス・ヘルシンキの報告書が取り上げた事例では、ヘ

ルシンキがこれに近い。どんなタイプ、どのセクターの住宅を選んでも居住者の負担が均等になるよ

うに市場に介入するテニュア中立的な政策は、居住保障においてレジームとしての普遍主義を具体化

するうえで、有力なモデルを提供している。 
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7.4 居住支援の課題 

 

7.4.1 居住と支援の相互補完 

前節では居住保障政策の構成要素を検討した。先行研究では物的基準と所得の保障に力点が置かれ

ていた。しかし、UBSはもとより、UBAもサービスの保障を重視していた。居住保障におけるサービス

について考えるためには、再び、イギリスのハウジングマネジメントに着目することが有益であろ

う。先に述べたように、ハウジングマネジメントへの認識が深まったのは 1980年代である（Spicker 

1989; Sprigings 2017）。公営住宅からハウジングアソシエーションへの移管のほかに、もう一つの

変化があった。それは、コミュニティケアである。1988（昭和63）年のグリフィス報告、1990（平成

2）年のコミュニティケア法によって、一連のコミュニティケア改革が進んだ。そこでハウジングの役

割についての議論が重ねられた。いかにして住宅部門とコミュニティケアの連携を図るかに議題が絞

られていった（Shaw, Lambert and Clapham 1998）。 

当時の研究の到達点を示すのが、ハウジングマネージャーやソーシャルワーカーに対する調査にも

とづいて書かれたＢ・フランクリンの論考（「ハウジングとサポートに関する議論における言説とジ

レンマ」『ソーシャルケアとハウジング』1998年）である（Frankin 1998）。 

コミュニティケア法の目的は、人々が施設ではなくコミュニティで生活し、それを可能にする適切

なケアと支援サービスを受けられるようにすることであった。しかし、多くの人々がそのシステムの

外にとどまっていた。自宅での生活が困難な人に、住宅の選択肢や利用可能な支援サービスについて

のアドバイスや情報を提供するサービスが著しく不足していた。 

他方で、ハウジングとサポートが一体的に提供される施設では、特定のサポートを利用することを

条件として、居住が確保される。専門的なケアを集中的に受けることができる半面、サポートの条件

が変わると住まいを失い、施設を離れるとサポートまで失う可能性がある。そして、ハウジングとサ

ポートの一体化は、利用者（入居者）の依存的な態度を誘導するおそれがあることも指摘されてきた

（Franklin 1998: 170）。そこで、居住と支援をいったん切り離したうえで、利用者のニーズに沿っ

た支援計画を立案することが有効とされた。 

「理想として求められるのは、ハウジングとサポートが相互に補完し合い、当事者が納得しうる

最大限の自由を提供するような、支えとなる環境である。」（Franklin 1998: 177） 

この「ハウジングとサポートの相互補完」という考え方には、居住支援についての鋭い洞察が含ま

れている。その意味するところは、ハウジング（居住）とサポート（支援）が、つねに両立するとは

限らないということである。居住と支援の間で、対立・矛盾が生じうる。これをいかにして調整する

のか、そして望ましい「支援された居住（supported housing）」（Clapham 2017）を実現するのか。

これは、現在の日本の居住支援と共通する課題である。 

 

7.4.2 住むことの多義性 

第３章では、「houseすること」の意味の変遷について検討した。それは、①自分の住居を建てる

こと、②他者を住まわせること、③政府が居住（適切に住まわされている状態）を保障すること、と
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いうように移り変わった。日本語の「居住」は①に近く、②や③の意味はもたない。また、②や③を

あらわす日常語はない。歴史上の経験が異なるために、②や③の意味が差し迫った課題として意識さ

れにくかったのかもしれない。これを日本の近代化の欠落としてとらえるだけでなく、日本社会に根

差した居住支援のモデルを探求する必要がある。「居住」（住むこと）の多義性について検討するこ

とは、その第一歩となるだろう。 

居住は、異質な行為や状態を包含する複合的な現象である（図 7-１）。 

安心して眠れることが居住にとって不可欠の条件であることはいうまでもない。〈眠る〉ことは住

むことの基底にある。睡眠は、住まいに身体を委ねて主体性が休止している状態であり、住むことの

【受動性】を示している。 

これとは対照的に、住むことは〈作る〉ことでもある。それは、他者に対して自らのテリトリーを

主張し、または他者とともに、環境に働きかけて価値を生み出す活動である。住むことの能動的な側

面、つまり、居住者がある空間を自分のものにしたり、それと並行して自分を作り替えたりする【創

造性】をとらえるには、「住む」という言葉だけでは足りず、「住みこなす」といった表現が必要に

なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-１ 居住の多義性 

 

 

住むことにはもうひとつの重要な側面がある。それは【継承性】である。住宅は長期にわたって使

用されるものであり、それぞれの時点で作られた価値を〈蓄える〉働きをもつ。眠ることも、作るこ

とも、蓄えられた価値を引き出すことによって可能になる。 

このように、居住（住むこと）には、眠る／作る／蓄えるという異質な行為・状態が混在してい

る。さらには、それらが一定のパターンをもって循環的に反復される。居住支援は、この循環が滞っ

たとき、または滞る可能性があるときに、適切な資源を提供し、住むことの循環を維持・回復する活

動と定義することができる。 
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7.4.3 居住支援における包括性 

UBAと居住の多義性についての考察を踏まえると、「支援された居住（supported housing）」は、

支援と居住の最適な組み合わせと読み替えられる。ただし、何が最適なのかはその人をとりまく状況

と意思によって変わる。支援は継続的というよりも断続的で、経路も蛇行的なものとならざるをえな

い。筆者の理解では、居住支援における「包括性」とは、生活の全体を抱え込むことを意味するので

はなく、このような選択と選び直しの可能性を保障することを通じて、居住と支援の組み合わせの最

適性を確保することを指している。 

この意味での包括性を現実のものとするための条件が、7.2.2でふれた「コモンズというアセッ

ト」である。本研究で訪問・聞き取りを行った居住支援のパイオニアの取り組みから、運動体から事

業体への展開を通じて、地域的コモンズの創出に向かう歩みを見出すことができる。 

なお、ここで注意したいのは、コモンズは人々が利用できる共通の資源であると同時に、人びとに

その維持のための貢献を求めるという点である。ところで、UBAはベーシックインカム（UBI）とベー

シックサービス（UBS）に対抗または補完する構想として登場したものである。しかし居住保障に関し

ていえば、UBSとの目立った違いはない。両者の共通点のなかでとりわけ重要と思われるのは、受益

者であるとともに、貢献者としての市民が想定されていることである。このことは、私たちがふだん

意識することのないサービスという言葉の含意とかかわっている。 

社会学者の厚東洋輔氏は、スウェーデンの「社会サービス法」（2001年）を、Ｗ・ベヴァリジの

「社会の安全保障」の構想の具現化と評価したうえで、同法において、サービスが「給付」と「奉

仕」という二重の意味を有することに着目する。 

「〈サービス＝給付〉を受ける人々は、今度は「社会」を構築するために〈サービス＝奉仕〉を

しなければならない。…人々が、「社会給付（サービス）」によって可能になった生活条件を元

手に、「社会奉仕（サービス）」という形で社会への積極的参加を完遂した時、その時実現され

るのが「民主主義と連帯」である」（厚東 2020: 463）。 

この意味でのサービスは、たんに市場で売買される商品にとどまるものではなく、「社会」そのも

のを再生産する営みである。このとき、コモンズとしてのアセットは、UBSと UBAのつなぎ目に位置

している。では、UBSと UBAがともに居住保障を重視する理由は何か。それは、居住がサービスの二

重性が顕著にあらわれる領域であり、社会の再生産の可否がするどく試される現場であるからに他な

らない。居住支援とは、社会が社会であり続けるための条件をととのえる仕事なのである。 
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第８章 むすびにかえて 

- 包括的居住支援実現のための居住政策の仮説的提示- 

大月 敏雄 

8.1 現行住宅政策における居住支援  

 すでに第 1 章で触れたように、現在の日本における居住支援という施策領域は、2007（平成

19）年の住宅セーフティネット法に基づく居住支援協議会の設置と、その延長として 2017（平

成 29）年の同法改正によって登場した居住支援法人の制度によって、大きく方向づけられた。 

 この方向性のもと、主として福祉領域で活躍していたプレイヤーと、不動産領域で活躍して

いたプレイヤーが、それぞれの専門性を活かしながら、容易に住まいを見つけることができな

い人々に対して、適切な居住空間を確保するばかりでなく、居住空間の確保以降の住生活にお

いても、住宅内外での生活、地域生活において、人間らしい質が担保された暮らしが営めるよ

うな応援を、どのように実践できるかということに邁進してきた。 

 ところが、不動産と福祉という、長い間かなり次元の異なる専門領域であり続けていたこの

2領域が、住生活に困っている人々に対して、すぐさま融合的に支援できる体制をとりにくい、

という課題が残っている。2 つの領域を包含するような、行動規範のようなものを早急に打ち

立てる必要がここにある。居住支援は、住宅を見つけたらおしまい、という領域ではないとい

うことの認識が必要である。ここで住宅は目的なのではなく、手段なのである。こうした意味

で、包括的居住支援、という目標を共有する意義が生じるのだと考える。 

 もう一方で、現在の日本社会は、誰しもが安定した居住が損なわれる可能性を容易にもちう

る時代になりつつあるという認識も重要である。2008（平成 20）年のリーマンショックによる

失業と住居の喪失、2011（平成 23）年の東日本大震災とそれに続く各種災害による被災と住居

の喪失、2020年以降のコロナ禍による罹病・失業等にともなう住居の喪失、といった近年の日

本を取り巻く社会経済状況を見ると、実はすでに、多くの人々の生活自体が薄氷を踏むような

状態のところで、ギリギリの普通を保てている、という認識を持たざるを得なくなったという

ことである。 

 日本人がどのようにして、このようにいともたやすく居住の喪失に至りやすくなって来たの

かについては、深い考察と検証が必要だと思うが、いくつかその要因を挙げることはできよう。

例えば、ある人にお困りごとが生じ、その人自身で解決することが難しそうであれば、従来は

家族に相談して解決するのが一般的であったろう。また、「遠くの親戚」よりも「近くの他人」

の方に相談するのが都合よければ、近くの他人に相談するという手も、特に近代に都会に移住

した世帯にとっては重要な解決の糸口だったはずであった。 

 しかし現在においては、家族に頼ろうとしても、まずは家族の数自体がどんどん減少してい

る。兄弟の数が減り、親戚づきあいも減り、離婚という現象もごく普通のこととなっている。

抱樸の奥田さんが指摘されている「家族機能の縮小」である。 

 一方で、「近くの他人」の数も少なくなってきつつある。戸建住宅であれ、集合住宅であれ、

昔だったら向こう三軒両隣はせめて顔ぐらいは知っているという「普通」が、ここ３０年程度

で急速に普通ではなくなっている。それとともに、地域空間・地域社会のマネジメント役であ
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った町内会や自治会も超高齢化で担い手不足が目立つ一方で、新規加入世帯が激減していると

いう状況にある。また、こうした地縁ばかりでなく、社縁のような職場関連のつながりも急速

になくなりつつあり、こうした人々を頼っての生活課題解決の糸口は、ますます細くなってき

ている。 

 このように、単に地球環境の変化が激しくなり、日本の経済状況が悪化しているから、居住

の不安定性が増しているというばかりでなく、お困りごとを抱えざるを得なくなった人が頼れ

る人のつてが薄く、細くなってきているために生じる不安定性も、同時に増しているという認

識が必要そうである。 

 こうした事情で、本研究会では、従来の居住支援のあり方を再検討しつつ、より広範かつ包

摂的に、21世紀型の居住の課題に対応するために、「包括的居住支援」の理念を体系化し、安心

社会構築のための議論の基盤をつくるという目的をもっている。 

 だが、現時点では「包括的居住支援」のあるべき姿を体系化するまでには至っていないもの

の、「包括的居住支援」を構成する骨格は、研究会の議論でほぼ彫琢できており、本報告書では

その骨子を理解していただけるようにはなっていると思うが、次世代の住宅政策（それを、今

後は居住政策に変えていきたいのだが）の基礎として包括的居住支援の概念を据えるための作

業としては、他国、特に西欧の居住政策の理解と日本への応用、そして、その際の法制度論の

検討という課題が残っている。 

 そこで本章では、本報告書のむすびにかえて、「居住支援」活動が「包括的居住支援」活動と

呼べるような活動であるために備えなければならないだろと思われる視座を、仮説的に提示す

ることとしたい。 

 が、その前提としてまず次節では、第 1章での考察を踏まえながら、現在の日本の住宅政策

について歴史的に腑分けを行い、現在において住宅政策として取り組むべき５つの領域を明示

した上で、「包括的居住支援」の実現を目指すならば、「住宅政策」と「包括的居住支援政策」

をセットとして包含する「居住政策1」こそが、目指されるべき次世代の政策となるだろうこ

とを、国連の SDGs との関わりも踏まえて、指摘したい。 

 さらに最後の節においては、その居住政策を展開するために考えておかねばならないいくつ

かの観点を、仮説的に提示しようと思う。 

 

  

 
1 本報告書第 7章で祐成さんが「居住保障政策」という言葉を用いているが、ここでの居住政
策は、ほぼそれに等しい概念である。 
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8.2 21世紀の日本の住宅政策５領域と SDGs 

 

8.2.1「住宅ストック」領域 

 多様な住生活を容れるための器の課題は、100 年近くにわたる日本の住宅政策の歴史の中の

中心分野であり続けた。大正時代に始まった都市問題・住宅問題の核心は、地方から都市部に

流入してくる人々への、新規住宅供給問題であった。これが、戦災と敗戦を契機とした過度な

住宅不足の解消を政策目標とした昭和戦後期の住宅政策にそのままつながり、公庫・公営・公

団といった 1950 年代の公共住宅政策三本柱の構築と、1966（昭和 41）年の住宅建設計画法と

いう、住宅建設を主眼とした住宅政策の基盤となってきた。 

 こうして、1970年代までは、主として戦後 420万戸と推計された住宅不足に、ひたすら対応

する形での、新規住宅ストックの形成というのが主眼の

時代であったし、住宅政策といえば、ほぼほぼ新規住宅着

工戸数を伸ばすこととイコールの時代であった。したが

って、この時代の「住宅ストック」は、今のような「住宅

ストックの質の向上」ではなく、「住宅ストックの新規形

成」の時代だったのである。 

 

8.2.2 「住宅産業」領域の誕生（1970年代-80年代） 

 1973（昭和 48）年に全都道府県で統計上、住宅の戸数が世帯戸数を上回ったことによって、

戦争に伴う大量の住宅不足が一応数の上では解消するのだが、それまでが、新築住宅の数を増

やす政策であったのに対して、今後の住宅政策は「量より質だ」と叫ばれてからは、新築住宅

の面積や部屋数を増す政策、それから、新築住宅に住宅設備を盛り込む政策が 20世紀中の主流

であった。その後、1966（昭和 41）年の住宅建設計画法によって定められた、住宅建設計画の

1976（昭和 51）年版で初めて「最低居住面積」「平均居住面積」が設定され、主として住宅面積

拡大という方針が採用された。それと同時に、戦後の各種の技術開発によって生まれてきた生

活を豊かにする道具、すなわち水、ガス、電気を用いた各種の住宅設備を積極的に住宅に備え

付けることが推進されていった。 

 このように、住宅の戸数や面積を増やすだけではなく、そこに関わる幅広い分野の産業を統

合的に「住宅産業」という言葉に集約することによって、そこをバックアップしていく政策が

打ち立てられ、1972（昭和 47）年に建設省に住宅産業課が設置されたのである。 

 こうして、1970年代から住宅政策上の 2

つ目の「住宅産業育成」領域が誕生し、住

宅ストック形成と住宅産業育成が、住宅政

策の両輪となった。 

  

図 8-1 

図 8-2 

 

1966住宅建設計画法 
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8.2.3 「居住環境の質の担保」領域の誕生（1990年代） 

 「住宅ストックの新規形成」と「住宅産業の育成」は、バブル経済が破綻した頃に、新たな

局面を迎えた。バブルが弾けて、世の中が急速に経済的に落ち込んだ 1990年代においては、住

宅地における防犯が課題となってきた。これに伴い「安心」という領域が住宅政策上重視され

るようになった。さらに、1995（昭和 30）年の阪神・淡路大震災によって、住宅の防災、すな

わち耐震という課題が大きくクローズアップされるとともに、一朝有事の際に地域コミュニテ

ィの中での助け合いがなさればならないことが確認され、地域の居住環境における「安全」と

いう領域の重要性が認識され、「安心安全」という四文字熟語が、住宅政策を語る場面で必ず出

てくるようになった。 

 一方で、この時代はバブル時代から注目されていた住宅地における景観の課題に取り組むと

ころが少しずつ増えてきて、居住環境における景観の問題もクローズアップされてきた。都市

計画上の地区計画制度は 1980（昭和 55）年に始まったが、1990 年代には新規開発住宅地に予

め地区計画を定めることも多くなり、また、バブルの中で高まる開発圧力、特に、戸建住宅地

に高層マンションが建つなどの動きに対抗する形で住民運動の成果として地区計画を導入する

動きも盛んになっていた。このように、90年代は安心安全とともに景観も重視するような、居

住環境の質の向上が目指されるようにもなった時代である。 

 そして、1990 年代にはひとしきり地方分権の議論が進んでいった。1992（平成 4）年には、

都市計画法改正によって地方自治体に都市計画の策定主体が移り、都市計画マスタープランの

策定が義務付けられた。その後、1999（平成 11）年には地方分権一括法が成立し、様々な権限

が地方自治体に以上されるようになってきた。 

 一方で、1994（平成 6）年に国連の定義する「高齢社会」、すなわち 65歳以上の高齢者の割合

が 14％を超えた頃から、高齢化問題が住宅政策上の課題の一つとして浮かび上がってきて、既

存住宅のバリアフリー改修、ノーマライゼーションの領域が次第に重要視され、2000（平成 12）

年制定の介護保険法にバリアフリーのための住宅改修費補助が盛り込まれた（高齢改修）。この

ようなことから、住宅ストック

形成の領域においては、耐震や

バリアフリーというような、ス

トック時代への以降につながる

現象も生まれてきていた。 

  

図 8-3 
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8.2.4 「多様な住生活」領域の誕生（2000年代） 

 2000 年代の住宅政策の転換はなんといっても 2006（平成 18）年に、住宅建設計画法が廃止

され、住生活基本計画が制定されたことであった。それまでの、国が全国の公共、民間にわた

る住宅建設の建設量を指し示し、いわば護送船団的に住宅建設計画を進めていく時代から、住

宅市場を介した住宅の確保を原則とし、そこで確保できなかった人に対して住宅セーフティネ

ットを用意するという二段構えの住宅政策が打ち出されたのだ。 

 1999（平成 11）年に公布された地方分権一括法に代表されるような地方分権の推進や、少し

ずつ広がっていく住宅戸数の伸びと世帯数の伸びの乖離に基づく空き家の増加などを受け、こ

れからは住宅ストックを重視せねばならず、もはや国が主導して全国の住宅供給を推進すると

いう時代ではなくなったという認識と、2001（平成 13）年に発足した小泉政権が推し進める市

場重視の政策による政策転換であった。 

 さらに、こうした動きに加え、1955（昭和 30）年に完成した日本住宅政策三本柱にも、2007

（平成 19）年に大きく手が加えられた。住宅金融公庫は、市場重視型の新たな住宅金融システ

ムへの移行として、民間の住宅金融機能を支援する住宅金融支援機構に生まれ変わった。公営

住宅については公的賃貸住宅の有効活用による住宅セーフティネットの機能向上の一環として、

子育て世帯やＤＶ被害者等の社会的弱者の公営住宅への入居が一層進められるようになった。

さらに、住宅公団を引き継いだ都市再生機構では、民間の都市再生支援の推進が重要事項とし

てうたわれようになった。 

 ただ、その直後の 2008（平成 20）年に起きたリーマンショックと、日本での大量の派遣切り

や路上生活者の増加によって、市場経済の破綻そのものがもたらす住宅問題に関しては、厚労

省所管で 2002（平成 14）年に 10 年の時限立法として制定され、その後延長されたホームレス

自立支援法と、2013（平成 25）年に公布された生活困窮者自立支援法などの、就労支援を中心

とした施策が対応することになっており、これに住宅政策を積極的に重ねていくという方向性

にはならなかった。 

 一方で、急速に進む日本の超高齢社会化も、住宅問題の有り様に大きな影響を与えてきた。

日本は世界に先駆けて、高齢化率 21％を超えた 2007（平成 19）年に「超高齢社会」となり、そ

の翌年の 2008（平成 20）年には日本の人口が減少し始め、今や高齢化率が 3割になろうとする

超々高齢社会に突入している。こうした中、2001（平成 13）年には「高齢者住まい法」が制定

され、高齢者優良賃貸住宅（高優賃）などの認定・支援制度が導入され、その後 2011（平成 23）

年の改正ではサービス付き高齢者向け住宅の制度が導入された。 

 また、これに重ねるように 2007（平成 19）年に住宅セーフティネット法によって、国や地方

自治体が定義する住宅確保要配慮者に対して、入居を拒否しない民間賃貸住宅の確保がうたわ

れ、さらに 2017（平成 29）年にこれを充実させる方向で、セーフティネット住宅の登録制度、

居住支援法人の指定、居住支援協議会の充実が目指されるようになった。 

 これらの動きに加え、2014（平成 26）年に成立した空家特措法は、全国で数を増していく空

き家の中でも、隣地等に害を及ぼすことが確実な特定空家の指定や、行政代執行による取り壊

しをすすめる制度を用意した。さらに、上記した居住支援協議会、居住支援法人が取り扱う、

住宅確保要配慮者に入居してもらう住宅予備軍としての空き家の利用という側面も非常に重要
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である。このように、2000年代の住宅政策においてはまず、住生活基本法を軸として、住宅産

業の育成が、市場を通じた住宅獲得のための条件整備という形に変化し、「住生活産業の展開・

深化」という領域を新たに形成するようになった。 

 一方で、高齢者住まい法、住宅セーフティネット法の整備を通して、「多様な住生活の公正な

保障」に向けた制度整備が徐々に形成され、それまでほぼ、住宅ストック系政策の延長として

の公営住宅のみで対応してきた住宅獲得困難者のための施策から、新たな住宅政策の領域へと

スピンオフしたような状況を示しつつある。このことは、2006（平成 18）年に住宅局内に創設

された安心居住推進課の影響も大きいだろう。 

 さらに、2000（平成 12）年の住宅品確法（住宅の品質確保の促進等に関する法律）に基づい

て導入された住宅性能表示制度の延長として、より高性能の新築住宅の建設に補助金を投じる

流れが生まれ、2008（平成 20）年には「200 年住宅」という超高性能の新築住宅促進策も登場

し、翌年の 2009（平成 21）年には耐震性能や環境配慮性能を一定基準満たした長期優良住宅に

補助金をつける制度が始まった。これのことは、「住宅ストックの形成」から「住宅ストックの

質の向上」への変化の中で、既述の住宅省エネ基準と住宅政策の融合が行われてきたものと見

てよいであろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.2.5 「持続性」領域の誕生（2010年代） 

 2010 年代は、災害の 10 年（Decade）であったといっていいだろう。2011（平成 23）年の東

日本大震災から引き続く、地震や津波ばかりでない自然災害、それによって引き起こされる最

悪レベルの人災である原発災害は未だに継続的に起き続けていると言っていいだろう。そして

2020（令和 2）年に入った途端に、疫病災害とも呼ぶことのできるコロナ禍の問題。それから

2022（令和 4）年に入って勃発した、ロシアのウクライナ侵攻という 20世紀前半的戦禍。2010

年代が主として自然災害によって脅かされた生活の持続性がテーマであったとするならば、

2020年代はひょっとして自然災害と連動して、人間によって引き起こされる複合災害による生

活の持続性への脅威が、国際的社会課題の通底をなすのではないかと思われる。 

 日常生活の喪失は、身近な人びとがいなくなることや、職業がなくなること、そして、自分

の住まいがなくなること、住まいはなくならないけど自分がよそへ移住しなければならなくな

図 8-4 
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ること、といった様々な形態でやってくる。また、コロナ禍のように、職業の喪失がそのまま

住居の喪失に直結することも、多数経験されている。 

 こうした時に、それまで住んでいた住宅とは別の住宅に、緊急避難的に住み、生活再建の筋

道を模索し、安定的な住まいを見つけ、更にそこから生活を展開させていくというような、一

連の筋道が、見通しよく提示されていること、あるいは、提示はされていなくとも比較的短時

間の模索で見通しができることが重要である。幾多の災害で課題となるのは、見通しができる

ことに時間を費やしすぎるあまりに、生きる意欲をなくしてしまうことである。 

 こうしたことを考えれば、単に仮設住宅を何戸用意したとか、災害公営住宅を何戸建設した

とかといったレベルではなく、生活再建の筋道に応じた住宅の確保の支援、というのが本来極

めて重要であることが理解できるはずである。この意味において、戦前期の日本で行われてい

たような、住宅供給と生活支援がセットとなったような、住まいづくり、住まいの環境づくり、

つまり居住政策が極めて重要なのである。 

 また、コロナ禍で一段と注目された DXも、2022（令和 4）年の国の住生活基本計画で重視さ

れたが、本来は、上記したような住宅再建、生活再建の筋道をいち早く見つけるための集団と

して重要なのである。このためには、民間賃貸、公営、公社、UR、サ高住、有料老人ホーム、

といった供給主体別に、バラバラに提供されている住情報が、一体的に提供され、生活再建の

筋道をつけるために DXが応用されるべきである。さらに、引っ越しに必ずつきまとう、大量の

証明書の取り寄せや、サイン、数々の捺印。こうした、生産性を著しく引き下げる原始的手続

きこそ、住宅政策方面で DXを活用すべき、重要なポイントであろう。  

 

8.2.6 ５つの課題領域と SDGs 

 

 上述のように、現在までの日本の住宅政策の展開を振り返りながら、「多様な住生活」「住宅

ストック」「居住環境」「住生活産業」「持続性」といった 5つの課題領域が形成されてきたこと

を見てきたわけだが、この 5 つの領域に国連の SDGs を筆者なりに置いてみたものが、図 8-5

（次頁）である。 

 戦後日本の住宅政策の出発点であった、住宅不足に対応する住宅ストックの形成から進展し

てきた「住宅ストック」の領域には、基本的には「11.住み続けられるまちづくりを」しか張り

付かなさそうだ。「持続性」と絡めると「7.エネルギをみんなに、そしてクリーンに」が今後張

り付いていくと思われる。 

 日本の住宅政策に次に出てきた「住生活産業」に目を向けると、ダイレクトには「12.つくる

責任、つかう責任」が張り付き、「8.働きがいも経済成長も」もここにくっつくだろう。これを

「持続性」と絡めてみると「9.産業と技術革新の基盤をつくろう」や「13.気候変動に具体的な

対策を」を貼り付けることができよう。 

 更に、歴史的にはその次に出てきた「居住環境」には、住教育という意味で「4.質の高い教

育をみんなに」を貼り付けることは可能そうである。 

 最後に、「多様な住生活」のか大領域に注目してみると、「1.貧困をなくそう」「2.飢餓をゼロ

に」「3.すべての人に健康と福祉を」「5.ジェンダー平等を実現しよう」「10.人や国の不平等を

なくそう」「16.平和と公正をすべての人に」「17.パートナーシップで目標を達成しよう」とい
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うふうに、7つのアジェンダを貼り付けることができる。 

 ちなみに、「6.安全な水とトイレを世界中に」「14.海の豊かさを守ろう」「15.陸の豊かさを守

ろう」は、人間が地球環境を利用する上での基盤であり、すべての人間活動の基礎なので、全

てに関係しているし、特に日本では現時点では、豊かな海に囲まれた自然豊かな島国であるに

も関わらず、水にも恵まれているという、奇跡的な環境の希少性を十分に認識した生活実践が

深可決なのだろう。 

 こうしてみてくると、「住宅ストック」に 2つ。「住生活産業」に 4つ。「居住環境」に 1つ。

「多様な住生活」に 7つ。そして共通基盤的な類型として 3つ。というふうに、SDGsバッヂを

貼り付けることができる。もちろん、この貼り付け方は千差万別で、人によって結果が異なる

ことは当たり前である。しかし、どう考えても、いま日本で大流行している SDGsを少しでも多

く、住宅政策領域で達成しようとすると、「多様な住生活」の実現に目を向けざるを得ないこと

は確実であろう。また、「住宅ストック」でも「住生活産業」でも、「持続性」との関連の中で

3つの SDGsバッヂを貼り付けることができたことを考え合わせると、今後の住宅政策は住宅ス

トック質の向上は堅持しつつも、「多様な住生活の保障」と「持続性」を両輪として駆動する方

向性で、住宅生活産業育成と居住環境の質の担保の領域を巻き込みながら、推進していくべき

だと考えられる。 
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8.3 包括的居住支援実現のための居住政策の仮説的提示 

 

8.3.1 包括的居住支援実現のための居住政策 

 これまで考察してきたことを総合的に表現すると、包括的居住支援は戦後日本の住宅政策で

はほぼ実現不可能である。なぜなら、従来の住宅政策はハコ（ハード）を供給することに主眼

が置かれすぎていて、多分にソフト領域である居住支援との連携が困難だからである。そこで、

「居住政策 ≒ 住宅政策（ハード）×包括的居住支援政策（ソフト）」という政策領域を新た

に設定し直すことで、「多様な居住生活（誰でも）の公正な保障（平等にソフト・ハードへアク

セスできる）」を実現し、「いざ（高齢／病気／障害／DV・・・）となっても、地域の中で暮ら

し続けられる住まいの確保」を実現できることを具体の目的に据えた居住政策が目指されるべ

きだと、仮説的に提示したい。 

 

8.3.2 住宅政策（ハード）が目指すべきもの 

 従来の戦後日本の住宅政策は、公営住宅、公共住宅、セーフティネット住宅（家賃低廉化補

助）といった、ハード施策であった。ハード整備は引き続き重要であることは論を俟たないが、

今後の住宅政策が具備すべき要件として、以下の点を掲げておきたい。 

・生活扶助対応型の低家賃市場の形成（零細家主支援、空き家活用） 

・住情報流通の一元化（民賃、公営、公共、サ高住、有料老人ホーム を一元的に「地域の住

まい」として捉え直す） 

・多様な人を受け入れることができる住宅の多様性確保（バリアフリーからユニバーサルデザ

インへ） 

・地域生活を考慮したデザイン（外部との接点・視線を考慮／縁側、ベランダ、玄関脇の椅子・・・） 

・空き家活用による地域的対応（地域型空き家予防と連携）（町内会自治会活動と連携） 

 ただし、こうした住宅ストックの活用においては、消防法、建築基準法（省エネ／耐震基準）

等の規制の柔軟な見直しや、補助が不可欠である。 

 

8.3.3 包括的居住支援政策（ソフト）が目指すべきもの 

 従来の居住支援、とくにソフト領域の支援は、生活扶助（生活保護）、住宅確保給付金（生活

困窮者自立支援）において「者別」に取り扱われてきた。 

 今後の包括的居住支援政策（ソフト）領域においては、対象となる人々が多面的な属性を持

ちながら地域の中で総合的に生きる人びとであることに、より一層目を向けなければならない

だろう。例えば、本報告書で河西さんが触れていた、イギリスにおける潜在的ホームレスネス

の支援や、災害時（含コロナ禍）における一時的対応などが、目指すべき方向性を示している

と思われる。 

 そして、支援の対象となる人々が、「地域で暮らし続けること」「地域の中で住まいを見つけ

ること」「地域の中での暮らしが持続すること」を、保証するという観点が、必ず備わっていな

ければならないだろう。なぜなら、地域において「誰ひとり取り残さない」事が重要であるか
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らだ。 

 また、多様な住生活の保障の仕方の中に、公正性が担保されていなければならない。その人

の特性に合わせた形での、 （ハード・ソフトへの）アクセシビリティの確保は、DX等を利用し

た対応も求められていくだろう。 

 

8.3.4 居住政策実現の仕組み（人とハードとソフトをどうつなぐか） 

 「居住政策 ≒ 住宅政策（ハード）×包括的居住支援政策（ソフト）」を実現していくため

には、自治体を基盤として、介護保険分野で取り組まれている地域包括ケアシステムの居住バ

ージョンの構築が、有効であろうと考えており、これは以下のような構成となろう。 

（協議会レベル）居住支援協議会：自治体ごとの人材・情報プラットホームとして、現行の居

住支援協議会を脱皮させることが重要で、そこが包括的居住支援の「相談窓口」となる。た

だ、非縦割型組織とならないことが重要である。 

（プレイヤー・事業者）居住支援法人：これは地域に複数あってよい）→（課題）ソーシャル

／ビジネスとしての持続性 

（人レベル）ハウジング・マネージャー：この語は本報告書で祐成さんが解説されているが、

住まいのことも福祉のことも理解できる、中継役である。ケアマネの居住版といってもよい。

もちろん、下記の「包括的居住支援の七人の士（さむらい）」と連携することが不可欠だが、

ケアマネのような、独自の独立専門性確立も必要である。 

（専門家レベル）包括的居住支援の七人の士（さむらい）：社会福祉士・看護師・宅建士・建築

士・税理士・行政書士・弁護士といった、既成の専門家等の動員が考えられる。必ずしも 7人

である必要はなく、一つの地域に張り付く必要もなく、それこそ DXを駆使したネットワーク

構築が必要であろう。 
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第 3部: 調査・資料編 

「包括的な居住支援」に向けた 

国内の多様な支援の現場から 
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3.1. 調査対象団体抽出の経緯 

研究会では、国内の居住支援の取組について、6団体に対する訪問調査（またはオンライン

によるインタビュー）を実施した。調査対象団体抽出に当たり、研究会では下記のような意見

交換を行いながら、最終的に調査対象団体を抽出した。 

①「包括的居住支援」をイメージした際に、既往研究における類型のいずれかにあてはまる団

体や地域の取組を中心に考えてはどうか。 

②その際、団体として「ハコを持っている」場合と、団体として「ハコを持っていない」場合

では、活動のフレームや手法が異なるのではないか。双方のタイプを考慮する必要があろ

う。 

調査対象団体は、本報告書第 6章「図 6-2 包括的居住支援プログラムの全体像」で示した

中でも、「福祉としての居住支援」（図の白抜き部分）の類型①～類型②からスタートした団

体と言える。類型①aと類型①bは、それぞれ別個に所有する場合もあるが、今回は、いずれ

の団体も、規模の違いはあるものの双方の機能を保有していた。また、一部団体では、事業展

開を進める中で、一部類型③、④の機能も併せ持つようになってきている。 

 

 

【団体として、ハコ（住宅）を持たない】 （下記 類型②に相当） 

① 社会福祉法人福岡市社会福祉協議会     （福岡県福岡市） 

【団体としてハコ（住宅）を持っている】 （下記 類型①a、類型①bに相当） 

② 特定非営利活動法人南市岡地域活動協議会  （大阪市港区南市岡地区） 

③ 一般社団法人コミュニティネットワーク協会 （東京都豊島区） 

④ NPО法人わっぱの会            （名古屋市北区大曾根） 

⑤ 一般社団法人つくろい東京ファンド     （東京都中野区） 

⑥ 特定非営利活動法人抱樸          （福岡県北九州市） 

 

※ なお、一般社団法人 コミュニティネットワーク協会とNPО法人 わっぱの会については、団体

の取組のうち、特定のエリアを対象としたプロジェクトについて、とりまとめの対象とした。 
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資料 本報告書第 6 章 井上由紀子委員原稿より転載 

（高齢者住宅財団「高齢者の見守り等の支援のあり方の人材育成にかかる調査研究事業報告書」 

より筆者加筆） 

6.2.2 包括的居住支援プログラムの全体像 

◆福祉としての居住支援 

白抜き部分を指す。類型①～類型②までがある。類型①aと類型①b は、類型①に付随して行われる場合がある。 

【類型①】ミクロな居住支援。相談援助職による住宅確保－居住継続－死後対応という一連の個別支援を指

す。 

【類型①a】参加支援に必要な拠点や居場所の整備をも行う居住支援。ミクロな居住支援が一定レベルま

で達すると、本人の関心は地域社会へと向かっていく。就労や活動や交流を通じた参加支援が求

められ、地域の拠点や居場所が大きな意味をもつ。通常は類型①の一貫として地域の社会資源を

活用して対応するが、拠点や居場所の整備を法人や支援団体が自ら行う場合もあり、類型①a は

それを指す。拠点は居住支援の対象者に加えて持家や公営住宅、福祉施設に居住する者などあら

ゆる地域住民に開かれているのが基本であり、地域福祉や共生社会と表裏一体の関係にある。ま

たこういった拠点は地域の共有財であり、パブリックでもプライベートでもない、「みんなのも

の」としての性格をも併せ持つことが本来的には望ましい。 

【類型①b】住宅という物件については町の不動産店と連携して探し、本人が家主と賃貸借契約を結ぶこ

ととなる。しかしながら、福祉施設や福祉サービスを展開する団体のなかには、自ら物件を所有

したり、サブリースすることで、居住の選択肢を増やし、緊急性や困難性に対応する場合があ

る。これが、類型①b である。 

【類型②】圏域における資源開発とネットワーク構築としての居住支援。現時点では、居住支援協議会や

社会福祉協議会が中心となって進められることが多い。この取り組みが成熟すると困難ケースの

検討会が地域で行われるようになり、ミクロレベルの居住支援とメゾレベルの居住支援の好循環

に結びつく。 

◆不動産事業/エリアマネジメントとしての居住支援 

オレンジ部分を指す。類型③と類型④がある。類型③は現時点でも居住支援の構成要素として認識されているが、類型

④をそのようには認識する者はまだ僅かである。 

【類型③】住宅確保に焦点化した取り組み。不動産仲介の窓口に福祉専門職を配置する取り組み、債務保証

保険、IoT を用いた安価な見守り、これらのパッケージ商品などで家主の不安軽減を図る取り組

みなどを指す。 

【類型④】居住支援に資する不動産事業やエリアマネジメント。居住の安定化を促進させるために、どのよ

うに住宅や拠点をデザインし、配置させ、エリア全体をマネジメントし、地域循環型経済を回し

ていくかという取り組みを指す。居住支援に資する不動産事業を社会的不動産事業という言葉で

表すこともある。ソーシャルワークの言葉を借りれば物理的環境への積極的な介入、あるいは、

促進要因としての物理的環境の整備ともいえる。住宅や拠点を社会的共通資本とあるいは「みん

なのもの」として整えていくことは居住支援に資する取り組みである。 

参考 図 6-2 包括的居住支援プログラムの全体像（再掲） 
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3.2.  対象団体の居住支援のプロセス 

 

3.2.1 調査仮説 

研究会での議論を通じて、居住支援のプロセスを、前述のとおり、「住宅確保とその後の生

活支援・参加支援までを行うミクロな支援」と「圏域における資源開発とネットワーク構築の

取組」に分け、さらにそれらを次のように項目建てしたところ、調査対象団体においては、濃

淡はあるものの、現状ほぼすべての項目における、自身または連携・協働による取組実践（あ

るいは準備中）が確認された。 

「住宅確保とその後の生活支援・参加支援までを行うミクロな支援」 

Ⅰ 相談支援 

Ⅱ 住宅確保支援 

Ⅲ 生活支援 

Ⅳ 死後事務対応 

「圏域における資源開発とネットワーク構築の取組」 

Ⅴ 活動拠点 

Ⅵ 関係性づくり・参加の機会確保 

 ※なお、今回のヒアリング調査では、上記以外の、例えば以下の点についての聞き取りは 

できておらず、今後の検討課題となっている。 

・各団体のミクロな居住支援における、一貫した支援の具体的なケース検討 

・事業としての事業継続性の観点からの確認・検討 

・10年先、20年先を見据えた地域像あるいは、それらを踏まえたネットワークの在り方 

団体間のネットワーク、居住支援協議会の在り方、自治体の役割等の好事例など 

 

前述のとおり、調査対象６団体のうち、①社会福祉法人福岡市社会福祉協議会は、居住支援

協議会事務局でもあり、福岡市全域という面としての地域全体を対象とした、自法人による

取組を含む資源開発とネットワーク構築を目的として活動している。 

上記以外の５団体については、「住宅確保とその後の生活支援・参加支援までを行うミクロ

な支援」を展開していく中で、利用者の参加の前提ともなる「活動拠点の設置による参加や交

流の場づくり」や、利用者にとって選択肢を増やす、あるいは緊急性や困難性に対応するため

の「所有やサブリースによる住まい（ハコ）の確保」「保険商品、債務保証等」についても、

合わせて展開している点が共通している。 

基本的には、活動の主たる部分は自団体で担い、必要に応じて地域の他の支援機関や他団

体と連携・協働しているが、⑤一般社団法人つくろい東京ファンドの場合は、当初から、「ハ

ウジィングファースト」の理念に基づく支援実践を目的と掲げる国内７団体のネットワーク

による活動として位置づけ、ネットワークとしては、すべての取組を見据えているものの、団

体としては、主に「住宅確保」の役割を担っている。 

それぞれの選択の背景としては、団体の活動目的や地域の中での立ち位置・組織としての

性格、地域での他の資源との関係性や地域特性等、様々な要素が重なっていることが想定さ

れる。 
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3.2.2 組織の出発点としての性格 ～「地域の協議体」か、「運動体」か 

 

◆協議体としての取組・展開 

  ～地域福祉推進、安心して暮らせる地域運営の推進体として（事例①、②） 

例えば、①と②は、市域と連合町内会という範囲の違いはあるものの、地域の「協議体」と

して、対象とする地域全体に目配りしながら、ミクロな支援の実施主体としての活動ととも

に、地域全体の資源の開発や発掘、調整を担う役割も担っている。 

特に①は、市社会福祉協議会（以下「社協」と記載）としての取組であるが、「民」として

の行政との立場の違いを強く認識しながら、社協としての小地域の福祉実践による地域との

関係性の強さを強みとして、市域全体の市民ニーズや資源（潜在的な資源等含め）の開発と民

間企業を含めた民民のネットワークによる積極的展開の要としての役割を担っている。さら

に、これらの取組は、市社会福祉協議会としての取組であるとともに、市の居住支援協議会と

しての取組でもあることが特長的である。 

利用者層も、高齢者等で居住の継続・住み替えに不安をもつ市民、地域移行を目指す障害者

等を幅広く包摂している。また、参加の手法としては、利用者本人の地域への参加はもとよ

り、いかに幅広い市民の理解や共感を喚起し、支援への参加の出番をつくり行動変容を促す、

その結果として、誰もが安心して暮らし続けられる地域をつくるという点にも注力している

点が特長的である。 

②は、人口７千人規模の小学校区エリアを中核として立ち上げられた、新たな仕組みとし

ての自治協議体としての取組である。「地域活動協議会」は、旧来の自治会・町内会に代わる

大阪市の新たな仕組みとして2013年に創設された。これは、地域団体やNPO、企業など地域の

まちづくりに関するさまざまな団体が集まり、協力しながら多分野における地域課題の解決

やまちづくりに取り組んでいくための協議体で、地域活動団体としては、唯一、区長の認定が

必要となる半公的な組織という性格上、当初より、一定の面としての地域の中で、上述のよう

な役割が求められているといえる。 

当該地域は、災害や戦争による壊滅的な被害を乗り越えてきた区民の「つながりの強さ」が

「強み」とされる地域であるが、南市岡地区ではそこにさらに当該地域ならではの条件が付

加されている。それらの一つは、協議会幹部は、地域の不動産所有者あるいは長年不動産管理

業に携わっており、必要な物件の確保と地域との調整双方が容易な立ち位置にあることであ

る。少子高齢化、人口減少が進む中で、いかに、より多くの人に住み続けてもらうか、新たな

住民を招くことができるか、そのためにいかに魅力ある地域とするか等を課題として、ある

種かつての「家守」のような役割を果たしているようにも見受けられる。その際にめざす「魅

力ある地域」とは、人々のあたたかなつながりや信頼関係がある、どんな環境に育った子ども

も安心して社会への一歩を踏み出せる、そのためには互いに胸襟を開く、隣人としてできる

ことは連帯感をもって助け合う等の取組を進めている。 
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◆福祉領域の運動体としての取組スタートから、居住支援を含む、多様な手法によるまちづ

くりの事業体、不動産分野等他領域との連携によるエリアマネジメント機能構築をも射程

に（事例③～⑥） 

③～⑥は、対象や手法、規模の違いはあるものの、ある種「運動体」としてスタートをきっ

た団体と言える。 

③は、いわゆる住宅確保要配慮者層を視野に入れつつ、当事者参画による予防的積極的な、

高齢期の住まい方の開発とコミュニティづくりを、コミュニティビジネスの手法で展開して

いくことを目指している。神戸での活動を発祥とする法人が、長い経験を経て、2018年に豊島

区でのプロジェクトと巡り合い、大都市の低所得の高齢者等の住まいと居場所づくり・出番

づくりを通じて、周辺住民を含めたコミュニティづくりに乗り出した。 

④は障害者の地域居住支援（脱施設化）から、⑤・⑥は、すでに住居を喪失した人・住宅喪

失の危機にある人（ホームレス等）への住宅確保と生活継続の支援からスタートしている活

動で、最も活動年数の短い団体でも25年、長い団体では50年の経験を有している。 

運動体としての活動を展開していく中で、新たな独自事業を開発しつつ、それらの制度化

を推進したり、委託等の事業を通じて行政との関係を構築しながら、合わせて当事者の地域

参加、共生のコミュニティづくりへと、いわば事業体としての取組が広がりを見せている。 

対象者は、利用者のニーズや必要性に応じて、運動体として開始した当初の利用層から拡

がりをみせ、必要な事業は創る、複数の組織・法人形態を使い分ける、あるいは行政の委託を

受ける、住まいの確保やその後の生活支援の実施に当たり、不動産事業者（団体）との協力・

連携、地域の他のＮＰОや生協等の福祉系の団体とのネットワーク構築を図る。さらに、地域

住民の共感づくり等関係性の拡がりが確認されている。 

 

3.3. 各団体の取組の概要 

以下、ヒアリング調査結果について、概要を記載する。 

ご多忙中、長時間のヒアリング調査にご協力いただいた団体の皆さまに、改めて感謝申し

上げたい。 

 

記録 一般財団法人日本総合研究所 
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① 福岡市社会福祉協議会 住まい・まちづくりセンター                    
  https://fukuoka-shakyo.or.jp/sumai.html 

【基礎情報】 

所在地(自治体名) 福岡県福岡市 人口 
161.9 万人 

（R4.2.1） 
活動の範囲 市全域 

地域概況 

 

 

 

○福岡市の高齢化率は一貫して上昇はしているもののその値は全国に比べ低く、2025 年で

24.8％、2040 年でも 31％と予測されている。しかしながら、高齢者数、特に後期高齢者

の増加は顕著で、2025 年には、2015 年の 1.6 倍になることが予測されている。 

〇当市では、全世代を通じて単独世帯比率が高い傾向にあり、2020 年には、単独世帯数

が 2 人以上世帯数を上回っている。今後は高齢単身世帯が増える見込みで，特に後期

高齢者の単身世帯の急増が予測される。 

〇住宅の所有関係は，持家 36.8％，借家の割合が 61.0％である。（平成 25 年度調査） 

○行政単位としての７つの区。概ね中学校区を範囲とする日常生活圏域ごとに地域包括支

援センターが設置されており、小学校区を単位とする自治協議会（自治会）、校区社会

福祉協議会が組織化されている。 

団体の活動開始年 社会福祉協議会としての活動開始は 1952（昭和 27）年 

居住支援開始年 居住支援関連の取組開始は      2011（平成 23）年 

居住支援法人指定の

有無 
居住支援法人の指定を受けている 

取組の経緯 

※居住支援関連 

Ｈ２３ ずーっとあんしん安らか事業 

Ｈ２６ 住まいサポートふくおか（福岡市居住支援協議会事業） 

【厚労省】低所得高齢者等住まい・生活支援モデル事業 H26～28 

【国交省】重層的住宅セーフティネット構築支援事業    H29～ 

Ｈ２８ 社会貢献型空家バンク 

【国交省】スマートウェルネス住宅等推進モデル事業 H28～30 

【中央共同募金会】赤い羽根福祉基金 H28～30 

【国交省】空き家対策の担い手強化・連携モデル事業 R1 

Ｈ２９ やすらかパック事業 

Ｒ１  終活サポートセンター設置 

Ｒ２  住まい・まちづくりセンター設置 

Ｒ２  居住支援法人事業 

【国交省】居住支援法人事業補助金 

Ｒ２  協定を締結 

・西日本シティ銀行「終活に係る包括支援の連携協定」 

・ふるさと創成の会「SDGｓプラットフォーム形成協定」 

Ｒ２ コロナ禍を乗り越え、地域共生社会の実現を目指す実証実験事業 

【ニッセイ財団】高齢社会地域福祉チャレンジ活動助成 

実施している 

居住支援の概要 

◆社協としての取組スタンス全般 

◦民間団体である社協だからこそ、開拓性・即応性・柔軟性を発揮した支援活動が実現可能 

◆居住支援に関する取組の全体像 

 自ら実施 他と連携協働 

Ⅰ 相談支援 ○ ○ 

Ⅱ 住宅確保支援 ○ ○ 

Ⅲ 生活支援  ○ 

Ⅳ 死後事務対応 ○ 〇 

Ⅴ 活動拠点の有無 ○ ○ 

Ⅵ 関係性づくり・参加の機会確保 ○ ○ 

◆取組実績等 

・住まい相談 1,342 件 （平成 26 年度～令和 2 年度末の合計） 

・終活相談  1,648 件 （過去２年） 

https://fukuoka-shakyo.or.jp/sumai.html
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◇◇インタビュー調査から◇◇  

◆市社協としての取組スタンス 

・もともと市社協として、制度のはざまにある問題に向かい、セーフティネットの最後の砦になる、という考えを示してい

る。これを受けて、制度で対応できる部分については行政や各事業者で対応してもらい、社協としては、制度で

は対応できない部分のインフォーマルな生活サポート等を、多様なステークホルダーと組みながら実施していく。そ

れを具体的にどのように、どこまで開拓していけるかが、社協の最大の 2040 年問題だと認識している。 

・目の前にいる人そのものだけではなく、過去と未来をみて、次のフェーズに移行する時に、本人らしさを生かしたどの

ようなサポートができるか、が大事。 

・その際、解決するリソースをどこに求めるかという点で、困っている方だけをみるのではなく、もう少し俯瞰して、思い

のある方の気持ちやお金をどうつなぐか、あるいは企業の社会貢献ニーズをどう一緒に活用していけるか、ということ

につながってくるのではないか。 

・社協は共同募金を行っている。また、遺贈もいただいている。では、共募にしても遺贈にしても、どれだけ社協が一

人一人の市民の方に、いただいたものがどのように役に立っているか等の説明ができているか、ということが次の呼

び水になっていくのだと思う。「30 年後、地域にこのような花が開く」というグランドデザインが見せられることが大事

で、「私のお金はこれに使われる」ということが見えれば、間違いなく参加は増えてくる。 

◆居住支援の経過 

・居住支援よりも先に、平成 23 年度から、身寄りのない方の問題、いわゆ

る死後事務委任事業に取り組んでいた。皆さん契約の時点ではお元気

で、実際に、死後事務として発生してくるのは、5 年 10 年先になる。その

経過を見ていると、身内がいない＝保証人問題が大きいことに気づいた。

そこから、居住の問題も大きいのではないかということで、平成 26 年に居

住支援の取組を厚労省のモデル事業の指定を受けてスタート。軌道修

正しながら作り上げてきた。（福岡市と市社協の共同事業） 

・さらに、空室だけではなく、空家も有効に使おうということで、シェアハウス、

子ども食堂、フリースクール等の目的で、空家の活用を開始している。こち

らは、古家空家調査連絡会との共同事業である。 

・この間、国でも居住支援法人が制度化されたこともあり、住まいと終活と

いう、2 つのセンター機能を持ちながら活動の幅を広げてきている。 

・事業を進めるうちに、実は終活の相談は、お金のない人の問題ばかりでは

ないことから、銀行と連携し、信託とのつなぎ等も有効であることを理解。

銀行側の社会貢献への意欲の高まりの中、連携協定を結ぶことで、対応

の幅が広がってきている。 

（金融機関と終活に係る包括支援の連携協定を締結） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆相談の傾向 R2 年度実績 

・本人からの相談が圧倒的に多い（84％）が、関係機関からの相談も徐々に増えてきている。中でも地域包括

支援センターからの相談が、増加傾向にある。 

・相談者の年代としては、80 歳以上の方からの相談が最も多く、次いで，70～74 歳の方から。単身の女性から 

の相談は、単身男性の２倍近くに上る。 
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・転居を希望する理由上位は、賃貸住宅の老朽化に伴う立ち退きと、家賃（低賃住宅への住み替え）。希望

する家賃としては、３万円、次いで４万円台、３万円未満。 

 

◆「空家を探して」「福祉で使う」仕組みづくり～社会貢献型空家バンク 

・「空家」が発生する条件としては、以下のようなことが大き  

いのではないか。 

・空家として活用してもらうためには、多くが 100 万円単位

での改築が必要となるが、その費用が捻出できない 

（→イニシャル・コストの負担が重い問題） 

・高齢者が住んでいる空家が市場に出ない、（ご本人 

が）出さない 

・利益がない、うまみがない       

・一方で、想定される不動産流通から見た以下のようなメ

リットも想定される。 

・借り手からすると、家賃の負担は重く、多くは抱えきれな

い。低廉な家賃は、貸主と借主のニーズが一致しやすいの

ではないか 

・実施する福祉団体等から見ると、低廉な家賃ではあるが、国からの補助等もあり、事業としては長く継続できる

（通常の市場を介した空家の流通サイクルとは異なる）、 

・ただ、一般には、「空家の活用は、建築の話、相続、土地の境界線等々、いろいろな問題が絡んで複雑で、一

筋縄ではいかないと言われる。それを専門家のネットワークと社協のネットワークで、ワンストップの窓口をつくろうし

たのが、取組の発端。入口と出口双方をワンストップで行うこととした。 

・入口については、空家の情報がつかみ切れていない、自由に使える空家がないという前提もある。 

←地域に対する広報不足。事業の狙いや意義が、広く市民に届いていないという背景。 

・出口については、活用希望の相談は多いが、ストックしている空家数が少ない、リノベのコストが負担できない

点が課題 

←一般に、水回りはどうしても改築が必要だが、どこ   

にどれだけお金がかかるかが見えにくく、改築や 

リノベーションに係るコストの算出方法等をわかり 

やすく可視化していく必要 

←耐震工事、防災体制など、障がい者の利用の場   

合、重度・軽度では、法律が入り組んでいる等一  

般的にはハードルが高い。 
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◆地域の財産を新たなつながりで生き返らせる～空家活用のもう一つの視点 

・もともと、空家を壊して新しいものを作ればよい、という発想ではなく、少ない費用で、地域おこし、社会貢献等が

できていければいいのではないかと考えている。 

・そう考えると、空家は、個人個人が単体で管理するのではなく、エリアで管理（予防）していけたらいいのではな

いか。市場に乗っていく部分は個別でも、そうではない物件についてはエリア管理ができないか。 

・こうしたことを地域で進める上では、地域の合意が必要なので、その地域の自治協、校区の社協、民協等との話

を重ねていく。事前に相談しておくことで、むしろ協力的になってもらえる。障がいのある方のシェアハウスの事例で

は、壁の漆喰塗を地域の方と一緒にしたが、参加してもらうことで、地域で暮らす障がいのある方への理解が進ん

だり、「何かあれば様子を見るね」と声をかけてもらえるようになった。そこは、社協として、日ごろから地域福祉とし

て取り組んでいるところなので、丁寧にやるように心がけている。 

・６割強の人が自宅で死にたいという数字が出ているが、その６割の人が、一人で自宅で亡くなった時に、地域の

人はそれを受け止められるのか、孤独孤立をどのように防ぐか。地域の中でそういう空気をつくっていかなければ、

自宅で死ねないよね、そんな話もしている。 

・そうする中で、自分の財産をどうするのか。人によっては、自分が死んだ後に、この家がどのように使われるのかにつ

いて、ストーリーが見えると次の行動へのモチベーションにつながる、という人もいる。自分が寄与できる未来社会、

そのグランドデザイン、というところへの関心が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ヒアリング参加委員からひと言 

 この取組は「アセットマネジメントの多様化」ということではないかと感じた。これまでの

不動産マネジメントは「利益を最大限にする」ことが命題だったが、空き家の持ち主も次第に

多様化してきて、「必ずしもマックス儲けなくてもいい」という人が現れてきている。これは

社会的不動産業とも呼ばれている新しい領域でもあるが、社会貢献的な住宅ストックの活用物

件は、今後もたくさん出てくるように思う。ただ、この新しい分野には教科書的なものがまだ

なく、多様化するアセットマネジメントの手法をどう体系化していくかが課題だろう。今後、

仮に公的支援を期待するとしたら、幅広い観点からの費用対効果的の評価をモデル的に積み上

げて行くのが重要と思う。（大月敏雄） 
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② ＮＰＯ法人 南市岡地域活動協議会   https://namiichioka.ec-net.jp/    

【基礎情報】 

所在地 
(自治体名) 

大阪市港区 
人口 

（港区） 
80,415 人 

（R3 年 4 月） 
活動の範囲 

港区と大正区を
中心として、西
区、此花区など

を含む 

地域概況 

 

 

 

○南市岡地域は、港区の北東部に位置し、西に市岡、北に市岡元町、東に西区、南は大

正区と接している。2019 年 3 月末日現在の世帯数と人口は、3,751 世帯、6,936 人。 

○港区は市内区域の中でも人口減少が進んでおり、前回国調から今回調査にかけて市内で

も３番目の高い人口減少率を示した。また、高齢化も市域全体と比べ進んでいる。 

〇港区の特徴として、災害や戦争による壊滅的な被害を乗り越えてきた区民の「つながりの強

さ」が「強み」。さらに、1 地域 1 小学校であることによる地域の小学校への思いの強さ、教

育についても自分たちが関われるところは「自分たちで考える」という素地があること。校区を

超えたОB 会によるネットワークなどの学校と地域の強い連携が指摘されており、「つながりの

強さ」という港区の「強み」を活かして、安全・安心の分野で「子ども」や「防災」をキーワードに

区民主体の取り組みを持続させていくことができるのではないかとの指摘がある。（大阪市コ

ミュニティ協会・都市コミュニティ研究室の記事「港区コミュニティを科学する」元区長 田端

尚伸氏の論考より抜粋） 

団体の活動経過 ・自治会、校区社協等を中心とした小地域の活動が盛んな地域 

・2013（平成 25）年 35 の地域の団体が母体となって、地域活動協議会※を設置 

・2014（平成 26）年 自主財源の確保等、より独立した、小学校区を超えた活動を 

目指して、NPО法人格を取得 

居住支援開始年 居住支援の取組開始   2018（平成 30）年度 

居住支援法人指定の

有無 

居住支援法人の指定を受けている 2018（平成 30）年 

実施している 

居住支援の概要 

◆取組ポイント 

◦隣人として、できることをサポートする 

◦港区役所との公私連携、港区まちづくりセンターによるバックアップ 

◆事業のポイント 

①高齢被保護世帯向けサブリース事業（大阪市港区公民連携事業）  

②「住みサポ」 居住支援事業：高齢者、障がい者、生活困窮者、外国人、児童養護施 

設退所者、DV 被害者やひとり親家庭など、住宅確保要配慮者の円滑な入居斡旋と入居

後の見守りなどの生活支援、残置物処理費の積み立てなど  

③18 歳以上の児童養護施設退所者への、住宅確保及び保証人・身元引受人。 

◆居住支援に関する取組の全体像 

 自ら実施 他と連携協働 

Ⅰ 相談支援 〇 〇 

Ⅱ 住宅確保支援 〇 〇 

Ⅲ 生活支援 〇  

Ⅳ 死後事務対応 〇 〇 

Ⅴ 活動拠点の有無 〇  

Ⅵ 関係性づくり・参加の機会確保 〇  

 

◆取組実績等 

・2019（平成 31）年 知的・精神障がい者グループホーム開設 

 同生活援助（介護サービス包括型） 

 

※地域活動協議会:おおむね小学校区を範囲として、地域団体・学校・NPO・郵便局・企業等により構成され、住民主体で

様々な地域課題に取り組むための仕組み。準行政的な機関として区長認定を受けている。 

港区では小学校区を範囲としたエリアごとに 11 の地活協がある。（2019 年 7 月 22 日現在、大阪市内計 326 地

域において形成されているが、NPО 法人格を取得しているのは市内でも当該法人を含め 3 地活協のみ）  

https://namiichioka.ec-net.jp/
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%82%E5%B2%A1
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%B8%82%E5%B2%A1%E5%85%83%E7%94%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A5%BF%E5%8C%BA_(%E5%A4%A7%E9%98%AA%E5%B8%82)
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%A7%E6%AD%A3%E5%8C%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%A7%E6%AD%A3%E5%8C%BA
https://ja.wikipedia.org/wiki/2019%E5%B9%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/3%E6%9C%8831%E6%97%A5
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◇◇インタビュー調査から◇◇ 

 

◆居住支援活動取組の経緯 

◇「地域活動協議会」（以下「地活協」）の設置と NPО法人格の取得 

・当該地域では、かねてより小学校区を単位とした校区社協による様々な地域福祉活動が進められていたが、 

2013（平成25）年に35の地域の団体が母体となって、新たな地域組織としての地域活動協議会を設置。 

・協議会設立後すぐに、NPО法人格を取得した。その理由は、次のとおりである。 

・小学生対象の放課後事業に取り組みたかったが、そのためには法人格が必要だった。 

・行政からの助成金事業だけではなく、それ以外の事業も実施したかった。今後補助率が低下する懸念もあ

ったこと、25％は自前で稼ぐ必要があったこともあり、収益事業を行いたかった。 

・NPО法人格を取得することで、活動の範囲を対象区域以外にも広げることが可能となること。 

◇居住支援への取組 

・2017（平成 29）年に港区役所担当課より、居住支援法人に関する情報提供を受ける。当協議会の理事

長が長年不動産業を営む中で取組について理解できたこと、さらに、既に実施されている地域活動協議会の見

守り活動も活かせることから、大阪府へ、居住支援法人としての登録申請を行った。 

・理事長は不動産管理に携わる仕事についていたが、それまでは、高齢者や障害者の住宅確保の苦労について

は意識したことがなかった。初期に、行き場のない筋ジストロフィーの子どもさんと親の相談を受けた際に、親御さ

んが同年代だったことから、現実の課題、あるいは将来の親子の課題を強く認識することとなった。 

・取組を始めてみると、障害を隠している人もかなりいて、5 年後、10 年後には顕在化するニーズが多いのではな

いかと感じている。 

 

◆相談の経路や特徴 

・居住支援開始後約 3 年半が経過したが、相談件数は 80 件を越えた。斡旋件数は 30 件。 

・3 年間の実績が評価されたのか、大阪市港区役所生活支援課を始め、民間の居宅介護支援事業所や介護

支援センターからの紹介も増加している。エリアは限定的ではない。 

・相談内容としては、古い木造住宅の建て替えに伴う引越し相談や車椅子利用者の相談が増えている。 

・入居にあたって個人情報を必要とするため、相談の際には丁寧に説明し、理解していただくようにしている。保証

人を引き受ける場合もあり、今後のトラブルを避けるためにも必要なことである。亡くなった場合の残置物処分の

覚書を、最初の段階で締結してもらうことにしている。 

・最近の利用者は、区保護課からの紹介の方が多い。必要に応じて相談しながら、公民連携によるサブリース方

式（後述）をとっている。 

 

◆住宅確保の方法 

◇不動産業者を通じて斡旋する物件は 1R や 1DK などの SR、RC が中心。遮音の問題などがあるため木賃は

避けている。物件は探せばあるが、南市岡とは限らない。大正区などにも広げて探す。 

 

◇知的・精神障がい者を主たる対象とするグループホームの開設（2019（平成 31）年） 

・会長の所有物件であるマンションの一部を、障害者のグループホームとして開設。開設に際して、地域からの反対

等は特になく、地域の方々に働いてもらっている。 

  例 管理者 南市岡の民生委員さん、スタッフには会長のお孫さん 夜勤も担当 

・それらの方のネットワークで、スタッフも集まっている。専門職については、域内の医療機関を退職した看護師等に

依頼。人の問題で直接苦労をした経験はない。スタッフ 12 名で、数人以外は地元の方が就いている。 

 

◇港区との公民連携協定の締結によるサブリース方式の展開 

・港区と協議会で公民連携協定を締結することで、当協議会に代理

給付された住宅扶助を、家主への家賃として支払うとともに、本事業対

象者の安否確認などの見守りや、日常生活における相談支援を提供

する役割を担っている。 

（協定の内容） 

①南市岡地域活動協議会は、一般賃貸住宅の返還に責任を持つこ

とを条件に借り上げ、高齢被保護世帯にその住宅を貸し付ける。その
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際、保証料を徴収する。 

②港区はこの連携協定によって、本事業の対象となる高齢被保護者世帯を住宅扶助などの支給対象とする。 

その支給先は南市岡地域活動協議会とし、同世帯の代理で給付される。 

③社会的要因から、セーフティネット住宅制度をもってしても住宅を確保することが困難な住宅確保配慮者に

対して、より良い居住環境を提供し、貧困ビジネスの介入を防ぐ役割を果たす。 

 

◇住宅確保等に向けた課題 

・障害者や高齢者向けの住宅確保の課題として、段差の問題、オートロックの高さ、位置、エレベーターの広さなど

がある。段差解消対策として共用廊下に福祉用スロープを設置する場合は、他の入居者の理解が必要となる。 

・室内のトイレ・フロが一緒の場合は使用上厳しく、今後は身体障害者向けのマンション開発が必要になるのでは

ないか。(段差・広さ・手すりの設置等) 

・残念ながら、これまでに断ったケースは 2 件。いずれも対応力の問題からそう判断したもの。 

・一人は、82 歳の刑余者で、地域定着支援センターを退所する予定の人。当初受け入れる予定であったが、

再犯の可能性を予感したため断った。 

・2 ケース目は、児童養護退所間近の 17 歳女子。リストカッターだった。自分たちに対応する力がないことか

ら、残念ながら断った。 

・断った方については、その後 TEL 等で状況を再確認。児童養護の方については、落ち着いてきたらまた依頼して

ほしい旨伝えている。 

 

◆今後に向けて 

地活協から 

◇地域づくりの方向性や役所との関係性について 

・「ここに住みたい」と思ってもらえるような地域発信をしたい。その結果、ここにいろいろな人に住んでほしい。結果と

して、地域のポテンシャルが上がる、というシナリオを想定。 

・役所は、こちらが黙っていれば、なんの返答もない。南市岡の場合、「うちの地域課題はこれだ」という話を常に役

所にぶつけている。結果として、役所からもアドバイスしてもらえる。行政は情報と頭脳の宝庫。我々地域は、もっ

と自分たちから行政に働きかけて、こうした財産を使っていく。自分たちは、情報をいただいてこそ、アイディア出し

も決心もできる。そこの部分の信頼関係と共有が大前提。そういう点で、港区行政は、ありがたく頼りになる存在。

補助金はあれば助かるが、限度があることも承知している。であれば、自分たちが稼ぐ道を探った方が、楽しいで

はないか。 

◇子ども～現役世代を交えたコミュニティづくりへ 

・これまで、高齢者を中心とした行事を多く行ってきたが、これからはもっと、こども～現役世代を交えたコミュニティづ

くりをしていかなければならないと思っている。南市岡地域に住みたいと思ってくれる人が多くなるような地域にした

い。そのために、子育て層に対する地域保育所の創設、病児病後保育の取組や第 3 の子どもの居場所作りを

大きくしたい。 

◇継続性の重視 

・これまで地域で行われてきた行事を大切にしながら、地域の交流を図っている。現在はコロナ禍だが、落ち着けば

月 1 回開催の朝市、ふれあい喫茶、高齢者向け食事サービス、年 1 回の地域運動会、盆踊り大会、ふれあい

祭りを再開予定。 

・2021（令和 3）年 5 月から、不登校になりそうな子ども、少し勉強につまずいた子どもなど、南市岡小学校の

児童向けに地域ボランティアでサポートする寺子屋をスタート。子どもの居場所づくりとして定着させていく予定。

現在 24 名登録しており、小学校と連携しつつ実施。(ほぼ毎日)  

◇居住支援に関しては…. 

・住宅斡旋業者・家主さんの高齢者・障がい者の方への理解

が深まっていってほしい。 

賃貸保証会社の連帯保証人なしでも、入居紹介できる

ようになりつつあるが、居住支援法人の連帯保証は有効で

ないところが大半であり、居住支援法人の代表者が個人保

証しているのが実情。当会の後継者に対して、個人としての

保証人を前提とした話はできない。役員も後期高齢者とな

ることもあり、早急な対応を期待したい。 

・サブリース方式は、事業として成り立たないが、自分たちの役
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割は、「つなぎ」と認識。最終的には、宅地建物の免許を持っている不動産業者が、しっかりやっていくべき。本来、

本職でやるべき人たちかきちんとやり、自分たちはそのもとで、地域（隣人）として安否確認等の支援をしていく

のがいい形なのではないか。自分は現在 82 歳。時間的な限りがある。個人として保証人を受けているが、正直、

年齢的な限界はある。世代交代、継承をどうしていくか。 

 

・次の後継者については、事業を継続していれば自然とつながってくるのではないかと思っている。特に、後継者につ

いて、具体的な話をしているわけではない。 

 

（港区行政から） 

・「補助金型の事業あるある」として、若い人が入ってこずに、第一世代の高齢化によって事業も停滞してしまう、継

承は困難というケースが多い。事業ベースで、かつパブリックマインドをもつ段階に至るのは極めて少数だが、南市

岡の場合、「地域にはこんな課題があるので、自分たちでこうしたい」と言ってくれる。そうなれば、行政としても制

度の紹介やアイディアだしを一緒にできる。他の多くの地域は、こうした課題について、行政に対する要望の提示

に留まっている点が一番の相違点。もちろん、要望としてはお聞きするが、あまり前には進まない。 

・地域からこのような形で提案が上がってくることは、当初は想定していなかった形での展開ではあるが、大変心強い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ヒアリング参加委員からひと言 

 イギリスの社会学者Ｒ・ドーア氏は、いまから 70 年ほど前、東京のある町に住み込んで詳細な調査を行

い、『都市の日本人』（邦訳 1962 年、岩波書店）を著しました。その目的は、日本が短期間で近代化を成

し遂げた理由を、都市住民の日常生活のなかに探ることでした。彼が着目したのは、町内会や民生委員の

仕組みです。そして、住民の自発性に根ざしながらも公的な承認を得た組織が、地域で日々生じるさまざ

まな問題に対処するところに、日本の都市社会の特質を見ました。南市岡地域活動協議会は、こうした日

本の地縁組織の強みを受け継ぐとともに、多様な制度を駆使して新たな課題に取り組む機動性を兼ね備え

ています。地域の価値を共有しているという感覚、経験を通じて培われた現場の知恵、そして住民の思い

に応える行政組織の専門性が、「ほっとかれへん」という言葉にあらわれた公正さ（fairness）の追求と、

事業としての継続の両立を可能にしているのではないでしょうか。 （祐成保志） 
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③ 一般社団法人 コミュニティネットワーク協会                         

※空き家を活⽤した「としま福祉⽀援プロジェクト」の取組  https://toshima.life-together.info/ 

【基礎情報】                      ※文中、一般社団法人 コミュニティネットワーク協会は協会と記載 

所在地 

(自治体名) 
東京都豊島区 人口 

30.2 万人 

R2 国勢調査速報値 
活動の範囲 南池袋周辺 

地域概況 

 

 

 

〇豊島区の空き家率は 13.3％で、23 区中最も高い。特に、賃貸⽤の住宅の空き家率が高

く、住宅総数の９割を占める。（「住宅・土地統計調査・総務省統計局（2018 年）」） 

・区独自調査によれば、区内の戸建て住宅の総戸数の 2.1％が、民間賃貸住宅の総戸数の

4.3％、分譲マンションの総戸数のうち 2.2％が空き家と推定。他方、所有者へのアンケート

調査からは、空き家と判断した建物のうち 7 割強は何らかに使⽤されている。未活⽤者の

今後の利活⽤意向としては、「活⽤したい」が 33.8％、「条件次第で活⽤を考えたい」が 

20.3％、と過半数。（「豊島区空き家実態調査」（2016 年）） 

○一方で、単⾝高齢者比率の高さ、再開発などによる⽴退き等もあり、住まいに困窮する高

齢者・障害者は少なくない。 

〇「豊島区住宅マスタープラン（後期 5 年）」（2014 年３月）では、「安心な住まい」（入

居の円滑化）が目標の一つとして掲げられ、具体的目標として、「高齢者等の入居を拒ま

ない賃貸住宅の登録戸数」を 2018 年度には向上させることが挙げられたが、14 件 370

戸（2017 年 7 月現在）に留まっている。 

団体の活動経過 ・1990 年代、神戸を中心に活動を開始。2000 年代に入り、東京を拠点として、高齢者住

宅の開発、地域プロデュ―サー等の人材養成、高齢者住宅に関する情報センタ―等の事業

を展開。当事者参画による予防的積極的な住まい方の開発とコミュニティづくりを、コミュニティ

ビジネスの手法で展開していくことを指向している。 

居住⽀援開始年 ・「としま福祉⽀援プロジェクト」における居住⽀援の取組開始は 2019（令和元）年 

居住⽀援法人指定

の有無 

居住⽀援法人の指定を受けている 

実施している 

居住⽀援の概要 

◆取組スタンス全般 

◇要⽀援１，２や要介護１，２等特養に入れない人の増加でセーフティネット住宅のケア 

システムの構築が重要になる。 

◇入居者参加・地域コミュニティづくりの一環としての住まいの整備 

・定期的な運営懇談会の開催等、困りごとや不安、不満をオープンにして、全員で解決策を

考えるようにしている。 

・協会のスタッフが、生活が落ち着くまで住み込んで⽀援する。（1 か月から 3 か月） 

・交流拠点において、働く場、ボランティアの場、楽しむ場を提供。 

◆居住⽀援に関する取組の全体像 

 自ら実施 他と連携協働 

Ⅰ 相談⽀援 〇 〇 

Ⅱ 住宅確保⽀援 〇 〇 

Ⅲ 生活⽀援 〇 〇 

Ⅳ 死後事務対応 未  

Ⅴ 活動拠点の有無 〇  

Ⅵ 関係性づくり・参加の機会確保 〇  

◆取組実績等  ※国土交通省の「令和元年度住まい環境整備モデル事業」選定 

◇セーフティネット住宅の整備 ～「共生ハウス西池袋」と「共生ハウス池袋 2 丁目」 

・「共生ハウス西池袋」は、住宅確保要配慮者の入居を断らない、豊島区初の「シェアハウス

型セーフティネット専⽤住宅」として 2020（令和 2）年 6月、協会が豊島区西池袋３丁

目に開設した。築 35 年、７年半にわたり空き家になっていた戸建て住宅をオーナーから借り

受けて改修。10 年間マスターリースで借りる。 

・2021（令和 3）年 11 月には、ワンルーム型のセーフティネット専⽤住「共生ハウス池袋 2

丁目」を開設したことにより、計 10 戸となった。 

◇２つのコミュニティ拠点の整備  ※「共生サロン南池袋」について後述 

https://toshima.life-together.info/
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◇◇インタビュー調査から◇◇    

◆「としま福祉⽀援プロジェクト」の概要   ※資料出所 コミュニティネットワーク協会 

＜事業全体の構想＞ 

・本事業は空き事務所等を活⽤して豊島区内に２つの交流拠点を作るとともに、点在する空き家活⽤によるセー

フティネット住宅を整備することをめざしている。 

・事業を進めるにあたっては、⾏政、居住⽀援協議会と連携することで課題解決を図る。構想として「住まい」に加

えて、交流拠点には「就労継続⽀援事業所」「生活相談サービス」「デイサービス」を整備する。同時に、多様な

プログラムや機能を入れることで、共生型コミュニティの居場所とする。家族のいない高齢者等の「家族」の役割

（安否確認、生活相談、24 時間 365⽇の緊急対応等）の機能を交流拠点におく。これにより、家主の不安

軽減と空き家活⽤を促進する。 

・年⾦で暮らせる家賃のセーフティネット住宅を整備することで、生活困窮者、高齢者、障

がい者などが安心して暮らせる仕組みを創設する。家賃 39,000 円で居住⽀援のある

セーフティネット専⽤住宅は社会的ニーズを満たしている。さらに、高齢者・障害者・生

活困窮者がお互いに⽀え合いながら暮らすシェアハウスは前例がなく、共生型の住まい

づくりとしても注目されている。 

・セーフティネット住宅と並⾏・連動して、多世代・多⽂化の共生型交流拠点である「共

生サロン南池袋」の取組みを展開している。共生サロン南池袋では入居者や障がい者

が働いたり、生きがいを得たり、居住⽀援法人である当協会が相談に乗ったりしながら、

高齢者・障害者・生活困窮者による⽀え合いの仕組みを構築しているところである。豊島区に

あるすぐれた⽂化を交流拠点に取り入れて「福祉と⽂化」を融合する。これらにより共生型コミ

ュニティと地域包括ケアの仕組みを構築し、23 区への発展構想としていく。 

＜事業立上げの手法＞ 

・所有者側が心配したのは「家賃滞納」「孤独死」「事業者の倒産」などであった。これについては、協会がマスターリ

ース契約を結んで家賃を一括して⽀払うこと（協会から入居者にサブリース）、セーフティネット住宅の要件であ

る「10 年間の賃貸借契約」とすることにより、10 年間は安定した家賃収入が得られることで所有者側の安心を

得た。また、入居者の孤独死という問題についても協会が東京都指定の「居住⽀援法人」（都の指定は 2020

年６月）として⾒守りの仕組みをつくることを伝え、安心いただいた。さらに、管理会社が間に入ることにより、所

有者側の管理業務に関する負担軽減も⾏った。また、万一当協会が倒産したあとの入居者対応は、ネットワー

クの事業者に運営を引き継ぐことによりオーナーの不安を解消した。 

◆相談の経路や特徴 

＜相談の対象者層と寄せられる相談内容例＞ 

・要⽀援１、２や要介護１、２の特養に入れない人の増加により、セーフティネット住宅のケアシステムの構築が

重要になっている。国民年⾦や厚生年⾦の受給が少ない人が、都心の住宅の家賃が払えない現状があり、相

談は、月平均 10 件ほど寄せられている。相談対応担当者は、生活感のある女性がほとんど。ヘルパー２級ある

いは介護職員初任者研修を終了済で、サ高住や介護現場の経験を積んでいる。 

・相談対応で大切にしているのは、①相手の気持ちに寄り添いながら、相談者の抱える課題を浮き彫りにして、相

談者本人がそれに気付くようにすること。②課題解決策を複数案提示し、最終的には相談者の意思で「人生選

択」をしていただくこと。 

◆住宅確保の方法 

・豊島区と連携することで、家賃低廉化補助（40,000 円/月）を確保しながら、サブリースで住宅をマネジメント。

多様なニーズに対する 2 つのタイプの住まいを確保。相談～生活設計、契約締結、入居までトータルで実施。 

① 低価格の戸建て活⽤型のシェアハウス（家賃 39,000 円） 

② 家賃低廉化補助のワンルームマンション（家賃 48,000 円） 

・上記実施に当たっては、下記関係機関とのネットワークを図っている。 

・社協や地域包括と連携した居住⽀援活動（社協の福祉サービス権利擁護⽀援室「サポートとしま」、リボ

ンサービス、介護保険のヘルパー活⽤、地域カンファレンスで情報共有） 
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・低廉家賃物件を扱う不動産屋との連携 

・働く場所の確保（池袋サロンでの仕事） 

・地域包括ケアの構築（訪問医療、訪問介護、小規模多機能、デイサービス等） 

・協会独自の工夫として、協会独自の基⾦の活⽤、協会のスタッフが、生活が落ち

着くまで住み込む（1 か月から 3 カ月）、入居者等による定期的な運営懇談会の

開催（第１回は 8 月末に実施）により、困りごとや不安、不満をオープンにして、

全員で解決策を考えるようにしている。 

◆事業としての居住⽀援のビジネスモデルや継続性、地域活性化への貢献等について 

・運営体制とビジネスモデルの特徴としては、相談窓口の設置・サブリースによる居住⽀援と交流拠点の設置、不

動産事業者の仲介を外して、直接地主と契約する、事業の採算性をあげるために自主事業＋介護事業＋障

害者事業の実施が挙げられる。 

・事業継続のための工夫点や苦労点と課題（今後の展望や計画等含め）としては、以下があげられる。 

（工夫点） 

・スキーム設計・開発：交流拠点と住まいを確保し、＋居住⽀援＋地域包括ケアとトータル的に⽀援。 

・上記を総合的に対応できる人材の確保。 

・住宅の確保：大家さんと直接交渉。 

・ネットワーク：本人の抱える課題は複合的。横刺しネットワークの構築。 

・３つの事業 ①自主事業（健康麻雀サロン、卓球サロン、他）と②介護事業、③障がい者の就労⽀

援事業を組み合わせて収益を安定させ持続可能なスキームを構築。 

・豊島区外からの入居者の家賃低廉化補助の適⽤については、当初は豊島区外から豊島区に住民票

を移した場合は１年経過後でも「対象外」との⾏政⾒解だったが、話し合いの結果、当該補助の適⽤

となった。 

・家賃低廉化補助の対象者が入居後、手持ち資⾦がなくなり、生保申請となったケースがあった。通常、

セーフティネット専⽤住宅は生保受給者を想定していないが、今後も起こりうるケースとして⾏政と相談

の結果、生保受給しながら居住を続けることとなった。なお、このケースにおいては地域包括、社協とも

連携して進めている。 

（苦労点や課題）・キャッシュポイントの模索。一般の方の何倍も労力が必要。 

・家賃の低廉化。地域外からの転入に対する家賃低廉化対策。 

・地域プロデューサーの養成 

・高齢者、障害者、ひきこもり、生活困窮者の混在のセーフティネット住宅を運営できる人材。 

◆多世代の居場所「共⽣サロン南池袋」 （※コロナによる緊急事態宣⾔発令中は休⽌） 

・「共生サロン南池袋」は 2020（令和 2）年 7月にオープンした。コロナ禍で難しい判断ではあったが、コロナで出

かける場所を失い自宅に閉じこもっている高齢者、生きがたさを抱え悶々としている若い世代、条件がそろえば社

会的活動が可能な障がい者などとの出会いを通じて、「こんなときだからこそ」と居場所を開設した。居場所に共

生型の機能を入れ、多様なプログラムを展開して地域の高齢者はじめ多世代に利⽤いただき、障害者の働く場

もつくる計画。総合事業のつながるサロンとして 2021（令和 3）年３月か

ら活動を始めた。 

・2021 年 1月にキッチンとバリアフリーのトイレを新設し、⾷事提供機能も整え

た。朝⾷・昼⾷に加え、夜はアルコールも飲める場所にする予定だが、コロナ

感染拡大防⽌のため、⾷を提供する活動は開始していない。2020 年 7月

以降は、社会実験的にさまざまなプログラムを実践した。7月から「健康講座

と鍼灸」9月から「健康麻雀」「椅⼦ヨガ」「ネイルサロン」「卓球」などを⽇替わ

りで⾏った（社会実験のため利⽤料は無料）。 

・「健康麻雀」と「卓球」のニーズが高いことがわかったことから、健康麻雀と卓球という２つのプログラムを正式にスタ

ートさせ、3月からは会費制とした。参加者の多くは 60 代以上の女性で、3月～４月に健康麻雀を利⽤した地

域の方は、述べ 60人に上る。 

・総合事業「つながるサロン（通所型サービス）」にも 2021 年 4月、地域からの紹介で要⽀援の方が参加され

た。卓球は週末に開催。地域の方が友だちを誘って参加している。卓球のコーチがつくことが好評で、毎週参加さ
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れる方も少なくない。また、2022（令和 4）年 4 月、共生ハウス池袋２丁目の入居者が「つながるサロン」

（将棋サロン）を⽴ち上げ、住民主体の介護予防事業を展開、当協会がフォローしていく予定。 

 

◆居住⽀援に取り組むことによる地域コミュニティへの効果や今後の抱負、実現に向けた課題等 

・「共生サロン南池袋」では地域の高齢者と、さまざまな困難を抱えた当事者が⽀えあう仕組みが生まれつつある。

ひきこもりなどの困難を抱える若い層と地域の高齢者の間をとりもち、健康麻雀という共通の楽しみを通じてコミュ

ニティを広げる活動をしている。通常は制度の縦割りによって交わることが少ない、高齢者・障害者・生き難さを抱

える多世代が、健康麻雀や卓球を通じて出会う。それは一方的に「⽀援される」のでもなく、「⽀援する」のでもな

い、お互いさまの「⽀え合い」の場になってきている。 

・目指す地域コミュニティの姿は、①社会的弱者が社会的弱者の課題を解決すること、施しの福祉からの脱却と②

多世代のコミュニティが育まれる居場所である。「共生ハウス」と「共生サロン」は、ひきこもり、障害、貧困、孤⽴と

いった課題を抱える当事者が相互に⽀え合いながら、暮らしと仕事とケアを生み出し、自分の人生を自分で切り

開いていく居場所づくりを目指し、始動し始めている。 

＜居住⽀援に取り組んだことによる効果や変化として＞ 

・住宅要配慮者向けの住まい確保に賛同する不動産会社が出てきた。 

・入居者の表情、⾝なり、心に変化が出てきた。 

・障害者と高齢者のコミュニティづくりが進む 

・自治体との連携が進み、公共の施設（雑司ヶ谷公園の防災拠点）の空いている空間を活⽤出来るように

なった。 

＜課題と課題解決に向けて今後取り組みたいこと、協働したいカウンターパート、開発したい資源・財源等＞ 

（今後取り組みたいこと） 

・情報が⾏き届く仕組みの構築 

・生活困窮者向けのトータルケアの構築 

・13 万人と言われる介護難民の住まいとケアの構築 

・看取りのケア施設をつくる 

＜上記に向けた公（国及び都道府県、市町村）の役割や制度・政策の課題、求められる方向性＞ 

・課題に対する理解。         ・実情に⾒合うよう制度の⾒直し。 

・臨機応変な施策の実施。     ・情報発信（必要としている情報が届くように） 

・居住⽀援協議会が役割を果たせるような適格な指導。     ・国や都や自治体や大学の共同研究開発 

・国及び都道府県、市町村等の関連事業に携わる人材の育成 

（専門性、現場の把握力の強化、コロナ禍での事業の難しさへの理解等々） 

 

・今後、ソーシャルビジネス、社会的投資としての地域の経済循環への貢献の可能性やそのために必要な環境

整備等 

・社会的弱者の起⽤。起⽤できる環境づくり。  ・活⽤していない場の提供。（例：雑司ヶ谷） 

・福祉基⾦      ・資⾦力の強化のための地域活性ファンドの強化と⾦融機関との連携 

・コミュニティビジネスの起業とサポート体制の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ヒアリング参加委員からひと言  

 コミュニティネットワーク協会の取り組みはプロジェクトによって様相を変えていますが、地域固有の文

脈や社会資源の現状を読み解きながら地域課題の解決を目指すという点は共通していると感じました。住宅

に加えて共生サロン南池袋を運営しており、住宅と拠点の両方に取り組むことで、居住者のエンパワメント

や社会参加を目指している点が素晴らしいと感じます。（井上由紀子） 

（協働したいカウンターパート等） 

・民間同士の連携 

・障害者、ひきこもりの団体との連携 

・病院との連携 

 

 

 



 

126 

 

④ NPО法人 わっぱの会、社会福祉法人 共生福祉会                        

※ソーネŌZONE ソーネ居住支援センターの取組 

  https://residence.sone-ozone.com/ 

【基礎情報】 

所在地 

(自治体名) 

愛知県 

名古屋市北区 
人口 

16.2 万人 

（名古屋市北区） 
活動の範囲 

県公社住宅及

びその周辺地区 

地域概況 

 

 

 

〇大曽根住宅は、愛知県公社住宅により 1975～76（昭和 50～51）年に管理開始され

た 11 階建て 4 棟 480 戸の住宅。住戸面積が 50 ㎡弱という狭さや地下鉄駅から徒歩

15 分という立地も影響してか、近年、特に空き家が増加していたところ、2017（平成

29）年から空き住戸を活用したコミュニティ再生事業として、分散型サービス付き高齢者向

け住宅の計画がスタート。 

〇高齢者向け住宅の計画と合わせて、6 年ほど前に撤退したスーパーの跡地(1,000 ㎡)を活

用した交流スペースの企画が持ち上がり、地域の様々な団体に声がかかる中で、障害者の

地域での共生共働の事業・活動を進めていた NPО わっぱの会に声がかかり、実現の運びと

なった。 

〇新たに誕生した地域総合交流拠点の内容は下記の通り。 

① しげん  20 種類以上の資源買取りセンター 

② カフェ  モーニングから夜までのカフェレストラン 

③ ショップ わっぱん・有機野菜などの販売 

④ みんなのわ 障害者事業所の共同受注・販売センター 

⑤ ホール 市民のフリースペース・イベント開催 

⑥ 相談 ソーネ居住支援センターを中心とする駆け込み所 

⑦ リサイクルショップ 資源の中のリユース品の販売 

団体の活動開経過 ・団体としての活動開始は       1971（昭和 46）年   

・社会福祉法人 共生福祉会    1987（昭和 62）年設立 

・特定非営利活動法人 わっぱの会 2004（平成 16）年設立 

※目的に応じて、制度、非制度事業を使い分け 

居住支援の経過  1971（昭和 46）年 共同生活体づくり始まる   (現在 15 住居・約 70 名) 

2004（平成 16）年 障害者基幹相談支援センター 

2015（平成 27）年 名古屋市仕事・暮らし自立サポートセンター大曽根 (生活困窮者への居住支援) 

2018（平成 30）年 6 月  居住支援法人の指定を受ける 

2018（平成 30）年 9 月  ソーネ居住支援センター開始 

居住支援法人指定

の有無 

居住支援法人の指定を受けている （2018（平成 30）年） 

実施している 

居住支援の概要 

◆取組スタンス 

〇（法人全体）障害のある人ない人が差別なく共に働き・共に生きる社会をつくる 

〇ソーネ居住支援センターでは「地域共生型居住支援事業」 

・住宅の提供にとどまらず、仕事の確保、地域社会に根ざし安定した生活ができるように総

合的に支援 

・住居支援に関する相談（2018.9）→生活を支える保証（2020.4） 

→生活支援付き住宅事業（2020.8） 

◆居住支援に関する取組の全体像 

 自ら実施 他と連携協働 

Ⅰ 相談支援 〇  

Ⅱ 住宅確保支援 〇 〇 

Ⅲ 生活支援 〇  

Ⅳ 死後事務対応 〇  

Ⅴ 活動拠点の有無 〇  

Ⅵ 関係性づくり・参加の機会確保 〇  

◆取組実績等  後述 

https://residence.sone-ozone.com/
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◇◇インタビュー調査から◇◇    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

わっぱの会 プロフィール 

◆会の沿革等 

・1971（昭和 46）年創立。「障害のある人ない人が差別なく共に働き・共に生きる社会をつくる」ことを理念とする。

きっかけは、学生ボランティアとして障害者施設に出向いた際に、なぜ、障害者がこのような山奥の施設で暮らさなけ

ればならないのかと疑問に感じて、「共に生き、共に働く」、自分たちも一緒に街で暮らそう、と共同居住をスタート。

街中の小さな倉庫を借りて一緒に仕事を始めた。自分たちが仕事をとってきて、共に働く場、共に生きる場をつくって

きた。 

・当初の中心は知的障害者の方であったが、基本的に障害種別は問わない。2000年以降、障害者にとどまらず、社

会の中で排除を受けている人、取り残されている人も含めて、社会的事業所づくりを進めていく必要があることを認

識。現在、3３の事業に取り組んでいる。 

・当初は任意団体として活動を開始。その後、1987（昭和 62）年に社会福祉法人を、2004（平成 16）年に

NPО法人を取得した。２つの法人格を持つことで、社会福祉法人でなければできないこと、有利に進められること、

中小企業ではできないことと、柔軟性が利点の NPО 法人それぞれの特徴を使い分けながら、事業展開を進めてき

た。 

・もともと共同生活体、共働事業所体としてスタートしていることもあり、必然性と必要性に応じた事業拡大を進めてき

た。これらの取組を進めていく中で、地域の課題にも対応していこうということで、介助、就労等の課題についても、福

祉の制度化以前から取り組んできた。近年の困窮者支援の制度化により、支援センターの立ち上げ、純粋民間団

体のコンソーシアムによる受託開始ののち、ソーネの活動へと展開。 

 

◆名称の由来 

・当初「共同生活体、共働事業所」という名前だったが、固有名詞がないのはおかしいのではないか、ということで、公

募。あまりいい名前がなく、「わっぱ」輪のようにつながることと子どものことをかけて、「子どものような純な気持ちをもっ

て、輪のようにつながろう」という思いから、「わっぱの会」とした。 

・1984（昭和 59）年からパン製造に着手。無添加、国産小麦のパンで、福祉のパンではない。仕事の中心は卸し

だったが、障害当事者たちが町で売っていた。「わっぱん」の名称で親しまれ、わっばの会は知らなくても、わっぱんは知

っているという高い知名度となった。 

 

◆事業実施の上での特徴、方針 

・必要に応じて制度事業を使ってはいるが、元々の理念を極力生かす方向で理解・運営している。例えば、グループホ

ームに障害のない人が暮らす場合、「同居人」と位置づけて、利用料も徴収する。 

・いろいろな事業について、行政からの補助金等も受けているが、極力、行政の言葉は使用しない方針（利用者サイ

ドに立った言葉の使い方等）である。 

 

ソーネ ŌZONE について 

◆大曽根との縁 

・もともとは名古屋の中心部で共同生活・共同労働を 

行ってきた。社福を創る際に、名古屋市が北区にある 

土地を無償提供してくれたことで、この地域との関係 

ができた。2000 年以降、特に 2010 年以降は、 

大曽根に中心的に拠点が集中してくるようになった。 
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◆ソーネ相談 

・障害、困窮の生活相談の実績があることから、住まいに特化して、居住支援センターの相談とした。当初から専

任 2 名を配置し（現在は 3 名）年間 100 件以上の相談を受けている。居住支援法人でも、専任を置いて

いるところは多くないのではないか。周辺の地域の人たちも対象にしている。 

◆ソーネ居住相談 

・障害福祉の場合は、基幹相談が受けることになるが、こちらに相談があって共同で探すことも多い。より重要なこと

は、住んだ後の相談をどうするか、ということなので、共同でサポート体制をつくる。 

・相談者がご本人・家族・親族等の場合は、親の呼び寄せ、住み替えなどの相談。一般の高齢者から家が大きす

ぎる、退去言われた、片づけができないなど。 

・当初、団地からの相談が多いかと思ったがそれほど多くはない。住み替え等の相談の場合、センターに行ったことが

知られるのが嫌だ、ということで近くの相談にはこない人も少なくないようだ。相談と地元地域との関係のむずかしさ

を感じている。 

・他方、地域包括は住まいに関する相談には対応していないのか、行政（生活保護担当）からの紹介が多い。

地域包括からの相談の場合、連携というよりも、こちらに投げられた形で来ることが多いような印象を持っている。 

◆住宅確保の方法 

・基本的には、以下の 2 つの方法による。 

・ネットの中で探す。SUUMO 等 仲介業者に連絡 

・5 社くらいの地場の不動産屋さんとのネットワーク。生活保護の人を受けてくれる。代理納付等の仕組みがあっ

て安心という理由。 

◆生活支援～死後対応について 具体的には 

・生活支援については、高齢、障害の場合、制度で使えるサービスはそちらを利用してもらい、対応できないものに

ついて、低料金で、会で実施している。 

・共同墓地を建てており、現在までに 30 人くらいにのぼる。 

◆利用者の参加支援 

・大型スーパー撤退後、ソーネができるまでゴーストタウンのようだった。ソーネの明かりがともっているだけでも、防犯

上の効果も大。 

・3 年前から、「ソーネみんなでごはん」を月に 1 回ほど、開催している。ここで行うことに対する地域の信用がある。

２回目で 300 人くらいの人が集まった。その際は、時間・人数制限をとった（時間は 1 時間）。 

・対象地域は、小学校区でいうと４学区分。中には、車できている人もいるという。混ざってもらうことはいいが、本

来必要な人に来てもらっているかどうかが大事。500 食のうち、本当に必要な人は何食くらいなのかはわからない。

また、ただ集まってもらうだけではなくて、そこから対話等が生まれないと。。。 

・学習が難しい人には別に支援を行っている。サポートしてくれるのは、学生や高齢でボランティアしたい人。元先生

や現役の先生もいる。 

・就労の場、サロン等が該当。交流だけの拠点も増やしたい。地域の人も求めている。子ども達の支援にも取り組

みたい。 

◆地域の「たまり場」にしていくために 

・ソーネの地域は、４つの学区からなっているが、それぞれの自治会役員、学区の会長、民生委員等と連携を図り

ながら、現在、すべての学区で、ソーネのかわら版を全戸配布してもらっている。地域との関係は、どんどん深まって

いる印象。 

・「ソーネ」にこめた思い お互い顔を付け合わせて「そうね」と声を掛け合える関係を目指すコンセプト 

・開設して 1 年後の夏祭りでは、地元からぜひ一緒に手つだってほしい、と頼まれた。当初は、知らない障害者団

体がいったい何をしてくれるのか、という不安や疑心暗鬼もあったのではないか。それが 1 年たって、地域のためにな

ることをしてくれるらしい、という見方にかわってきたのだと思う。 
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◆居住支援から「大曽根地域共生のまちづくり」へ 

・相談を受ければ受けるほど、次々と新しい問題が出てくるが、相談は一時的な対処でしかなく、地域を作り変えて

いくことの必要性を感じる。これが、大曽根地域共生のまちづくりへと進展している。 

・課題によってつながり先は異なるが、ソーネを始めて、つながりは一気に広がった。今は、どことでもつながりたい。 

・大曽根商店街では、クラフトビールを販売しているが、これは、経産省の地域活性化事業の補助金を活用してい

る。NPОとして、商店街との共同申請で実現した事業である。今後、障害のある人の就労先としても生かしたい。 

・将来的には、「地域生協」的なものをつくりたい。消費者としての生協ではなく、地域の福祉を皆で作り上げていく

ような組織。個人同士の助け合いではなく、いろいろな状態の人が、お互いに組合員として助け合う、そうした受

け皿としての生協をイメージ。 

・愛知県には、まちづくりの生協として、南医療生協がある。生協でありながら、生協を超えている地域生協。ワーカ

ーズコープの人がつないでくれた。互いの取組を知って、こちらも感動したし、南医療生協の人も感動してくれた。

ただし、こことは距離が遠い等の課題もある。 

・労働者協同組合については、今はメリットを感じられない。しかし、これまでイタリアの社会的協同組合を訪問して、

これを日本に広めようとしてきた。韓国では、社会的企業育成法ができたが、日本には導入の動きはない。その

下地としての労働者協同組合を生かせないかと考えている。 

 

参考 

・わっぱ労働者協同組合をつくる予定だが、言葉が固く、人気はない。NPОよりも動きやすいと思うので、名称を工

夫しながらうまく使いたいと考えている 

・愛知県下では、わっぱの会、生活クラブ愛知、ワーカーズコープ東海事業団、高齢者生協の 4 者+南医療生協

で、地域独自の協同組合を作っていこうと準備中である。全国的にも連携ができている珍しいケースだと思う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

►ヒアリング参加委員からひと言 

支援の深化と拠点の開放化が同時並行で行われていることに感銘を受けました。生活困窮分野

や障害分野での支援を経て居住支援センターを立ち上げておられますが、居住支援に携わる相談

スキルが標準化を伴いながら向上していること、各相談機関と居住支援センターの連携や分担が

進んでいることを感じました。拠点の開放化はソーネＯＺＯＮＥで実施している各種プログラム

が生活全般にかかわる要素を盛り込んでいること、貨幣が小さな規模で継続的に地元で循環して

いること、心地よく適度に洒落たオープンなデザインであることなどから感じました。今後は公

社住宅などとも連携しながら社会的不動産事業が展開されていく予定であり、包括的居住支援の

モデルとなると感じます。（井上由紀子） 
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⑤ 一般社団法人 つくろい東京ファンド     https://tsukuroi.tokyo/     

 

所在地 

(自治体名) 
東京都中野区 人口 

33.2 万人 

（2022年 1 月） 
活動の範囲 

中野区を中心

に 23 区 

地域概況 

 

 

 

○中野区では、人口・世帯数ともに増加中。世帯人員別一般世帯割合は、「1 人」世帯が

世帯全体の約 6割を占める。高齢化率は 20％とほぼ 23 区の平均に近い。 

〇中野区における住宅総数に占める民営借家の割合は、61.0％で、23 区平均より高く、 

周辺区と比較しても高い。 

〇2021（令和 3）年 3 月末時点の空家数は、584 棟。区外観目視による調査に基づき

管理状況に応じた分類をした結果、最上位のAランクと次点のBランクで半数を占める。管

理不全の兆候がある空き家も 4割程度存在。 

〇北部地域（沼袋周辺の特徴） 

・中野区の中では、生活保護水準の物件が比較的多い地域。野宿生活者は、新宿、池袋

に多いが、いわば、東京西部地域の野宿者の集住地域から微妙な距離間（比較的近

い、遠くない）という地域性（稲葉剛代表談）。 

団体の活動経過 1994（平成 6）年～  東京・新宿を中心に路上生活者支援活動に取り組む。 

2001（平成 13）年  代表稲葉剛氏は、湯浅誠氏らと共に自立生活サポートセンター・も

やいを設立し、共同代表に就任（2003 年より 2014 年まで理事長） 

2014（平成 26）年  一般社団法人つくろい東京ファンド設立 

居住支援開始年  2014（平成 26）年 中野区沼袋にシェルター開設 

◇協力不動産店について 

・部屋探しについては、地元の不動産屋さんに協力してもらっている。協力不動産店は少ない

ものの、少しずつ増えている（東京都内で数店舗） 

◇「つながる電話 プロジェクト」として 200 台ほど貸与 

・東京では、家賃保証会社を利用することが前提なので、審査を通すためには、電話が必須と

なることから実施。求職活動や福祉事務所との連絡用にも活用してもらっている。 

◇東京アンブレラ基金 

・2019（平成31）年、様々な分野で活動をする都内の団体と連携をして、「東京アンブレラ

基金」を立ち上げ 

居住支援法人指定

の有無 

居住支援法人の指定を受けていない （ネットワーク団体が指定を受けている） 

実施している 

居住支援の概要 

 

◆居住支援に関する取組の全体像 

 自ら実施 他と連携協働 

Ⅰ 相談支援 〇  

Ⅱ 住宅確保支援 〇 〇 

Ⅲ 生活支援 〇 〇 

Ⅳ 死後事務対応 △  

Ⅴ 活動拠点の有無 〇  

Ⅵ 関係性づくり・参加の機会確保 〇  

 

◆取組実績等 

2022（令和 4）年 3 月現在、中野区、練馬区、豊島区、新宿区、墨田区の５区で、計

53 部屋を確保し、個室シェルターや借り上げ住宅、東京の高家賃に悩む若者向けのシェアハ

ウスを運営。 

 

 

  

https://tsukuroi.tokyo/
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◇◇インタビュー調査から◇◇   

 

活動プロフィール                    ※文中つくろい東京ファンドは「つくろい」と記載 

◆経過 

・1990 年代半ばから路上生活者支援を始め、2000 年代に入ってからは広義のホームレス状態にある困窮者の

支援に関わり、特に生活保護の申請同行に力を入れてきた。近年は、支援をした人が数か月後に再び路上に

戻ってしまっているという状況を目の当たりにするようになり、路上と施設を往復している人の存在が徐々に見えて

くるようになった。 

・ハウジングファーストの理念については、以前から承知していたので認識はしていたが、東京でその実践をしていくこ

とは財政的にもかなりの負担になることから、手を付けられずにいたのだが、たまたま沼袋のビルのオーナーから、

「１つのフロアーが全部空いているので困っている人のために使ってほしい」というお話をいただいた。それを契機に

立ち上げた。 

◆「ハウジングファースト」をポリシーとする都内 7団体のネットワークによる居住支援活動 

 ～「ハウジングファースト東京プロジェクト」の実践 

・当初から、都内の他団体との連携の中で支援をしていくという方針で、役割分担をしながら進めてきている。「ての

はし」、「世界の医療団」等、池袋を中心に精神疾患・知的障害等を抱えている路上生活者への支援を続けて

いる団体と話し合いを持って、改めて連携を進めることとした。 

・そのネットワークの一つである国際的な NGО ハビタット・フォー・ヒューマニティ・ジャパン（以下「ハビタット」と記

載）の日本支部の方から、数年前に、国内でも居住支援を開始したいとの依頼を受けた。話し合いの中で、

「ハビタット」にも、ネットワークに入っていただくこと、居住支援のうち、シェルター提供や生活支援を「つくろい」が、

入居ハードルの高い方の部屋探しや入居後の清掃等の居宅を維持するための支援を「ハビタット」が担当するこ

ととし、居住支援法人は「ハビタット」の方でとってもらうこととした。そういう形での連携になる。 

・「つくろい」がシェルター入居を支援し、「つくろい」が単独でサポートしている人もいるが、半数程度の方は精神科ク

リニックに通院している、訪看を受けている等の他の団体からの支援が入っている。どういう関わり方になるかは、そ

の方のその時々の状況をみて、判断している。また、この 1 年半はコロナ禍の経済的影響で生活に困窮している

人たちを支援する「新型コロナ災害緊急アクション」（反貧困ネットワークが事務局を担い、全国の約 40 団体が

加盟）というネットワークにも参加して、緊急支援の活動も行っている。 

 

居住支援プロセス 

◆相談の経路 コロナ前・コロナ禍 

・7 団体のネットワークの中では、当該団体は、住宅確保支援を担う役割だったこともあり、コロナ以前の通常時で

は、他の民間支援団体からの紹介が大半だった。中には、地元社協や生活困窮者自立支援制度の窓口から

紹介された人もいる。 

・「家族」からの相談の場合、件数は少ないが、地方の親からの「子供が東京でホームレス状態になってしまった」と

いう相談が何件かあった。本人の場合は、巡回の中で。基本的には家を失った状態にある方からの相談である。 

・支援のスタンスとしては、今ホームレス状態だったら受け入れる、という方針。そのうえで、利用者との関係性をつく

っていく中で、その方の抱えている課題を把握していくという流れを大切にしている。最初から「アセスメントをする」

という関わり方はしない。 

・緊急支援の体制となった 2020 年 4 月からは、「つくろい」としてもメールフォームを立ち上げて、相談を直接受け

ていたが、同年 6月に「新型コロナ災害緊急アクション」にメール相談の窓口を移設した。以降は、反貧困ネット

ワークが中心となって緊急支援を行い、必要がある方について、「つくろい」のシェルターに紹介してもらう流れとなっ

ている。 
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住宅確保支援 

 

◆沼袋でシェルターを始めた経緯 

・たまたま、という要素はあるのだが、以前からこの地域の生活保護の方とのかかわりがあったということと、中野区の

中では、この地域は、生活保護水準の物件がたくさんある地域で好都合だった、という事情もある。野宿生活者

は、新宿、池袋に多いが、いわば、東京西部地域の野宿者の集住地域からの微妙な距離間（比較的近い、

遠くない）という地域性もある。 

◆協力不動産店 

・部屋探しについては、地元の不動産屋さんに協力してもらっている。協力不動産店は少ないものの、少しずつ増

えている（現状では、都内で数店舗） 

◆アパート転宅の初期費用を支援する仕組みについて～ビッグイシュー基金「おうちプロジェクト」 

・2020（令和 2）年 8月-2021 年 8 月まで、ビッグイシュー基金「おうちプロジェクト」が稼働していた。  

 これは、原資をコカ・コーラ財団が 50 万ドルほど負担していたもので、基金の連携先の一つに「つくろい」も入って

いた。 

・支援団体によって、使い方はそれぞれであるが、申請する時点では、基本的には仕事を継続していて、生活保護

を使っていない人が対象。（アパートに入ってから生活保護を申請した人を含む） 

・初期費用の支援があると住宅を借りやすい等のメリットはあるのではないか。この仕組みがあったことで、通常確保

が難しい方もアパートに移れた実感がある。現在、報告がまとめられているところだが、１年間で計 207 世帯

（237 名）の支援を行った。 

◆選択肢を示す際に、うまくいかなかった場合の選び直し等への配慮 

・ハウジングファーストについては、アメリカでの実践から学んだ。アメリカ等では、路上生活からダイレクトに恒久的な

住宅を提供している。日本での実践は生活保護制度の制約を受けており、個室シェルター→生保を利用して→

そこから転宅という流れなので、厳密な意味でのハウジングファーストではない。 

・ただ、借り上げ住宅の中には、サブリースで恒久的に使ってもらっている方もいる。例えば、80 代の高齢者、重い

障害のある方等の場合、民間賃貸住宅市場で部屋を探すのが困難な人にはサブリースで恒久的な住宅を提

供している。 

・個室シェルターから部屋を探すことについては、本人が望めば、ゆっくり自分にあった部屋探しができるというメリット

もある。一度入ってしまって環境が合わない時の対応は難しいが、医師に意見書を書いてもらい、福祉事務所に

転宅費用を出してもらって転宅を支援することもある。 

◆住宅確保についての苦労点 

～そもそも供給がない（足りない）のか、供給よりも忌避感の問題なのか 

・困窮者の部屋探し、ホームレスの方については、生活保護で入れる供給量の少なさと忌避感と双方あると思う。 

・23 区でも差がある。これは、あくまでも自分の印象だが、例えば、中野区、練馬区は、生活保護の高齢者につい

ては、それほど苦労はしない。住宅扶助の代理納付についても広く知られるようになり、大家さんの側に「（家賃

の）取りっぱぐれはない」という意識が浸透している。80 代を超えてくると厳しくなるが、選択肢も多いのではない

か。他方、新宿区、豊島区では、物件自体が少ない、物件の条件も良くない傾向。ただし、生活保護だから

NG ということはあまりない。逆に、東京の東部（下町地域）は、伝統的なコミュニティが強く、外の人が入りにく

い、生活保護に対するマイナスイメージなどがあるように感じる。 

 

入居後の支援 

◆アパートでの利用者のトラブル対応や生活支援等への対応 

・大家さんは地元にいない方が多く、直に関係を持つことはないのが現状。一方、地元の不動産屋さんは、ソーシャ

ルワーク的なこともしてくれており（例えば、病院の付き添い等）、助かっている。また、アパートでトラブルがあれば

不動産店が連絡をくれるので、すぐにスタッフが訪問をすることができる。徐々にこうした態勢がつくられた。また、

「ハビタット」による清掃支援も地域でのトラブル防止に役立っている。 
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◆地元地域との関係 

◇中野区社会福祉協議会によるサポート 

・当初から、活動に対して中野区社協が協力してくれている。中野区社協は区内を 5 つのブロックに分けて、「なん

でも福祉相談」を実施していたが、相談員の方は路上の人にも声をかけていて、社協からの紹介でシェルター入

居につながる人もいる。区社協主催のフードパントリーでは、区の生活援護課の職員とつくろいのスタッフが一緒

に生活相談ブースを担当するといった連携も進んでいる。 

・2014（平成 26）年、沼袋にシェルターを開設した際には、町内会の方には挨拶した。また、「カフェ 潮の路」

（後述）をひらく際には、社協が地域の方との間に入ってくれたおかげで、地元の民児協の集まりに呼んでいただ

き、事業の説明をおこなうことができた。地域での反対はほとんどなかった。 

◇利用者のはたらく場、地域交流の場としての「カフェ 潮の路」 

・カフェは、シェルターから徒歩 15 分程度。練馬区との区境にある。カフェを作る時の工夫としては、次の点を考慮

した。 

一般の飲食店としての許可を取っている／外観をおしゃれ風にしている／ポスティングで近隣にチラシ配布／ 

ホームレス支援、福祉を前面に出さないしつらえ 

・そのエリアにはランチを食べられる場所がなかったこともあり、地域の方が利用してくれるようになってきて、徐々にコン

セプトを知ってもらった。「お福わけ券」※の紹介等徐々に広がってきている印象。 

・カフェでは、月に一度の鍋会を行っている。まちになじむことに向けてはできていない面も多いが、カフェには地域の

方も来られるので、徐々に関係性が構築され、道で会えば挨拶をするとか、なじみの関係になっていく、ということ

はあるかと思う。 

・孤立を防ぐという点では、コロナ禍でサロン的な活動の制約が大きく、引きこもりがちな方が増えている。感染対策

のため、家庭訪問も控えてほしいと言われることもあり、対応に苦慮している。地元の住民の方が路上生活者に

独自にアウトリーチして、自分たちにつないでくれる動きも広がっているので、連携は深めたい。 

◆行政（地元区）との関係について 

・地元 中野区の居住支援協議会は、2021（令和 3）年 3月に設立された。自身は、ずっと設立を要望して

きた経緯がある。団体としては、新設の協議会には参加していないが、それ以前から、例えば、区社協、障害福

祉の相談窓口、不動産業者等とは、それぞれ相談しあう関係を作ってきた経緯もある。 

・また、区の地域福祉計画の策定委員も務めており、計画の中でも、居住支援の重要性や設立の必要性につい

て訴えてきている。そういう形での連携・関りとなる。 

・これまで中野区を中心に支援活動を行ってきて、さらに、コロナで様々な地域で支援を行うようになり、それによっ

て中野の特徴として見えてきた面もある。これまでも申し入れを行うことで改善できたところもあるがなかなか厳しい

現状もあり、引き続き継続していきたい。 

 

今後の方向性等 

◆「ハウジングファースト」の観点から見た、政策としての「居住支援」の方向性 

・首都圏で住まいのない方が生活保護を申請すると、ほとんどの場合、無料低額宿泊所（以下「無低」と記載）

を紹介される。法律的には施設入所が前提ではないにも関わらず、コロナ禍の現在でも続いている。都内の場合、

複数人部屋の施設が多く、無低に入ったが人間関係のトラブルに巻き込まれて、路上に戻ってくる方が多い。「施

設に入るのであれば、生活保護を受けたくない」という声は夜回りでもよく聞く。状況としては、少しずつ個室化が進

められたり、日住も増えてはきているが、施設環境の改善には必要性を感じている。 

・さらに、ご本人が居宅を希望されるのであれば、まずはアパートに移ってもらったうえで、その方の地域生活を支える、

という対応が重要ではないか。 

・アパート確保に際しては、敷金礼金等の初期費用を出す際の条件がいつもネックになる。一人暮らしができるかど

うかを福祉事務所が判断し、 これをクリアしないと敷金礼金が出ない仕組み。福祉事務所の判断の裁量が大

きい。区や職員によって解釈が異なっている点も課題。 
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◆事業として 

・もともと、事業体としての側面と社会運動体の側面両面を持っているが、コロナ禍では運動体としての側面が強く

なってきている。 

・事業モデルと言っても、部屋をサブリースして、その際家賃を抑えてもらう、それをサブリースするという構図で±0。

人件費分については寄付で補ってきた。とても「ビジネスモデル」と言えるものではない。アクションを起こして、それ

を社会に発信していくことで、共感としての寄付を集める手法。このスタイルに持続性があるのかどうかはわからな

いが、今のところは、そういう形で進めている。 

・コロナ禍で相談者が急増する中、必要性に迫られて活動を拡大してきた。今後、他団体との役割分担の在り方

を含めて、事業全体のあり方を検討していきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▶ヒアリング参加委員からひと言 

・前提の話になるが、ホームレスの人々の個別の居住支援においては、「相談→住宅確保」とプロセ 

 スが進むことは少なく、「相談→中間施設（シェルター）→住宅確保」、あるいは「相談→長期的

な施設入所」となっているのが現状である。つくろい東京ファンドは前者のプロセスで、あくまで

住宅確保を目指しながら、集団部屋である公的シェルター以外の支援ルートを作ることを目指して

設立された団体であり、同団体が設立時から個室シェルターの所有・サブリースを行っているの

は、必然であると言えるだろう。 

・住宅移行後の地域支援にあたる「カフェ潮の路」の取り組みは、元ホームレスの人々の居場所づく

りに留まらず、戦略的に地域に開き、溶け込むことを目論んだ大変面白いもの。そこには、差別・

偏見の対象になりやすい「ホームレス」だからこそ地域に受け容れられることに意義があるという

面もあり、「一般の飲食店として」「おしゃれ風」「福祉を前面に出さない」「お福分け券」など

の仕掛けは、グットプラクティスとして他の団体や取り組みにも共有されてほしい。 

・つくろい東京ファンドの特徴の一つは、一団体で必要な事業や活動を抱え込むのではなく、ネット

ワーク型で展開してきたと言うこと。団体で全てを賄えないからこそ結果的にそうなっているとい

う側面もあろうが、例えば協力関係にある地元の不動産屋がソーシャルワークを自主的に行ってく

れているなど、地域に潜在的にある支え合いの能力を引き出している点は重要である。 

・事業継続性やビジネスモデルとして他での再現性があるかについては、稲葉代表も仰っている通り

現時点ではなかなか難しい。公的資金や民間助成金、寄付以外の方法として、不動産のサブリース

に可能性があるように思われるが、東京都心部では生活保護基準内で住宅（施設）費と支援人件費

を回収しようとすると、必然的に住宅水準が非常に低いものとなってしまう。つくろいの最初のシ

ェルター開設時のように、心あるオーナーとつながれるような仕組み（福祉的不動産バンクなど）

が考えられないだろうか。（河西奈緒） 
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⑥ 認定NPО法人 抱樸              https://www.houboku.net/   

 

所在地 

(自治体名) 

福岡県 

北九州市 
人口 

927,685 人 

（R4.3.1） 
活動の範囲 

北九州市全

域、福岡市、 

中間市 

地域概況 

 

 

〇北九州市の空き家率は、15・8％（2018 年 10 月）と全国の政令指定市ワースト２で

ある。 

○活動拠点のある八幡東区は、市内でも最も高齢化と人口減少が進んでいる地区。 

団体の活動経過 ・1988（昭和 63）年 12 月 「北九州日雇越冬実行委員会」として発足 

・2000（平成 12）年 11 月 「NPO 法人北九州ホームレス支援機構」として設立認証 

※2004年 12月より、認定NPO法人 

・2014（平成 26）年より、名称を「NPO法人抱樸」とする。 

・ホームレス支援から始まり、子ども・家族の支援、若者の就労支援、介護事業、障害福祉事

業など。現在では 27 の総合的事業を実施。 

居住支援開始年  ・2001（平成 13）年より、居住喪失層へのシェルター確保等の一時支援を開始 

（自立支援住宅等） 

・2004（平成 16）年 「ホームレス自立支援センター北九州」開所（北九州市委託事業） 

・2004 年 地元不動産事業者が、住居喪失者の居住支援を NPO との連携において実施

するための組織として「自立支援居宅協力者の会」を創設 

（北九州、福岡市で 59社 令和4年 3月末時点） 

・2005（平成 17）年 自立後の地域生活者への居住生活支援を開始（制度内・制度外） 

・他に、家賃債務保証業者（国土交通省登録）、無料職業紹介事業（厚生労働省許可） 

居住支援法人指定

の有無 

居住支援法人の指定を受けている  2017（平成 29）年 

実施している 

居住支援の概要 

◆居住支援の取組スタンス 

◇ホームレス、生活困窮者、子ども（世帯）等を対象に、いのちを守る基礎的支援、自立支

援、ホームレスを生まない社会の形成の 3 つの目的に応じて、法人独自の制度外事業と法

律・制度内事業を組み合わせながら、公民の他の機関等と連携・協働して事業を展開。 

 

◇社会的孤立への取り組みの基礎としての居住支援 

※ホームレスという人は存在しない。 〇〇さん、△△さんという個人の中に、複合的問題が

存在。個別プランを原則として、「個人」として伴走型の人生支援を行う。 

・ハウスレス（経済的困窮）とホームレス（社会的孤立）という困窮の２つの側面に着目。 

・キーワードは、「ごちゃまぜ」、「断らない」、サブリース型支援付き住宅、家族機能の社会化

～互助会、まちづくり 

 

◆居住支援に関する取組の全体像 

 自ら実施 他と連携協働 

Ⅰ 相談支援 〇 〇 

Ⅱ 住宅確保支援 〇 〇 

Ⅲ 生活支援 〇 〇 

Ⅳ 死後事務対応 〇 〇 

Ⅴ 活動拠点の有無 〇  

Ⅵ 関係性づくり・参加の機会確保 〇 〇 
 

 

  

https://www.houboku.net/
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◇◇インタビュー調査から◇◇             ※資料提供は、認定 NPО 法人 抱樸 

 
活動プロフィール 

◆活動の全体像と居住支援の位置づけ ～社会的孤立への取り組みの基礎としての居住支援 

・法人独自の制度外事業（自主事業）と法律・制度内事業（制度事業・委託事業）を組み合わせながら、

公民の他の機関等と連携・協働して、計 27 の事業を展開している。 

 

 

・2019（平成 31）年度に抱樸が受け付けた住宅に関する相談は約 350 件。その内、入居支援をした方が約

230 人。 

・相談経路は、巡回相談、炊き出し等での相談、一般の相談窓口での受付等多様。 

・相談を受けた人のうち、2004（平成 16）年 10 月から 2021（令和 3）年 3 月までのセンター入所者の状

況をみると、およそ 45％の方に知的障害や精神障害等が確認されている。 

 

◆居住支援の全体像 

・抱樸では、対象者に対して、地域で生活していく上での日常生活支援の必要性（度）や本人の意向に応じ

て、下記 A～C の 3 つのタイプの選択肢を提案している。（下図） 

・これまでの対象者で、最も利用が多いのは、 

B1（「見守付地域住宅」）である。 

・地域居住に向けた住宅確保や生活支援 

 にあたっては、次頁に紹介するような地域 

 の他団体との協力体制を構築している。 

・さらに、次頁 見守り付き支援住宅（プラザ 

抱樸）のように、制度を超えた「ごちゃまぜ」 

 型の支援付き住宅となっている点も特徴的 

 である。 
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◆居宅支援協力者の会による入居マッチング等 地域他団体との協力体制 

①自立支援居宅協力者の会 北九州 

・不動産業者との連携による見守り      ・ニーズに合わせた情報の提供 

・大家・業者との見守り連携           ・家賃滞納・生活状況の早期発見早期対応 

・「生活サポート」（抱樸）との連携      ・事故時の対処相談      ⇒大家の安心へ 

 

②自立支援法律家の会（1６名） 

・法律家の会とは 

NPO法人抱樸の支援対象者が抱える法律問題を解決することにより、対象者の生活維持のリスクを軽減する 

ための弁護士、司法書士、社会保険労務士等の法律家の会。 

 

 

◆見守り付き支援住宅（プラザ抱樸）をみると…. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象者に移動してもらうのではなく、対象者のいる部屋を日住として登録するなど、プラザの部屋を部分的に日住

として指定を受けている。2 階から 12 階まで、日住が点在することとなった。結果としては、日住の人だけで固ま

らずに、よかったのではないか。 

 

◆地域居住ののちのフォロー体制 

・一人一人によってフォローの頻度や媒体は異なるが、基本的にはずっとフォローしていく。とはいっても、対象者は増

えるがスタッフは増えないこともあり、方法は、はがき、メール、電話等さまざま。 

・ホームレス自立支援センター退所者については、1 年間は市の委託費が出ている。現実的には、1 年を過ぎても

トラブルは起きることから、その後も委託の枠外でケアをしている。それでも限界が来ているなかで、利用者と生活

支援契約を結んだり、サブリースによる収益の仕組みを考えてきている。 

・個々人を追いかけるデータベースはあるのだが、一方で、その数も莫大なので追いつけない、という問題もある。ア

フターケアに対する対価はないので、そこが薄くなってしまう。担当は、全体 9名で 1200 名を見ている現状。 

・多くの場合、仮に行方不明になったとしても、再度戻ってくる傾向にある。 

  

        

            

                    
                            
                           
                           

          

          

        

        

           

      
           
        

                    
     

           

                
   

            

                 
                

         

                    
         
         

                 
           

                  

                 
           

                  

               
         

                     

      

    

プラザ抱樸の特徴:ごちゃまぜ   ☞制度や属性で人を見ない 

1、相談経路    法人内 48 名、他機関 25 名  
2、男女混合型  男性55 名、女性 18 名 
3、年齢構成   （平均年齢54 歳） 
   10 代  3 名、 20 代 11 名、 30 代 4 名、 40 代 9 名、 
   50 代 12 名、 60 代 18 名、 70 代 13 名、 80 代 3 名 
4、収入源 生保（一部含む）51 名、その他 22 名 
5、属性 ホームレス、高齢、障がい、生活困窮、母子、DV、 
      社会的養護、更生保護・・        ※退去者含む   
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「包括的居住支援」の方向性について   ～抱樸はこう考える 

 抱樸では、「包括的居住支援」の包括性について、次のように考えている。 

◇抱樸が考える４つの包括性 

➀対象者の包括性   対象者を属性やリスクで見ない、「～者別」を止める ／ 制度から人を見ない 

➁サービスの包括性  フォーマル・インフォーマルを合わせる ／ 無いものは創る 

➂時間の包括性    出会いから看取り、そしてその後（葬儀・追悼偲ぶ会） 

➃地域の包括性     従来の地理的概念を超える 

◇「家族機能の社会化」 ～制度の隙間と制度との隙間   家族（家庭）モデルの５つの機能の社会化 

①家庭内サービス提供 

サービスの提供・・・住居、食事、睡眠、看護、 

教育、服飾、介護 

②記憶の装置 

記憶・・・・アイデンティティとデータベース 

③家庭外資源活用―つなぎ・もどしの連続的行使 

家族のニーズに応じた社会的資源をコーディネート 

もどし機能・・・社会資源淘汰機能 

④役割と意味の付与・・・自己有用感確保・相互性の担保 助けられるから助けるへ 

⑤何気ない日常（葬儀まで）・・・問題解決ではなく、生活そのもの  日常生活支援と言う新たな分野 

◇抱樸型包括ケアシステムへの模索  ～特徴―三つの組み合わせ 

①「専門性と家族機能」の組み合わせ    フォーマルサービスとインフォーマルサービス 

②「解決型と伴走型」の組み合わせ      二つの機能 

③「支援する側とされる側」の組み合わせ  相互性・互助性 

 

◇「つなぎ と もどし」の機能 

・制度サービスにつないだ際に、本人とサービスが合わない、あるいは、制度側が十分な対応をしていない場合など、家族がいれ

ば、そこに気づいて、適切なところにつなぎなおすのが役割かと思う。そうした役割をする家族がいない場合、果たしてケアマネ

がどこまで伴走しているのか。そうした役割の人に本人の意思を伝えるというのも家族の機能だが、つないだだけで、どこまでそ

れが対応・改善されるのか…という問題もある。伴走して、必要があればつなぎなおす役割、それを確認・チェックする役割が

重要。 

・現状では、情報リテラシーが高く、自分で情報の収集・選択、意思表示ができる人だけの制度になっているのではないかと懸念

している。相談する機関すら知らない、あるいは断ってもいいということを知らない人が多い。そういうことを知らないと、知らぬ間

に制度の隙間に落ちて孤立してしまう人が多い。 

 

◇「社会的相続」について 

・もともとは、親をどうするかという問題から出発した。現在世帯にアプローチしているのは、基本的に母親と子供の家庭。親自体

が育てられていない中で、どのようにしていくかを実践中。親になるプロセスを学ぶ、母親に社会的相続を取り戻してもらう取組。 

・子どもと家族のまるごと支援をしているが、親にどこかに連れていってもらった経験がない。あるいは、子供のころＤＶ被害を受け

てうつになってしまった母親は、子供の世話をしたくてもできない、お風呂に入らない（清潔にすることを教えてもらっていない）

等々の特徴がある。そこで、母親に代わって、叱る、手をかける、優しくする等本来、親として経験値として持っているはずのこ

とをスタッフがしている。「助けて」と言っていい状態なのに、母親本人が気づいていないことが多い。ヤングケアラー問題とも近い。 

・さらに、親子ともに何らかの障害を持っているケースが多く、困窮者支援そのものが、半分以上は障害者支援ではないかと感じ

る。基本的に、障害福祉等使える資源は使いたい。 

・妊娠の問題、性教育をどうするかは、子ども支援の大きな課題である。毎年必ず、妊娠の問題は発生している。往々にして、

コミュニティが狭い、人間関係がないと感じる。  

コラム ＮＰＯ法人抱樸による地域互助会 

①誰でも入会可能  年会費 6000円（月額 500 円） 

②会員数 270 名 （内当事者：なかまの会 150 名） 

③世話人 20 名  見守り活動（定期訪問） 

④年間行事   バス旅行、花見、新年会、誕生日会 

⑤サロン 卓球（毎週）、カラオケ（毎週）、かふぇ（毎週） 

⑥看取りと葬儀 互助会葬と偲ぶ会（追悼集会） 
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◆居住支援事業の継続性確保に向けて 

～ 「全国 10 都市における空き家活用型の支援付きサブリース住宅確保事業」から 

・抱樸をはじめとする全国 10 都市のパートナー法人において、現在、標記事業モデルを展開中。 

※北海道、宮城、千葉、埼玉、東京、愛知、大阪、兵庫、岡山、福岡の各都市 

・この取組は、 

・社会の共有資源としての空き家を、支援団体がオーナーになることで、困窮者の住まいを確保し、 

・各地域の支援団体が、一人一人に必要な生活支援を提供するという「支援付き住宅」の手法で 

・今後の社会課題の解決に向けた、持続可能なソーシャルビジネスモデルとしての可能性も探るものです。 

・運営にあたっては 部屋確保のイニシャルコストは、クラウドファンディングによる資金調達 

            見守り・生活支援の人材は、全国パートナー団体との覚え書き締結 

            居住支援のランニングコストについては、サブリース差益による継続可能性を探る 

・以下、2021 年 9 月末時点のサブリースモデル事業持続性についての経過 

 

 

 

 

 

 

 

参考 ・民間事業としての取組みやすさがある一方で、生活保護受給者を主な対象者とすることへの社会的な負の印

象から、貧困ビジネスにみられないような支援内容の明確化が前提となる、などの苦労もあった。一部地域では、

地域の住民による反対があり、昨年度中には開設できなかった。 

・サブリースする住まいの確保しやすさという点からみると、これは都心のモデルではなく、どちらかというと地方都市か

つ大学のエリアで、学生が減っている中での物件の余剰を見越した大学等が集積するそこそこ都会の地方都市

向けモデルと言える。 

 

◆生活困窮者居住支援事業から「希望のまち」プロジェクトへ 

「希望のまち」プロジェクト」とは    ～北九州市を「怖い街」から「希望のまち」へ。 

地域で暮らす誰もが、「その人らしく生きる」ために、居場所と出番を提供。 

特定指定危険暴力団 工藤會跡地を活用した、公民連携によるまちづくり 

 

◆推進にあたっての 3 つの方針と 5 つの事業 

◇方針① テーマは希望のまち 

孤立する人がいないことを目指し、誰もが「助けて」と言

える、「お互い様」の街であり、「助けられた人が助ける人

になれる街」を理想としています。 “全員参加型の地

域”「ひとりも取り残されないまち」を目指します。 

◇方針② 市民参加型 

抱樸は「検討会議」を開催し、地域のニーズを聞いた上

で、「グランドプラン」を作成したい考え。会議には地域

住民代表、社会福祉協議会、行政、協力企業、社会

福祉法人、NPO 法人、市議会議員、有識者などが参

加予定。 

◇方針③ 「社会福祉法人抱樸」が事業化 

「希望のまちプロジェクト」の実施は、これから設立される社会福祉法人抱樸が行う計画です。 

 

◇上記方針を 5 つの事業によって行う計画 

子ども家族まるごと支援／みんなの居場所／困窮者支援／断らない相談／ボランティアセンター・互助会 

※詳細は検討会議にて検討中。 

 

① 元々3～3.5 万円の家賃物件を 2万円でサブリース 
② 抱樸がサブリース契約 
③ 収益構造－ 〇北九州市の住宅扶助   29000 円 
〇 サブリース差益       ⇒9000 円（月額） 
〇 生活支援付債務保証 ⇒2000 円（月額） 
※一部屋に付 11,000 円（月額）の生活支援費 
※55 室のサブリース運用で年間約 726 万円の収入  ☞事業費と人件費を捻出 

 
 
 
 
 
 
 
 

希望のまちプロジェクト  ５つのステージ 

   法人 う く  抱樸

希望のまち
プロジェクト
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▶ヒアリング参加委員からひと言 

抱樸の事例は、7 章で紹介したユニバーサル・ベーシックアセット（UBA）の考え方を理解す

るための多くのヒントを与えてくれます。宮本太郎氏は、UBA の目標が「最適性」にあると指

摘し、これを実現するためには「専門家の相談支援を受け、試行錯誤できる仕組み」が不可欠

であると論じます（『貧困・介護・育児の政治』2021 年、朝日新聞出版）。居住支援に即してい

えば、「居住」（housing）と「支援」（support）をいかに適切に組み合わせるかが課題となる

でしょう。プラザ抱樸の「ごちゃまぜ」が示唆するのは、居住と支援の組み合わせには、じつ

に様々なバリエーションがあることです。そして、抱樸が家族の重要な機能であるとする「つ

なぎ と もどし」は、最適性を確保するまでの「試行錯誤」（選択と選び直し）に他なりませ

ん。ここには、「コモンズにもとづくアクセス」の具体的な姿が示されています。抱樸の活動

を通じて、地域のベーシックアセットの構築が、未来の話ではなく現に実践されつつあること

を知ることができます。（祐成保志） 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

研究体制 

 

本研究事業は、2020（令和2）年度から2021（令和3）年度の２ケ年にわたり、公益財団法人車両

競技公益資金記念財団のご支援を受けて実施・とりまとめを行ったものである。研究の体制は下記の

とおりである。 

 

■ 研究の体制 

下記を構成員とする研究会を設置し、企画から成果のとりまとめ全般にわたり、検討を行った。 

（敬称略、委員50 音順、◎印 委員長） 

【委員】 

井上 由起子（日本社会事業大学専門職大学院 教授） 

井本 佐保里（日本大学 助教） 

◎大月 敏雄 （東京大学 大学院工学系研究科建築学専攻 教授、 

       一般社団法人全国居住支援法人協議会 理事）  

奥田 知志 （認定NPO法人抱樸 理事長 

一般社団法人全国居住支援法人協議会共同代表） 

河西 奈緒 （東京大学 学術振興会特別研究員（大月研）） 

祐成 保志 （東京大学 人文社会系研究科・文学部 社会学 准教授） 

松田 雄二 （東京大学大学院 工学系研究科 建築学専攻 准教授） 

 

【オブザーバー】 

高橋 紘士 （東京通信大学教授、一般社団法人全国居住支援法人協議会 顧問） 

 

【事務局】 

一般社団法人全国居住支援法人協議会 事務局 

吉中 由紀、高梨真由美 

 

【調査機関】  一般財団法人 日本総合研究所  

  



 

■ 研究会の実施 

2021年度 研究会実施概要               ※2020年度からの継続として実施 

 日時 主な協議事項 

第４回 2021年5月 31日（月） 

16：30～19：00  Zoom 

（１）2021年度研究計画について 

（２）実態把握（ヒアリング調査）について 

第５回 2021年6月 22日（火） 

16：30～19：00  Zoom 

（１）前回の振り返り（大月委員長メモ） 

（２）今後の進め方について 

第６回 2021年7月 28日（水） 

16：30～19：00  Zoom 

（Ⅰ）執筆パート、事例調査についての報告 

 ①大月委員長 ②祐成委員 ③事例調査について 

（２）ゲストトーク 

  「役場・病院・協議会での経験からみた居住支援」 

牧嶋誠吾氏（大牟田市居住支援協議会事務局長） 

第７回 2021年9月 13日（月） 

16：30～19：00  Zoom 

（１）報告 

①井上委員 ②松田委員 

（２）ヒアリング調査経過報告 九州フィールド調査について 

第８回 2021年10月12日（火） 

17：00～19：00  Zoom 

（１）報告  

①井本委員 ②河西委員 

（２）ヒアリング調査について経過と今後の予定 

第９回 2021年12月14日（火） 

17：00～19：00  Zoom 

（１）事例調査経過報告   

※参加委員コメント ※報告の整理イメージ 

（２）報告のまとめに向けて ※理論編の編集作業について 

第 10回 2022年1月 31日（月） 

17：00～19：00  Zoom 

（１）成果報告書原稿案①と今後の修正等について 

 

第 11回 2022年2月 15日（火） 

17：00～19：00  Zoom 

（１）成果報告書原稿案②について 

 

第 12回 2022年3月 8日（火） 

17：00～19：00  Zoom 

（１）成果報告書原稿 最終案について 

 

  

【参考】 2020年度 研究会実施概要 

 日時 主な協議事項 

第 1回 2020年11月26日（木）18：00

～20：00 

パルシステム連合会 

（１）研究開始にあたり 

（２）委員自己紹介と意見交換 

（３）今後に向けて 

第 2回 2021年1月 20日（水） 

10：00～13：00   Zoom 

 

 

（１）第1回研究会のふりかえり 

（２）最前線からのレポート 

～福岡市社会福祉協議会の「包括的居住支援」の取組から 

     栗田将行氏（福岡市社会福祉協議会） 

（３）本事業の目標、手順について（案）の確認と意見交換 

第 3回 2021年3年 3月 9日（火） 

14：00～17：00  Zoom 

 

（１）（仮称）「包括的居住支援入門」のコンテンツ等について 

（２）調査について 

（３）その他 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「包括的居住支援の確立に向けた調査及び研究」 

2021年度報告書 

公益財団法人車両競技公益資金記念財団支援事業 

 

 

2022（令和 4）年３月 

 

一般社団法人 全国居住支援法人協議会 

 

 

 

表紙デザイン Ⓒy.mouri       


